
 

 

 

 

 

 

 

３－１－２ 水環境 

（１）水質 

  



 

（１） 水質   
            
  

１ 調査すべき情報 
  

（１）選定項目に係る環境要素

の現状に関する状況 

  
イ 水質汚濁物質の濃度の状況 

  
①  水質汚濁に係る環境基

準項目 
        
          

            
        ロ 水温、透視度又は透明度、色相、濁

度、電気伝導度その他必要と認めら
れるものの状況 

  
② 排水基準項目           

           

           ③  水質汚濁に係る要監視
項目            

      
  

      
           

④ 水道水質基準項目            

       
 

     
           

⑤ 水質管理目標設定項目            

    
 

 
  

 
  

      
           ⑥ 農薬、塩分、塩化物イオ

ンその他必要と認められる
もの 

           
           
     

（２）その他の情報 
  

イ 気象の状況 
  

         

            
        

ロ 水象の状況 
  

① 河川の水象         
            
  

２ 調査の基本的手法 
  

 
  

ハ 土質の状況 
  

② 湖沼及び貯水池の水象         
            
  

３ 調査地域 
     

ニ 水の利用の状況、大規模発生源の

状況その他必要と認められるものの

状況 

  
③ 海域の水象          

           

  
４ 調査地点          

            
  

５ 調査期間等 
  

 
  

 
  

         

    
 

  
 

      

 
 

６ 予測の基本的手法 
  

 
  

         
            

 
 

７ 予測地域      
      

        
     

 
 

８ 予測地点 
  

 
  

         

       
 

     

 
 

９ 予測対象時期等 
  

（１）工事の実施においては、水

質に係る環境影響が最大に

なる時期 

         

           

            
     （２）土地又は工作物の供用に

おいては、定常状態になる時
期及び水質に係る環境影響
が最大になる時期（最大にな
る時期を設定することができ
る場合に限る。）等、環境影
響を的確に把握できる時期 

      
           
           
           

           

            

 
 

評価 
  

（１）評価する事項          
            

    
 

（２）評価の方法 
  

イ 影響の回避・低減に係る評価       
            
        ロ 国又は青森県等が実施する環境保

全施策との整合性 
   

           
            

 
 

事後調査 
  

（１）事後調査の項目 
  

イ 予測の不確実性の程度が大きいと

きに環境保全措置を講ずる場合 
        

           

    
 

（２）事後調査の手法        

       
 

ロ 効果に係る知見が不十分な環境保

全措置を講ずる場合 
    

    
 

（３）事後調査の期間等        
        ハ 工事の実施中及び土地又は工作物

の供用開始後に環境保全措置の内

容をより詳細なものにする場合 

   

       
 

    
           

            
        ニ 代償措置を実施する場合にその不

確実性の程度及び知見の充実の程

度を踏まえて事後調査が必要である

と認められる場合 

   
           
           

           
            

       
 ホ 環境保全措置の効果を確認するま

でに時間を要し、継続的な監視が必
要な場合 

   
 

            

       

 ヘ 予測の結果が国、県又は市町村に
よる環境の保全の観点からの施策に
よって定められた基準値又は目標値
と近接し、環境に影響を及ぼすおそれ
のある場合 
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３－１－２ 水質 

（１）水質 

技術指針別表３ 解 説 

１ 調査すべき情報 

 

 

 

 

 

（１）選定項目に係る

環境要素の状況に関

する情報 

 

イ 水質汚濁物質の

濃度の状況 

 

①水質汚濁に係る環

境基準項目 

 

②排水基準項目 

 

 

 

③水質汚濁に係る要

監視項目 

 

 

 

 

④水道水質基準項目 

 

 

 

⑤水質管理目標設定

項目 

 

 

⑥農薬、塩分、塩化物

イオンその他必要と

認められるもの 

 

ロ 水温、透視度又は

透明度、色相、濁度、

電気伝導度その他必

要と認められるもの 

地域特性等を把握する上で参照すべき関連法規、参考となる文献を参考

資料 1に示す。 

地域特性等については時間的に変化するものであることに留意し、現在

の情報のみならず、過去の状況の推移及び将来の状況についても入手可能

な最新の文献、資料等により可能な範囲で把握する必要がある。 
 

 調査項目は、原則として生活環境項目については、必ず実施するものと

し、対象事業の規模、事業特性、地域特性を考慮して適切に選定すること

を基本とする。 

 

イ 水質汚濁物質の濃度の状況 

 

 

①水質汚濁に係る環境基準が設定されている項目 

 参考資料３（１）のとおり 

 

②水質汚濁防止法（昭和 45 年 12 月 25 日 法律第 138 号）に基づく排水

基準が設定されている項目 

 参考資料３（３）、（４）のとおり 

 

③「水質汚濁に係る環境基準についての一部を改正する件及び地下水の水質汚濁

に係る環境基準についての一部を改正する件の施行等について（通知）」（平

成21年11月30日 環水大水発第091130004号、環水大土発第091130005号）

に定める要監視項目 

 参考資料３（１）４）のとおり 

 

④水道水に関する「水質基準に関する省令」（平成 15 年５月 30 日 厚生

労働省令第 101 号）に基づく項目 

 参考資料３（６）①のとおり 

 

⑤「水道水質に関する省令の制度及び水道法施行規則の一部改正等について」（平

成15年５月30日 健発第11010004号）で設定されている項目 

 参考資料３（６）②のとおり 

 

⑥農薬、塩分、塩化物イオンその他必要と認められるもの 

 農薬については、参考資料３（９）のとおり 

 

 

ロ 水温、透視度又は透明度、色相、濁度、電気伝導度その他必要と認め

られるものの状況 
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技術指針別表３ 解 説 

の状況 

 

（２）その他の状況 

イ 気象の状況 

地上気象（気温、降

水量、日照時間又は日

射量等） 

  

ロ 水象の状況 

①河川の水象（流量、

流速、流達時間、河床

形状、感潮域の範囲、

水系等） 

②湖沼及び貯水池の

水象（水位、貯水量、

湖流、流出入水量、滞

留時間、鉛直安定度、

湖盆形状等） 

③海域の水象（潮位、

潮流・沿岸流、河川流

入量・交流量、鉛直安

定度、拡散係数、海域

形状、海底地形等） 

  

 

 

（２）その他の状況 

イ 気象の状況 

 対象事業の実施区域等の地上気象の状況（気温、降水量、日照時間又は

日射量等） 

  

 

ロ 水象の状況 

①河川の水象（流量、流速、流達時間、河床形状、感潮域の範囲、水系

等） 

 

 

②湖沼及び貯水池の水象（水位、貯水量、湖流、流出入水量、滞留時間、

鉛直安定度、湖盆形状等） 

 

 

 

③海域の水象（潮位、潮流・沿岸流、河川流入量・交流量、鉛直安定度、

拡散係数、海域形状、海底地形等） 

 

 

 

 

ハ 土質の状況 

  

 

 

 

 

ニ 水の利用の状況、

大規模発生源の状況

その他必要と認めら

れるものの状況 

ハ 土質の状況 

 公共用水域において土砂による水の濁りが予想される場合は、浮遊物質

の沈降の状況を把握するために以下に示す項目を調査する。 

①土砂の粒度組成 

②土の沈降特性 

 

ニ 水の利用の状況、大規模発生源の状況その他必要と認められるものの

状況 

①水利用の状況 

流況等に影響がある上水道、農業用水等の水利用の状況（将来の水利用

を含む。） 

 

②主要な発生源 

  工場、事業場、畜舎等主要な発生源の分布状況等 

 

③法令による基準等 

  水質汚濁防止法等関係法令の規制基準等 
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技術指針別表３ 解 説 

２ 調査の基本的手

法 

 現地調査及び文献

その他の資料による

情報の収集並びに当

該情報の整理及び解

析 

 調査の基本的な手法は、現地調査及び文献その他の資料による情報の収

集並びに当該情報の整理及び解析によるものとする。 

（１）既存資料の整理・解析による場合 

 水質等について資料が整備されている場合には、これを整理・解析する。

なお、調査内容を以下に、既存資料の例を参考資料１に示す。 

  ・水質の年平均値、年間 75％値（BOD 又は COD） 

  ・環境基準達成状況 

  ・各種基準値又は指針値等との比較 

  ・季節変動パターン、経年変化 

 

（２）現地調査による場合 

 水質等について資料が整備されていない場合には、次に掲げる告示等に

定める採水方法や測定方法に準拠して、現地調査を実施する。また、気象、

水象、土質状況の調査も実施する。 

イ 水質調査  

・「水質汚濁に係る環境基準について」（昭和 46 年 12 月 28 日 環境庁告

示第 59 号） 

・「水質汚濁に係る人の健康の保護に関する環境基準の測定方法及び要監

視項目の測定について」（平成５年４月 28日 環水規第 121 号） 

・「ダイオキシン類による大気の汚染、水質の汚濁（水底の底質の汚染を

含む。）及び土壌の汚染に係る環境基準について」（平成 11 年 12月 27

日 環境庁告示第 68号） 

・「水質調査方法」（昭和 46年９月 30 日 環水管第 30号） 

・「排水基準を定める省令の規定に基づく環境大臣が定める排水基準に係

る検定方法」（昭和 49 年９月 30日 環境庁告示第 64号） 

・「公共用水域等における農薬の水質評価指針」（平成６年４月 15 日 環

水土第 86 号） 

・「ゴルフ場で使用される農薬による水質汚濁の防止に係る暫定指導指

針」（平成２年５月 24 日 環水土第 77 号） 

 

ロ 気象、水象、土質調査 

 ・「気象業務法施行規則（昭和 27 年 11 月 29 日 運輸省令第 101 号）」又

は「地上気象観測指針」（気象庁） 

 ・「海洋観測指針」（日本海洋学会） 

 ・「土質調査法」（土質工学会） 
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技術指針別表３ 解 説 

３ 調査地域 

 流域又は水域の特

性及び水質の変化の

特性を踏まえ、水質に

係る環境影響を受け

るおそれがあると認

められる地域及びそ

の周辺の地域で当該

地域の水質に係る環

境影響を予測し、及び

評価するために必要

な情報を把握できる

地域 

 水質に係る調査地域は、調査対象の特性に合わせて設定するものとする

が、水質においては、各汚染物質の収支、拡散範囲、流況変化の範囲等を

考慮して、設定する。 

４ 調査地点 

 流域又は水域の特

性及び水質の変化の

特性を踏まえ、調査地

域における水質に係

る環境影響を予測し、

及び評価するために

必要な情報を適切か

つ効果的に把握でき

る地点 

 河川においては、合流点、水質基準点、変化点等を考慮し、また、海域

や湖沼においては、湾や岬等の地形を考慮しつつ、メッシュ状に調査地点

を配置する場合が多い。 

 現地調査を実施する場合の調査地点は以下の項目の条件に合致すること

を確認した上で用いる。 

イ 地域を代表する地点 

対象水域の水質を代表させる点は、流量や流況が安定し、かつ他の特定

の汚染源による影響の少ない地点を選定する。過去からの経緯等を把握す

るためには環境基準点を選定すると良い。また、湖沼や海域においては、

メッシュ状の調査地点を配置し、水質の面的な分布を調査することが多い。 

 

 ロ 特に影響を受けるおそれのある地点 

事業により特に影響を受けるおそれのある地点として、汚染物質の排出

地点や、流況変化の大きい事業直下流などを選定する。 

 

ハ 特に保全すべき対象等の存在する地点 

特に保全すべき対象として、水道用水その他の取水地点や漁場など、主

に水域利用の観点から重要な地点を選定する。 

 

 ニ 現在汚染等が進行しつつある場所 

近隣の別発生源により現在汚染が進行しつつあると考えられる箇所など

は、当該事業による影響とその他の影響を区分するため、事業実施前の状

況を把握する。 
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技術指針別表３ 解 説 

５ 調査期間等 

 流域又は水域の特

性及び水質の変化の

特性を踏まえ、調査地

域における水質に係

る環境影響を予測し、

及び評価するために

必要な情報を年間を

通じ、適切かつ効果的

に把握できる期間、時

間及び時間帯（必要に

応じて観測結果の変

動が少ないことが想

定される時期に開始

するように期間を設

定する。） 

調査期間・頻度は、次の事項を参考とする。なお、調査日は晴天が２、

３日続いた後の流量及び水質が安定した日を選定することとするが、工事

によるＳＳを対象として調査を行う場合は降雨後にも調査日を設定する。 

 

イ 公共用水域の水質 

調査期間は、公共用水域の年間を通じた水質の状況を的確に把握できる

期間とする。原則として１年以上とし、次の事項を考慮して実施する。な

お、流量と水質は、同時測定（採水）とする。 

 ・生活環境項目については原則として各月１回以上、その他の調査項目

については原則として年間２回以上とする。 

・流量、水量の年間変動がある河川は、必要に応じ年間の調査回数を増

加する。 

・流量、水量の日間変動がある河川は、必要に応じ１日の調査回数を増

加する。 

 

ロ 水象の状況 

調査期間は原則として１年程度とし、調査時期・頻度は、水質の状況調

査に準ずる。なお、海域の流況の調査期間は、気象の状況及び河川水の流

入状況を考慮し、大潮時を含め、適切に把握し得る期間とする。 

 
６ 予測の基本的手

法 

 数理モデルによる

数値計算、水理模型実

験又は事例の引用若

しくは解析 

（１）予測項目 

発生源の種類ごとに予測項目が異なることが想定されるので、次表を参

考に事業の特性に応じ必要な項目を選定する。 

発生源等の種類 予測項目の例 

工事中の濁水、アルカリ排水の発生等 ＳＳ、ｐＨ 

工場、事業場、し尿処理施設、発電所、 

研究施設、住宅団地等の水質汚濁物質排

出施設 

ＢＯＤ（ＣＯＤ）、Ｎ、Ｐ、そ

の他排出が予想される項目 

施肥、農薬散布 Ｎ、Ｐ、散布農薬 

ダム、調整池等の貯水による富栄養化、 

ダムの放流による冷濁水の流出等 

ＢＯＤ（ＣＯＤ）、Ｎ、Ｐ、Ｓ

Ｓ、水温、濁度 

地形改変等に伴う流況の変化等による水

質変化 

ＢＯＤ（ＣＯＤ） 

 注）原則として河川へ排出する場合はＢＯＤとする。 

 

（２）予測方法 

事業特性、地域特性を勘案して、次に掲げる予測方法から適切なものを

選択し、又は組み合わせる。 

イ 数理モデルを用いた予測式による方法 

指定施設等の種類、規模、使用方法、原材料の種類、排水量及び排出の

方法等を基にして、当該工場等の排水口から排出される汚濁負荷量または

水質濃度、水温を推定し、予測式により予測する方法、又はこれに準ずる

理論式により予測する。（ジョセフセンドナー式、ボックスモデル、ストリ

ーターヘルプス式、岩井井上式、物質収支式、数理解析モデル等） 
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技術指針別表３ 解 説 

 ロ 水理模型実験による方法 

 

ハ 類似事例から推定する方法 

 

ニ その他適切な方法 

 

（３）汚濁負荷原単位について 

生活系、工場系、事業場系、畜産系、土地利用系等の汚濁負荷原単位に

ついては、「環境アセスメントの技術」（（社）環境情報科学センター、1999

年）等の資料を参照とすることとする。 

なお、事業が複数の計画案を持つ場合は、各案についての予測結果を比

較表にまとめて示す。また、想定される環境保全措置について、行わない

場合と行った場合の影響予測を対比して示す。 

また、予測の不確実性の程度が大きい場合、効果に係る知見が不十分な

環境保全措置を講ずる場合等において、環境影響の重大性に応じて、事後

調査を実施する。 

７ 予測地域 

 調査地域のうち、流

域又は水域の特性及 

び水質の変化の特性

を踏まえ、水質に係る

環境影響を受けるお

それがあると認めら

れる地域 

 現況の調査地域の範囲に準じ、対象事業の実施により水質が一定以上変

化する区域とする。 

 

８ 予測地点 

 流域又は水域の特

性及び水質の変化の

特性を踏まえ、予測地

域における水質に係

る環境影響を的確に

把握できる地点 

予測地域の中から、環境影響を的確に把握できる地点とし、現況調査地

点、環境基準点、利水地点、その他適切な地点とする。 

 

９ 予測対象時期等 

（１）工事の実施にお

いては、水質に係る環

境影響が最大になる

時期 

 

 

 工事中にあっては、水質汚濁物質が水質に及ぼす影響が最大となる時点

とする。 

 

 

（２）土地又は工作物

の存在及び供用にお

いては、定常状態にな

る時期及び水質に係

る環境影響が最大に

なる時期（最大になる

時期を設定すること 

供用開始後にあっては対象事業の活動が通常の状態に達した時期、及び

水質に係る環境影響が最大になる時期（最大になる時期を設定することが

できる場合に限る。）等、環境影響を的確に把握できる時期とする。なお、

施設等を段階的に供用するものについては、原則としてそれぞれの時点と

する。 
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が で き る 場 合 に 限

る。）等、環境影響を

的確に把握できる時

期 

 

 

 【環境保全措置】 

 環境保全措置は、対象事業の計画策定の過程又は環境影響評価の結果を

基に、事業者により、実行可能な範囲内で対象事業の実施に伴う水質への

影響を可能な限り回避、低減するための措置を検討する。また、この結果

として、対象事業の実施による影響の回避、低減の程度をできるだけ明ら

かにする。環境保全措置の一例を、参考資料４に示す。 

 （１）保全方法の検討 

環境保全措置の検討に当たっては、方法書で示した環境保全の考え方、

事業特性、地域特性、影響予測結果等に基づき、保全措置の検討項目、検

討目標、検討手順、検討方針を設定する。 

  

（２）検討結果の検証 

環境保全措置の複数案について、比較検討し、実行可能なよりよい技術

が取り入れられているか否か、対象事業の水質環境に与える影響ができる

限り回避、低減されているか否かを予測、検証する。 

 

 （３）検討結果の整理 

検討結果の整理では、その内容、効果、不確実性について、明らかにし、

整理する。 

 

【評 価】 

（１）評価する事項 

 評価する事項は、予測した事項とする。 

 

（２）評価の方法 

イ 影響の回避、低減に係る評価 

調査及び予測の結果並びに環境保全措置を検討した結果を踏まえ、対象

事業の実施に伴う水質への影響が可能な限り回避、低減されているかどう

か及びその程度について評価する。 

 

ロ 国又は青森県等が実施する環境保全施策との整合性 

調査及び予測の結果が、国又は青森県等が実施する環境保全の観点から

の施策による基準や目標と整合が図られているかどうかについて評価す

る。なお、現況が既に環境基準等を上回っている場合は、事業により現況

をさらに悪化させないよう回避、低減されているか、また、その程度につ

いて評価を行う。 
国又は青森県等が実施する環境保全施策に基づく基準等には、次に示す

ようなものがあり、これらと対比して評価する。また、関係市町村に環境

目標等がある場合は、これも参考にする。 
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技術指針別表３ 解 説 

 ・「水質汚濁に係る環境基準について」（昭和 46 年 12 月 28 日 環境庁告示第

59 号）及び「ダイオキシン類による大気の汚染、水質の汚濁及び土壌の

汚染に係る環境基準について」（平成 11年 12月 27日 環境庁告示第 68号）

に基づく環境基準 

・「水質汚濁に係る環境基準についての一部を改正する件及び地下水の

水質汚濁に係る環境基準についての一部を改正する件の施行等につい

て（通知）」（平成 21 年 11 月 30 日 環水大水発第 091130004 号、環

水大土発第 091130005 号）に基づく要監視項目 

・「水質汚濁防止法」（昭和 45 年 12 月 28 日 法律第 138 号）、「ダイオキ

シン類対策特別措置法」（平成 11年７月 16日 法律第 105 号）及び「青

森県公害防止条例」（昭和 47 年３月 25 日 青森県条例第 2 号）に基づ

く規制基準 

・「水質基準に関する省令」（平成 15 年５月 30 日 厚生労働省令第 101

号）に基づく水質基準及び「水道水質に関する省令の制度及び水道法

施行規則の一部改正等について」（平成 15 年５月 30 日 健発第

11010004号）で設定されている水質管理目標設定項目 

・「ゴルフ場で使用される農薬による水質汚濁の防止に係る暫定指導指針

について」（平成２年５月 24 日 環水土第 77 号）及び「公共用水域等

における農薬の水質評価指針について」（平成６年４月 15 日 環水土第

86号）に基づく指針値 

・「青森県環境計画」（青森県）に基づく目標及び施策 

・「青森県ふるさとの森と川と海の保全及び創造に関する条例」（平成 13

年 12 月 21 日青森県条例第 71 号）に基づく施策 

 
 【事後調査】 

（１）事後調査の必要性 

事後調査は、次に掲げる場合に行うものとする。 

イ 予測の不確実性の程度が大きいときに環境保全措置を講ずる場合 

・予測手法が研究段階あるいは、開発途上にあり、検証した事例が少な

いなど不確実な場合 

・予測を行った時点では、発生源に係る諸元や稼動条件の詳細が未定で、

概略の条件に基づいて発生源を設定した場合 

 

ロ 効果に係る知見が不十分な環境保全措置を講ずる場合 

・水質汚濁物質の除去装置の効率等が不確実な場合や、技術の適用事例

が少ない場合 

・工事中の影響を軽減するための技術が不確実な場合や、適用事例が少

ない場合 

・水質浄化機能等に係る効果が不確実な場合 

 

ハ 工事の実施中及び土地又は工作物の供用開始後において環境保全措置

の内容をより詳細なものにする場合 
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ニ 代償措置を講ずる場合であって、当該代償措置による効果の不確実性

の程度及び当該代償措置に係る知見の充実の程度を踏まえ、事後調査が

必要であると認められる場合 
 

ホ 環境保全措置の効果を確認するまでに時間を要し、継続的な監視が必

要な場合 
 
ヘ 予測の結果が国、県又は市町村による環境の保全の観点からの施策に

よって定められた基準値又は目標値と近接し、環境に影響を及ぼすおそ

れのある場合 
 
（２）事後調査の項目 

事後調査項目は、事後調査を実施する必要性に応じて、適切に設定する。 

事後調査の項目及び手法は、必要に応じ専門家の助言を受けること等に

より、客観的かつ科学的根拠に基づき選定する。 
 

（３）事後調査の手法 

 事後調査の手法は、現況の調査手法に準ずる 

 

（４）事後調査の期間等 

工事の実施に係る事後調査の時期は、工事の実施期間中とし、定期的に

実施する。 

土地又は工作物の存在及び供用に係る事後調査期間は、施設等の稼動状

況の変動を考慮して、施設等の稼動が定常に達した後少なくとも数年程度

とし、定期的に実施する。また、中間的な時期に予測を行った場合には、

その時期も事後調査の対象とする。 

 

（５）事後調査結果の検討と実施 

事後調査の結果は、予測・評価の結果と比較検討する。これらの結果が

著しく異なる場合は、その原因を検討・究明する。 

また、事後調査結果を検討した結果、水質への影響が大きいと判断され

る場合は、新たな環境保全措置を検討し、実施する。 

事後調査の終了並びに事後調査の結果を踏まえた環境保全措置の実施及

び終了の判断に当たっては、必要に応じ専門家の助言を受けることその他

の方法により客観的かつ科学的な検討を行うよう留意する。 
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＜参考資料＞ 

１.関連法規及び参考となる文献 

関
連
法
規 

水質関連 
法律 

○環境基本法（平成５年 11月 19日 法律第 91号） 
○水質汚濁防止法（昭和 45年 12月 25日 法律第 138号） 
○水道法（昭和 32年６月 15日 法律第 177号） 
○青森県公害防止条例（昭和 47年３月 25日 青森県条例第２号） 
○青森県ふるさとの森と川と海の保全及び創造に関する条例（平成 13 年 12 月 21 日 
青森県条例第 71号） 

参
考
と
な
る
文
献
及
び
資
料 

調 査 ＜文献調査＞ 
○環境白書（青森県） 
○公共用水域及び地下水の水質測定結果（青森県） 
○ 水 環 境 総 合 情 報 サ イ ト （ 環 境 省 水 ・ 大 気 環 境 局 ）（ https://water-
pub.env.go.jp/water-pub/mizu-site/index.asp） 

○市町村の公害の概要等 
＜現地調査＞ 
①水質調査 
○「水質汚濁に係る環境基準について」（昭和 46年 12月 28日 環境庁告示第 59号） 
○「水質汚濁に係る人の健康の保護に関する環境基準の測定方法及び要監視項目の測

定について」（平成５年４月 28日 環水規第 121号） 
○「ダイオキシン類による大気の汚染、水質の汚濁（水底の底質の汚染を含む。）及

び土壌の汚染に係る環境基準について」（平成 11 年 12 月 27 日 環境庁告示第 68
号） 

○「水質調査方法」（昭和 46年９月 30日 環水管 30号 環境庁水質保全局長通達） 
○「排水基準を定める省令の規定に基づく環境大臣が定める排水基準に係る検定方
法」（昭和 49年９月 30日 環境庁告示第 64号） 

○「公共用水域等における農薬の水質評価指針」（平成６年４月 15日 環水土第 86号） 
○「ゴルフ場で使用される農薬による水質汚濁の防止に係る暫定指導指針」（平成２

年５月 24日 環水土第 77号） 
○「青森県ゴルフ場における農薬の適正使用等に関する要綱」（平成２年９月 10日青
森県告示第 553号） 

②気象、水象、土質調査 
○「気象業務法施行規則（昭和 27年 11月 29日 運輸省令第 101号」又は「地上気象

観測指針」（気象庁） 
○「海洋観測指針」（日本海洋学会） 
○「土質調査法」（土質工学会） 

予 測 ○環境アセスメントの技術（（社）環境情報科学センター、1999年）中央法規出版 
○環境アセスメント技術ガイド（（一社）日本環境アセスメント協会、2017年 3月） 
○水理公式集（土木学会水理委員会水理公式集改訂小委員会、1999年）土木学会 
○河川汚濁のモデル解析（國松孝男・村岡浩爾、1989年）技報堂出版 

その他 
 

○内湾・内海の水環境、環境庁水環境研究会、1996年、ぎょうせい 
○青森県環境計画（青森県） 
○「大畑川流域保全計画」（青森県、平成 16年 11月 29日） 
○「五戸川流域保全計画」（青森県、平成 18年 3月 1日） 
○「奥入瀬川流域保全計画」（青森県、平成 18年 8月 22日） 
○「追良瀬川流域保全計画」（青森県、平成 18年 10月 25日） 
○「赤石川流域保全計画」（青森県、平成 19年 1月 26日） 
○「川内川流域保全計画」（青森県、平成 19年 3月 16日） 
○「高瀬川流域保全計画」（青森県、平成 19年 10月 26日） 
○「馬淵川流域保全計画」（青森県、平成 20年 3月 31日） 
○「新井田川流域保全計画」（青森県、平成 20年 3月 31日） 
○「岩木川流域保全計画」（青森県、平成 21年 3月 13日） 
○「ダム事業における環境影響評価の考え方」（(財) ダム水源地環境整備センター、
2000年） 

○「水環境の科学」（Ｅｄｗａｅｄ Ａ．Ｌａｗｓ、1996年） 
○「水環境基礎科学」（宗宮功・津野洋、1997年） 
○「水質工学基礎編」（合田 健、1980年） 
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２．主要な予測方法例 
 

(1) 水域ごとの水質汚濁の予測手法 

① 河川 

河川の代表的な水質予側手法 

予 測 手 法 概     要 

非

感

潮

河

川 

概略予測 

手法 

ストリータ・フェルプス式 

及びその修正式 

（自浄モデル） 

主に非感潮河川における BOD濃度を予測するために開発された

ものであり、河川の流れを等速定流とした場合の拡散方程式の解析

解である。 

単純混合式 

（完全混合式） 

水域に排出された排出水が、水域に完全に混合すると仮定し、単

純希釈計算により濃度を求める方法である。 

この式は排水量が小さい時に使用される。 

詳細予測 

数値シミュレーション 非感潮河川の場合、数値シミュレーション手法は、主として二次元

単層定常モデルが使用される。 

モデルの内容は、海域に準ずる。 

感

潮

河

川 

概略予測 

ケッチャムの方法 

（Ketchum の方法） 

（タイダル・プリズム） 

 

感潮河川あるいは細長い湾等において、排水と海水の完全混合

を仮定し、一次元的解析を行うものである。 

満潮時に湾内の 1 区画に流入した排水と海水が完全混合して、

干潮時にその区画から流出し、流出した水はその区画へは二度と

戻らないと仮定する。 

プレディの方法 

（Preddy の方法） 

（混合式） 

ケッチャムの方法を拡張した手法。 

感潮河川において、実測値にもとづく混合係数を導入して水質を

予測するものである。 

詳細予測 

数値シミュレーション 感潮河川の場合、数値シミュレーション手法は、主として二次元単

層非定常モデルが使用される。 

モデルの内容は、海域で使用されるモデルに準ずる。 
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② 海域 

海域の代表的な水質予測手法 

予 測 手 法 概     要 

概 

略 

予 

測 

手 

法 

水域分割混合 

モデル 

潮汐の卓越した幅 5km 程度までの閉鎖性海域での拡散予測に有効な方法である。 

予測結果は概観的なものであり、汚染の平均的パターンをみる場合に用いることができ

る。 

ジョセフ・センドナー

式 

（Joseph・Sendner 式） 

点源から連続放出される排水の拡散について、拡散係数が汚染源からの距離に比例

すると仮定して拡散式を解く手法である。 

流れの影響の少ない海域に適している。 

岩井・井上式 

 

点源から連続放流する場合の拡散方程式に基づく手法である。 

複雑な境界条件を考慮することはできず、一様な一方向の定常流のもとでの拡散を簡

単に予測するのに適している。 

新田の実験式 

新田の方法 

 

・新田の実験式 

少量の排水の拡散範囲を算出するために提案された実験式（経験式）であり、排水量よ

り拡散面積が算出される。 

大まかな拡散範囲を知る場合に用いられる。 

・新田の方法 

排水口を中心として排水の等濃度面が半円形に拡がると仮定して、簡単な拡散方程式

を解く方法。 

概 

略 

予 

測 

手 

法 

平野の方法 排水は排水口から半円状に拡がり、排水層厚は一定とし、排水口からの距離と排水の

希釈倍率の間に比例関係が成り立つと仮定して拡散範囲を求める方法。 

乱流拡散は考慮されていない。 

熊谷・西村式 岩国、燧灘、田子ノ浦の沿岸部において、パルプ工場排水の拡がりについて観測を行

い、排水量と拡散面積の関係式を求めたものである。 

円形パッチモデル 固定点源から瞬間放流された排水の拡散について、種々の仮定の下に拡散方程式の

解析解を求める方法である。 

連続放流プルーム 

モデル 

固定点源から連続的に排水が放流される場合の排水の拡散について、瞬間点源放流

の解析解を時間で積分する方法。 

その他の手法 

 

1）湾内水質の概略算定方法 

対象とする湾を 1つのボックスと見なし、河川からの排水が湾内水と完全混合すると仮定

して、湾内水質を概略算定する方法。 

2）矢野式 

ジョセフ・センドナーの方法に移流項を加えて、定常解を求めたもの。 

3）田内の方法 

排水の拡がりを算定する式。 

4）熊谷・西村の方法 

温排水の拡散について、温排水自身の移流の影響の大きい領域を考慮した、簡単な理

論式。 

数 

値 

計 

算 

手 

法 

流動予測計算 海域の水質を詳細に予測する場合、海域の流動を予測する必要がある。 

流動計算は、流体力学の運動方程式と連続方程式の 2 つの基本方程式の数値解を求

めるものである。対象とする海域が鉛直方向に均一と仮定できる場合は、二次元単層モデ

ルが用いられる。 

また、鉛直方向に均一でない場合は、二次元多層モデル、三次元モデルが用いられ

る。 

水質予測 

計算 

ボックス 

モデル 

ボックスモデルは、水域をいくつかのボックスに分割して、各ボックス内の水質を均一と

仮定して水質を予測する方法である。 

各ボックス間の海水の移動（移出・移入量）は、メッシュモデル等による流動計算の結果

から推定するのが普通である。 

メッシュ 

モデル 

海域における水質予測数値シミュレーションは、一般的にメッシュモデルが用いられる。 

メッシュモデルの場合、流動計算と水質の拡散方程式とを同時に解く場合が多い。 

水
理
模
型 

実 

験 

現地の潮汐や潮流などの海象を再現できる機能をもつ水槽の中に現地海域の模型を設置し、この模型上で

流況変化や海域へ放流される排水の挙動を解明しようとするものである。 

実験の実施に際しては幾何学的相似性、力学的相似性が保たれることが重要とされる。一般にはひずみ模型

実験が行われている。 
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③ 湖沼 

 

 

 

(2) 主要な予測方法例 

① ストリーター･フェルプス式 

河川の自浄作用に着目した予測式で、河川順流部に適用できる。 

 

   Ｃ＝Ｃ０exp（－Ｋｔ） 

 

          Ｃ０：ｔ＝０におけるＢＯＤ濃度（mg/L） 

          Ｃ：ｔ時間後のＢＯＤ濃度（mg/L） 

          Ｋ：浄化係数（１/日） 

          ｔ：流下時間（日） 

 

② 岩井・井上式 

拡散方程式に対して単純な仮定をおいて求めた解析解であり、複雑な限界条件を考慮すること

はできず、定常状態で一定の平均値のもとでの拡散を簡単に予測するのに適している。 

 

 

 

 

          Ｓ：（ｘ、ｙ）における濃度（ppm） 

          ｑ：単位時間当たりの投入物質量（μｇ/sec） 

          ｕ：ｘ方向の定常流流速（cm/sec） 

          Ｋｘ：ｘ方向の拡散係数（cm２/sec） 

          Ｋｙ：ｙ方向の拡散係数（cm２/sec） 

          λ：汚濁物質の減少係数（１/sec） 

          ｄ：汚濁物質の混合層の厚さ（cm） 

          ＫＯ(η)：第２種べッセル関数 

  

湖沼（貯水池等を含む）の代表的な水質予測手法 

予 測 手 法 概  要 

概 

略 

予 

測 

手 

法 

押し出し流モデル 

（ピストン流モデル） 

流入水が湖水と混合せず、流出端に向けて押し出し流れ状に移

動すると仮定して、潮内水質を予測する手法。 

完全混合モデル 流入汚濁水が湖水等と完全混合した後流出すると仮定して、湖内

水質を予測する手法 

フォーレンバイダーモデル 

（Vollenweider モデル） 

湖沼等の富栄養化を判定するため、湖沼の水理特性（滞留時間、

水深）をパラメータとして燐負荷量と潮沼の富栄養化度（燐濃度、クロ

ロフィル a 濃度）との関係を経験的に求めたモデルである。 

詳

細

予

測 

数

値

計

算

手

法 

 

ボックスモデル 潮沼等においてボックスモデルは、主として富栄養化等の水質予

測の検討に用いられる。 

メッシュモデル 成層状態を無視できる場合には二次元単層モデルを、また成層が

形成される場合には二次元多層モデル等を用いて、水質（BOD、

COD、TN、TP 等）の変化を予測する。 

また、水温、濁度、DO 等の鉛直分布に関しては、鉛直二次元モ

デル等を使用して予測を行う。 

( )η







λ

π
０

ｘｙｘ

Ｋｔ－
２Ｋ

ｘｕ

ＫＫｄ２

ｑ
Ｓ＝ exp
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なお、ｙ＝０とし、かつ、Ｋｘ＝Ｋｙ＝Ｋ、λ＝０と仮定すると、ｘｕ／２Ｋ＞50の条件の

もとでは 

 

 

 

              となる 

 

 

③ 水域分割モデル（ボックスモデル） 

河川感潮部や閉鎖性海域を連続した区間（ボックス）に分割し、各ボックスに排出された汚水

は河川水及び遡上する海水（一潮時の平均量）と完全混合したのち、次のボックスに流下すると仮

定したモデルである。一潮時間のボックス平均濃度が求められる。 

   Ｃｉ－１・Ｆｉ－１＋Ｃｉ・Ｅｉ＋Ｑｉ＝Ｃｉ(Ｆｉ＋Ｅｉ－１） 

 

         Ｆ：上げ潮時の流入量（ｍ３） 

         Ｅ：下げ潮時の流出量（ｍ３） 

         Ｃ：区間中の平均濃度（ppm） 

         Ｑ：区間中に負荷される負荷量（kg/１潮時） 

         ｉ：水域分割された各区画 

 

④ Vollenweider の式（完全混合ボックスモデル） 

湖沼の富栄養化指標であるリン、窒素濃度、クロロフィル a濃度、一次生産量等の定常状態に

おける湖水全体の年平均値をリン又は窒素の流入負荷量から推定するモデルである。 

水質の経時変化、季節変動、水平分布等は求められない。 

 

 

 

 

 

 

          Ｎ ：ダム内年平均Ｔ－Ｎ濃度（μｇ/L） 

          Ｎ１：年平均流入Ｔ－Ｎ濃度（μｇ/L) 

          Ｐ ：ダム内年平均Ｔ－Ｐ濃度（μg/L） 

          Ｐ１：年平均流入Ｔ－Ｐ濃度（μｇ/L） 

          τｗ：平均滞留年数（年） 

 

⑤ 完全混合式 

連続的に放流された排水が、放流先河川で直ちに完全混合するとし、単純な混合稀釈のみを考

慮したモデルである。 

 

 

 

        Ｃ：完全混合したと仮定したときの水質 

       Ｃ０：現況水質 

       Ｃ１：排水等流入水の水質 

       ｑ０：現況水量 

       ｑ１：排水等流入水量 

 

  

( ) ( )∫
∞

η≡η
0

coshexp ｄｔｔ－Ｋ０














≡η

２
ｙ

２

２
ｘ

２

ｘ Ｋ

ｙ
＋

Ｋ

ｘ

Ｋ

１

２

ｕ

















π ２Ｋ

ｘｕ
・Ｋ

２Ｋ

ｘｕ

ｄＫ２

ｑ
Ｓ＝ ０exp

Ｋｕｘ２ｄ

ｑ
≒

π

0.78

5.34 








τｗ１＋

Ｎ
Ｎ＝ １

0.82

1.55 








τｗ１＋

Ｐ
Ｐ＝ １

1＋ｑｑ

ｑ＋ＣｑＣ
Ｃ＝

０

１１００
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⑥ ジョセフ･センドナー式 

拡散方程式の解析解である。拡散係数は汚染源からの距離に比例するものとして、汚水が水深

方向には一定厚さに一様に分布し、水平方向には半円型又は扇型に拡散するとしたモデルである。 

 

 

 

 

 

 

          Ｓ ：汚濁源から距離ｒにおける濃度 

          Ｓ０：ｒ＝ｒ０における濃度 

          Ｓ１：ｒ＝ｒ１における濃度 

          Ｑ ：単位時間当たりの排水量 

          ｄ ：混合深さ 

          ｐ ：拡散速度、海洋においては１±0.5cmといわれている。 

 

⑦ 物質収支式 

物質中に温度差があれば熱移動が生ずるように、流体中に濃度差があれば物資の移動が起こる。

特に、流体中での水質量の変化を把握するには、その流体中で生ずる反応の形式を把握すると同

時に、媒体となる液体の拡散や希釈の能力を十分知っておく必要がある。流体中のある物質の挙

動は、液体の単位体積中で起こる反応を考慮しつつ、対象物質に対する物質収支をとることによ

って論じられる。つまり、質量保存の法則から、ある単位水塊中において、次にような表示がされ

る。 

   （Ａ成分の流入速度）－（Ａ成分の流出速度） 

                  ＋｛反応によるＡ成分の生成（消滅）速度｝＝０ 

 

⑧ 数理解析モデル 

数理解析モデルは、流体場に関する運動方程式と連続の式及び拡散場に関する拡散方程式をも

とに、これらの微分方程式を差分法や有限要素法等により離散化（時間・空間方向に連続的な微係

数を離散的な代数式への置き換え）して、電算機を用いた数値計算により流況と濃度を求める方

法である。定常、非定常どちらの場合の予測にも利用でき、濃度の経時変化、水平分布の推定に適

していることから、一般に海域、湖沼におけるＣＯＤ等の水質予測に用いられる。 

数理解析モデルは、対象とする次元及び時間規模により多くの基本的なモデルに分類できるが、

その主なものは次のとおりである。 

     ・２次元単層非定常モデル 
     ・２次元単層定常モデル 
     ・鉛直２次元モデル 
     ・２次元２層非定常モデル 
     ・２次元多層非定常モデル 
     ・３次元非定常モデル 

 

 

  



















π ｒ

１
－

ｒ

１

ｄｐ

Ｑ
＝

－ＳＳ

Ｓ－Ｓ

０１０

１ exp

( ) ( )
( ) ( )０１

１

ｄｐｒＱ－ｄｐｒＱ

ｄｐｒＱ－ｄｐｒＱ

ππ
ππ

×
/exp/exp
/exp/exp
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３．環境基準等 

 

(１) 「水質汚濁に係る環境基準」（昭和 46年 12月 25日 環境庁告示第 59号） 
 

１） 人の健康の保護に関する環境基準 
項  目 基 準 値 項  目 基 準 値 

カドミウム 0.003mg/L以下 1,1,2-トリクロロエタン 0.006mg/L以下 

全シアン 検出されないこと。 トリクロロエチレン 0.01mg/L以下 

鉛 0.01mg/L以下 テトラクロロエチレン 0.01mg/L以下 

六価クロム※ 0.02mg/L以下 1,3-ジクロロプロペン 0.002mg/L以下 

砒素 0.01mg/L以下 チウラム 0.006mg/L以下 

総水銀 0.0005mg/L以下 シマジン 0.003mg/L以下 

アルキル水銀 検出されないこと。 チオベンカルブ 0.02mg/L以下 

ＰＣＢ 検出されないこと。 ベンゼン 0.01mg/L以下 

ジクロロメタン 0.02mg/L以下 セレン 0.01mg/L以下 

四塩化炭素 0.002mg/L以下 硝酸性窒素及び亜硝酸性窒素 10mg/L以下 

1,2-ジクロロエタン 0.004mg/L以下 ふっ素 0.8mg/L以下 

1,1-ジクロロエチレン 0.1mg/L以下 ほう素 1mg/L以下 

シス-1,2-ジクロロエチレン 0.04mg/L以下 1,4-ジオキサン 0.05mg/L以下 

1,1,1-トリクロロエタン 1mg/L以下  

備 考 

 １ 基準値は年平均値とする。ただし、全シアンに係る基準値については、最高値とする。 

 ２ 「検出されないこと」とは、測定方法の欄に掲げる方法により測定した場合において、その結果が当該方法

の定量限界を下回ることをいう。 

 ３ 海域については、ふっ素及びほう素の基準値は適用しない。 

 ４ 硝酸性窒素及び亜硝酸性窒素の濃度は、規格 43.2.1、43.2.3、43.2.5又は 43.2.6により測定された硝酸イ

オンの濃度に換算係数 0.2259 を乗じたものと規格 43.1 により測定された亜硝酸イオンの濃度に換算係数

0.3045を乗じたものの和とする。（規格：日本工業規格 K 0102） 

 ※「水質汚濁に係る環境基準についての一部を改正する件の施行及び 地下水の水質汚濁に係る環境基準につい

ての一部を改正する件の施行について」（令和３年 10月 7日 環水大水発第 2110072 号、環水大土発第 2110072

号） 
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２）生活環境の保全に関する環境基準 

① 河川（湖沼を除く） 

ア 
 項 

 目 

 

類 

型 

利用目的の適応性 

基  準  値 

水素イオン 

濃  度 

（ ｐ Ｈ ) 

生物化学的 

酸 素 要 求 

量（ＢＯＤ） 

浮 遊 物質 

量（ＳＳ） 

溶 存 酸 素  

量（ＤＯ） 

大腸菌数 

[90%水質値] 

ＡＡ 
水道１級、自然環境保全及び

Ａ以下の欄に掲げるもの 

6.5以上 

   8.5以下 

１mg/L 
以 下 

25mg/L 
以 下 

7.5mg/L 
以 上 

20CFU/100mL 
以 下 

Ａ 
水道２級､水産１級､水浴及

びＢ以下の欄に掲げるもの 

6.5以上 

   8.5以下 

２mg/L 
以 下 

25mg/L 
以 下 

7.5mg/L 
以 上 

300CFU/100mL 
以 下 

Ｂ 
水道３級、水産２級及びＣ以

下の欄に掲げるもの 

6.5以上 

   8.5以下 

３mg/L 
以 下 

25mg/L 
以 下 

５mg/L 
以 上 

1,000CFU/100mL 
以 下 

Ｃ 
水産３級、工業用水１級及び

Ｄ以下の欄に掲げるもの 

6.5以上 

   8.5以下 

５mg/L 
以 下 

50mg/L 
以 下 

５mg/L 
以 上 

－ 

Ｄ 
工業用水２級、農業用水及び

Ｅの欄に掲げるもの 

6.0以上 

   8.5以下 

８mg/L 
以 下 

100mg/L 
以 下 

２mg/L 
以 上 

－ 

Ｅ 工業用水３級、環境保全 
6.0以上 

  8.5以下 

10mg/L 
以 下 

ごみ等の浮
遊が認めら
れないこと 

２mg/L 
以 上 

－ 

備 考 
 １ 基準値は、日間平均値とする。ただし、大腸菌数に係る基準値については、90%水質値（年間の日間平

均値の全データをその値の小さいものから順に並べた際の 0.9×ｎ番目（ｎは日間平均値のデータ数）の
データ値（0.9×ｎが整数でない場合は端数を切り上げた整数番目の値をとる。））とする(湖沼、海域もこ
れに準ずる。)。 

 ２ 農業用利水点については、水素イオン濃度 6.0 以上 7.5以下、溶存酸素量５mg/L 以上とする。 
 ３ 水道１級を利用目的としている地点（自然環境保全を利用目的としている地点を除く。）については、

大腸菌数 100CFU/100mL以下とする。 
 ４ 水産１級、水産２級及び水産３級については、当分の間、大腸菌数の項目の基準値は適用しない（湖沼、

海域もこれに準ずる。）。 
 ５ 大腸菌数に用いる単位は CFU（コロニー形成単位（Colony Forming Unit））/100mLとし、大腸菌を培地

で培養し、発育したコロニー数を数えることで算出する。 
 注)１ 自然環境保全：自然探勝等の環境保全 
  ２ 水 道 １級：ろ過等による簡易な浄水操作を行うもの 
     〃  ２級：沈殿ろ過等による通常の浄水操作を行うもの 
     〃  ３級：前処理等を伴う高度の浄水操作を行うもの 
  ３ 水 産 １級：ヤマメ、イワナ等貧腐水性水域の水産生物用並びに水産２級及び水産３級の水産生物用 
     〃  ２級：サケ科魚類及びアユ等貧腐水性水域の水産生物用及び水産３級の水産生物用 
     〃  ３級：コイ、フナ等、β－中腐水性水域の水産生物用 
  ４ 工業用水１級：沈殿等による通常の浄水操作を行うもの 
     〃  ２級：薬品注入等による高度の浄水操作を行うもの 
     〃  ３級：特殊の浄水操作を行うもの 
  ５ 環 境 保 全 ：国民の日常生活（沿岸の遊歩等を含む。）において不快感を生じない限度 
 

イ 
 項 

 目 

類 

型 

水生生物の生息状況の適応性 

基  準  値 

全 亜 鉛 ノニルフェノール ＬＡＳ※ 

生 物 Ａ 
イワナ、サケマス等比較的低温域を好む水生生

物及びこれらの餌生物が生息する水域 

0.03 mg/L 

 以下 

0.001 mg/L 

 以下 

0.03 mg/L 

 以下 

生物特Ａ 

生物Ａの水域のうち、生物Ａの欄に掲げる水生

生物の産卵場（繁殖場）又は幼稚仔の生育場とし

て特に保全が必要な水域 

0.03 mg/L 

 以下 

0.0006 mg/L 

 以下 

0.02 mg/L 

 以下 

生 物 Ｂ 
コイ、フナ等比較的高温域を好む水生生物及び

これらの餌生物が生息する水域 

0.03 mg/L 

 以下 

0.002 mg/L 

 以下 

0.05 mg/L 

 以下 

生物特Ｂ 

生物Ａ又は生物Ｂの水域のうち、生物Ｂの欄に

掲げる水生生物の産卵場（繁殖場）又は幼稚仔の

生育場として特に保全が必要な水域 

0.03 mg/L 

 以下 

0.002 mg/L 

 以下 

0.04 mg/L 

 以下 

備 考 
 １ 基準値は、年間平均値とする｡ 

  ※ 直鎖アルキルベンゼンスルホン酸及びその塩  
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② 湖沼（天然湖沼及び貯水量 1,000万ｍ３以上であり、かつ、水の滞留時間が４日以上である人工湖） 

ア 
 項 

 目 

 

類 

型 

利用目的の適応性 

基  準  値 

水素イオン 

濃  度 

（ ｐ Ｈ ) 

生物化学的 

酸 素 要 求 

量（ＢＯＤ） 

浮 遊 物質 

量（ＳＳ） 

溶 存 酸 素  

量（ＤＯ） 
大腸菌数 

ＡＡ 

水道１級、水産１級、自然環

境保全及びＡ以下の欄に掲

げるもの 

6.5以上 

   8.5以下 

１mg/L 
以 下 

１mg/L 
以 下 

7.5mg/L 
以 上 

20CFU/100mL 
以 下 

Ａ 

水道２、３級、水産２級、水

浴及びＢ以下の欄に掲げる

もの 

6.5以上 

   8.5以下 

３mg/L 
以 下 

５mg/L 
以 下 

7.5mg/L 
以 上 

300CFU/100mL 
以 下 

Ｂ 

水産３級、工業用水１級、農

業用水及びＣの欄に掲げる

もの 

6.5以上 

   8.5以下 

５mg/L 
以 下 

15mg/L 
以 下 

５mg/L 
以 上 

－ 

Ｃ 工業用水２級、環境保全 
6.0以上 

   8.5以下 

８mg/L 
以 下 

ごみ等の浮
遊が認めら
れないこと 

２mg/L 
以 上 

－ 

備 考 
 １ 水産１級、水産２級及び水産３級については、当分の間、浮遊物質量の項目の基準値は適用しない｡ 
 ２ 水道１級を利用目的としている地点（自然環境保全を利用目的としている地点を除く。）については、大

腸菌数 100CFU/100mL以下とする。 
 ３ 水道３級を利用目的としている地点（水浴又は水道２級を利用目的としている地点を除く。）については、

大腸菌数 1,000CFU/100ml以下とする。 
 ４ 大腸菌数に用いる単位は CFU（コロニー形成単位（Colony Forming Unit））/100mLとし、大腸菌を培地で

培養し、発育したコロニー数を数えることで算出する。 
  注)１ 自然環境保全：自然探勝等の環境保全 
   ２ 水 道 １級：ろ過等による簡易な浄水操作を行うもの 
      〃 ２､３級：沈殿ろ過等による通常の浄水操作､又は､前処理等を伴う高度の浄水操作を行うもの 
   ３ 水 産 １級：ヒメマス等貧栄養湖型の水域の水産生物用並びに水産２級及び水産３級の水産生物用 
      〃  ２級：サケ科魚類及びアユ等貧栄養湖型の水域の水産生物用並びに水産３級の水産生物用 
      〃  ３級：コイ､フナ等富栄養湖型の水域の水産生物用 
   ４ 工業用水１級：沈殿等による通常の浄水操作を行うもの 
      〃  ２級：薬品注入等による高度の浄水操作を行うもの 
   ５ 環 境 保 全 ：国民の日常生活（沿岸の遊歩等を含む。）において不快感を生じない限度 
 

 

イ 
 項 

 目 

類 

型 

利用目的の適応性 

基  準  値 

全窒素 全 燐 

Ⅰ 自然環境保全及びⅡ以下の欄に掲げるもの 0.1 mg/L 以下 0.005 mg/L 以下 

Ⅱ 
水道１、２、３級（特殊なものを除く。）、水産１種、水浴

及びⅢ以下の欄に掲げるもの 
0.2 mg/L 以下 0.01 mg/L 以下 

Ⅲ 水道３級（特殊なもの）及び IV以下の欄に掲げるもの 0.4 mg/L 以下 0.03 mg/L 以下 

Ⅳ 水産２種及び Vの欄に掲げるもの 0.6 mg/L 以下 0.05 mg/L 以下 

Ⅴ 水産３種、工業用水、農業用水、環境保全 １ mg/L 以下 0.1 mg/L 以下 

備 考 
 １ 基準値は、年間平均値とする｡ 
 ２ 水域類型の指定は、湖沼植物プランクトンの著しい増殖を生ずるおそれがある湖沼について行うもの

とし、全窒素の項目の基準値は、全窒素が湖沼植物プランクトンの増殖の要因となる湖沼について適用
する。 

 ３ 農業用水については､全燐の項目の基準値は適用しない｡ 
 注)１ 自然環境保全：自然探勝等の環境保全 
   ２ 水 道 １級：ろ過等による簡易な浄水操作を行うもの 
      〃  ２級：沈殿ろ過等による通常の浄水操作を行うもの 
      〃  ３級：前処理等を伴う高度の浄水操作を行うもの（｢特殊なもの｣とは､臭気物質の除去が可 
            能な特殊な浄水操作を行うものをいう｡） 
   ３ 水 産 １種：サケ科魚類及びアユ等の水産生物用並びに水産２種及び水産３種の水産生物用 
      〃  ２種：ワカサギ等の水産生物用及び水産３種の水産生物用 
      〃  ３種：コイ､フナ等の水産生物用 
   ４ 環 境 保 全 ：国民の日常生活（沿岸の遊歩等を含む。）において不快感を生じない限度 
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ウ 
 項 

 目 

類 

型 

水生生物の生息状況の適応性 

基  準  値 

全 亜 鉛 ノニルフェノール ＬＡＳ※ 

生 物 Ａ 

イワナ、サケマス等比較的低温域を

好む水生生物及びこれらの餌生物

が生息する水域 

0.03 mg/L 以下 0.001 mg/L 以下 0.03 mg/L 以下 

生物特Ａ 

生物Ａの水域のうち、生物Ａの欄に

掲げる水生生物の産卵場（繁殖場）

又は幼稚仔の生育場として特に保

全が必要な水域 

0.03 mg/L 以下 0.0006 mg/L 以下 0.02 mg/L 以下 

生 物 Ｂ 

コイ、フナ等比較的高温域を好む水

生生物及びこれらの餌生物が生息

する水域 

0.03 mg/L 以下 0.002 mg/L 以下 0.05 mg/L 以下 

生物特Ｂ 

生物Ａ又は生物Ｂの水域のうち、生

物Ｂの欄に掲げる水生生物の産卵

場（繁殖場）又は幼稚仔の生育場と

して特に保全が必要な水域 

0.03 mg/L 以下 0.002 mg/L 以下 0.04 mg/L 以下 

備 考 
 １ 基準値は、年間平均値とする｡ 

  ※ 直鎖アルキルベンゼンスルホン酸及びその塩 
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③ 海域 

ア 

項 
目 

類 
型 

利用目的の適応性 

基  準  値 

水素イオ 
ン 濃 度 
（ｐＨ） 

化学的酸 
素要求量 
（ＣＯ
Ｄ） 

溶   存 
酸 素 量 
(ＤＯ) 

大腸菌数 
n-ヘキサン 
抽出物質 
（油分等） 

Ａ 

水産１級、水浴、自然環境

保全及びＢ以下の欄に掲

げるもの 

7.8以上 

8.3以下 

２mg/L 

以 下 

7.5mg/L 

以 上 

300CFU/100mL 

以 下 
検出されないこと 

Ｂ 
水産２級、工業用水及びＣ

の欄に掲げるもの 

7.8以上 

8.3以下 

３mg/L 

以 下 

５mg/L 

以 上 
－ 検出されないこと 

Ｃ 環境保全 
7.0以上 

8.3以下 

８mg/L 

以 下 

２mg/L 

以 上 
－ － 

備 考 

 １ 自然環境保全を利用目的としている地点については、大腸菌数 20CFU/100mL以下とする。 

 ２ 大腸菌数に用いる単位は CFU（コロニー形成単位（Colony Forming Unit））100mLとし、大腸菌を培地で培

養し、発育したコロニー数を数えることで算出する。 
 注）１ 自然環境保全：自然探勝等の環境の保全 
   ２ 水 産 １級：マダイ、ブリ、ワカメ等の水産生物用及び水産２級の水産生物用 
      〃  ２級：ボラ、ノリ等の水産生物用 
   ３ 環 境 保 全 ：国民の日常生活（沿岸の遊歩等を含む。）において不快感を生じない限度 
 

イ 
 項 
 目 

類 
型 

利用目的の適応性 

基  準  値 

全窒素 全 燐 

Ⅰ 
自然環境保全及びⅡ以下の欄に掲げるもの 

（水産２種及び３種を除く。） 
0.2 mg/L 以下 0.02 mg/L 以下 

Ⅱ 
水産１種､水浴及びⅢ以下の欄に掲げるもの 

（水産２種及び３種を除く｡） 
0.3 mg/L 以下 0.03 mg/L 以下 

Ⅲ 
水産２種及びⅣの欄に掲げるもの 

（水産３種を除く。） 
0.6 mg/L 以下 0.05 mg/L 以下 

Ⅳ 水産３種、工業用水、生物生息環境保全 １ mg/L 以下 0.09 mg/L 以下 

備 考 
 １ 基準値は、年間平均値とする｡ 
 ２ 水域類型の指定は、海洋植物プランクトンの著しい増殖を生ずるおそれがある海域について行うものと

する。 
 注)１ 自然環境保全：自然探勝等の環境保全 
   ２ 水 産 １種：底生魚介類を含め多様な水産生物がバランス良く､かつ､安定して漁獲される 
      〃  ２種：一部の底生魚介類を除き､魚類を中心とした水産生物が多獲される 
      〃  ３種：汚濁に強い特定の水産生物が主に漁獲される 
   ３ 生物生息環境保全：年間を通して底生生物が生息できる限度 

 

ウ 
 項 

 目 

類 

型 

水生生物の生息状況の適応性 

基  準  値 

全 亜 鉛 ノニルフェノール ＬＡＳ※ 

生 物 Ａ 水生生物の生息する水域 0.02 mg/L 以下 0.001 mg/L 以下 0.01 mg/L 以下 

生物特Ａ 

生物Ａの水域のうち､水生生物の産

卵場（繁殖場）又は幼稚仔の生育場

として特に保全が必要な水域 

0.01 mg/L 以下 0.0007 mg/L 以下 0.006 mg/L 以下 

  ※ 直鎖アルキルベンゼンスルホン酸及びその塩 
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３）青森県における水質汚濁に係る環境基準の水域類型の指定状況 

 

(1)pH、BOD（COD）等 

水      域 該当類型 
達 成 
期 間 

備考 

新田川上流（長館橋より上流であって世増ダム貯水池に係る部分を
除いたもの） 

Ａ イ 

新井田川河口水域 

（昭和 46 年 5 月 25 日

閣議決定、令和 2年 3

月 27 日 青森県告示

第 253号） 

新田川下流（長館橋より下流） Ｂ ハ 

馬淵川上流（櫛引橋より上流） Ａ イ 

馬淵川下流（櫛引橋より下流） Ｂ ロ 

五戸川上流（戌橋より上流） Ａ イ 

五戸川下流（戌橋より下流） Ｂ イ 

相坂川上流（蔦川合流点より上流） ＡＡ イ 

相坂川中流（蔦川合流点から幸運橋まで） Ａ イ 

相坂川下流（幸運橋から下流） Ｂ イ 

十和田湖（全域） 湖沼ＡＡ イ 

世増ダム貯水池（県の区域に属する部分） 湖沼Ａ イ 

工業港（１） 海域Ｃ ロ 

工業港（２） 海域Ｃ ロ 

工業港（３） 海域Ｃ ロ 

河口海域（甲） 海域Ｂ ロ 

河口海域（乙） 海域Ｂ ロ 

河口海域（丙） 海域Ａ イ 

岩木川上流（神田橋から上流であって、津軽ダム貯水池に係る部分
を除いたもの） 

Ａ ロ 

岩木川水域 

（昭和 47 年 6 月 13 日 

青森県告示第 451号、

平成 8 年 2 月 21 日  

青森県告示第 106号、

令和 4 年 3 月 30 日青

森県告示第 199号） 

岩木川下流（神田川から下流） Ｂ ロ 

平川（全域） Ａ ロ 

浅瀬石川上流（滝ノ股川合流点から上流） ＡＡ イ 

浅瀬石川下流＊ 
（滝ノ股川合流点から下流にあって、浅瀬石川ダム貯水池に係る部
分を除いたもの） 

Ａ ロ 

浅瀬石川ダム貯水池（全域）＊ 湖沼Ａ イ 

山田川（全域） Ａ イ 

大秋川（全域） Ａ イ 

大落前川（全域） Ａ イ 

虹貝川（全域） Ａ イ 

飯詰川（全域） Ａ イ 

津軽ダム貯水池（全域） 湖沼Ａ イ 
（令和 4 年 3 月 30 日  

青森県告示第 201号） 

中村川（全域）＊ Ａ イ 

日本海岸水域 

（昭和 48 年 5 月 15 日 

青森県告示第 361号、

平成 2 年 4 月 2 日  

青森県告示第 233号） 

赤石川（全域） Ａ イ 

追良瀬川（全域）＊ Ａ イ 

吾妻川（全域） Ａ イ 

笹内川（全域） Ａ イ 

深浦港 海域Ｂ イ 

日本海岸地先海域 海域Ａ イ 

今別川（全域）＊ Ａ イ 津軽半島北側水域 

（昭和 48 年 5 月 15 日 長川（全域） Ａ イ 



- 水質 資料 13 - 

水      域 該当類型 
達 成 
期 間 

備考 

 
 
津軽半島北側海域 
 
 

海域Ａ イ 

青森県告示第 361号、

平成 2 年 4 月 2 日  

青森県告示第 233号） 

蟹田川(全域) ＊ Ａ イ 

陸奥湾西側水域 

（昭和 48 年 5 月 15 日 

青森県告示第 361号、

平成 2 年 4 月 2 日  

青森県告示第 233号、

平成 11 年 3 月 15 日 

青森県告示第 162号） 

高石川（全域） Ａ イ 

新城川（全域） Ｂ ロ 

沖館川（全域及び支川）＊ Ｃ ロ 

堤川上流（横内川合流点から上流） Ａ イ 

堤川下流（横内川合流点から下流） Ｂ ロ 

横内川上流（水源地取水口から上流） ＡＡ イ 

横内川下流（水源地取水口から下流） Ａ イ 

駒込川上流（駒込川頭首工から上流） Ａ イ 

駒込川下流（駒込川頭首工から下流） Ｂ ロ 

野内川（全域） Ａ イ 

陸奥湾（１） 海域Ｃ イ 

陸奥湾（２） 海域Ｃ イ 

陸奥湾（３） 海域Ｂ イ 

陸奥湾（４） 海域Ａ イ 

小湊川（全域） Ａ イ 

陸奥湾東側水域 

（昭和 49 年 4 月 27 日 

青森県告示第 291号、

平成 2 年 4 月 2 日  

青森県告示第 234号） 

野辺地川上流（清水目橋より上流） Ａ イ 

野辺地川下流（清水目橋より下流） Ｂ ロ 

田名部川上流（荷橋より上流） Ａ イ 

田名部川下流（荷橋より下流） Ｂ ロ 

川内川上流（湯ノ川合流点より上流） Ａ イ 

川内川下流（湯ノ川合流点より下流） Ａ ロ 

宇曽利川（全域）＊ Ａ イ 

永下川（全域）＊ Ａ イ 

小荒川上流（中荒川１号橋より上流） Ａ イ 

小荒川下流（中荒川１号橋より下流） Ｂ イ 

小湊港 海域Ｂ イ 

野辺地港 海域Ｂ イ 

大湊港（１） 海域Ｃ イ 

大湊港（２） 海域Ｂ イ 

川内港 海域Ｂ イ 

陸奥湾東側海域 海域Ａ イ 

 
（八戸市、階上村地先水域） 
蕪島北端（八戸市大字鮫町字鮫 57 番地）から方位角０度に引いた
線及び青森県と岩手県の境界である陸岸の地点（三戸郡階上村大字
道仏字廿一２番 1号）から方位角 70度 50分に引いた線内の領海 
 
 

海域Ａ イ 

南浜水域 

（昭和 51 年 2 月 3 日  

青森県告示第 83号） 

土湯川（全域） Ａ イ 東通り水域 

（昭和 55 年 3 月 25 日

青森県告示第 276号、

平成 2年 4月 2日、青

森県告示第 235号、平

成 11 年 3 月 15 日 青

森県告示第 163号） 

七戸川（七戸川全域及び支派川） Ａ イ 

砂土路川（全域）＊ Ａ イ 

姉沼川（全域） Ｂ イ 

古間木川（全域）＊ Ｂ ロ 

小川原湖（小川原湖全域及び高瀬川） 湖沼Ａ ロ 
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水      域 該当類型 
達 成 
期 間 

備考 

東通り海域 海域Ａ イ 

むつ小川原港（１） 海域Ｃ イ 

むつ小川原港（２） 海域Ｃ イ 

むつ小川原港（３） 海域Ｂ イ 

大畑川（全域） Ａ イ 下北半島北側水域 

（昭和 55 年 3 月 25 日 

青森県告示第 276号） 

下北半島北側海域 海域Ａ イ 

尻屋岬港 海域Ｂ イ 

奥戸川（全域） Ａ イ 
下北半島西側水域 

（昭和 55 年 3 月 25 日 

青森県告示第 276号） 

古佐井川（全域） Ａ イ 

下北半島西側海域 海域Ａ イ 

大間港 海域Ｂ イ 

 

(2)全窒素、全燐 

水域 該当類型 
達成 

期間 
備考 

世増ダム貯水池 (県の区域に属する部分) 湖沼 III イ 

新井田川河口水域 

（令和 2 年 3 月 27 日 

青森県告示第 254号） 

陸奥湾（焼山崎と平舘灯台を結ぶ線及び陸岸により囲まれた海域） 海域Ⅰ イ 

陸奥湾水域 

（平成 9 年 4 月 21 日 

青森県告示第 294号） 

 

注）１ 該当類型の欄中、湖沼又は海域の表示のあるものは生活環境に係る環境基準の湖沼又は海域の表の類型を、湖沼又は

海域の表示のないものは同表の河川の表の類型を示す。 

２ 達成期間の分類は、次のとおりとする。 

    （１）「イ」は、直ちに達成 

    （２）「ロ」は、5 年以内で可及的速やかに達成 

    （３）「ハ」は、5 年を超える期間で可及的速やかに達成 

   ３ 備考欄は、当該水域に係る指定水域の名称及び指定年月日等である。 

   ４ 堤川及び駒込川のｐＨに係る項目については、基準値を適用しない。 

   ５ 水域欄の＊は、平成 2 年 4 月 2 日付け青森県告示第 233～235号、平成 8 年 2 月 21日付け青森県告示第 106号、平成

11 年 3 月 15日付け青森県告示第 162、163 号により一部改正があった水域であることを示す。 

   ６ 相坂川の河川法上の名称は奥入瀬川である。 

７ 村名は、告示に記載の村名で表記。 
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(3)全亜鉛、ノニルフェノール、LAS 

水 域 該当類型 
達 成 
期 間 

備考 

新井田川（世増ダム貯水池に係る部分を除いたもの） 生物Ａ イ 

新井田川河口域 

(平成 27年 11 月 13日 

青森県告示第 791号) 

馬淵川（青森・岩手県境より下流） 生物Ａ イ 

五戸川（全域） 生物Ａ イ 

奥入瀬川（全域） 生物Ａ イ 

十和田湖 (全域) 湖沼生物Ａ イ 
(平成 30年 2 月 9日 

青森県告示第 84号) 

世増ダム貯水池 (県の区域に属する部分) 湖沼生物Ａ イ 
(令和 2年 3月 27日 

青森県告示第 255号) 

岩木川（津軽ダム貯水池に係る部分を除いたもの） 生物Ａ イ 

岩木川水域 

(平成 27年 11 月 13日 

青森県告示第 791号、

令和 4年 3月 30日青

森県告示第 200号) 

平川（全域） 生物Ａ イ 

浅瀬石川（浅瀬石川ダム貯水池に係る部分を除いたもの） 生物Ａ イ 

山田川（全域） 生物Ａ イ 

大秋川（全域） 生物Ａ イ 

大落前川（全域） 生物Ａ イ 

虹貝川（全域） 生物Ａ イ 

飯詰川（全域） 生物Ａ イ 

浅瀬石川ダム貯水池(全域) 湖沼生物Ａ イ 
(平成 29年 1 月 25日 
青森県告示第 41号) 

津軽ダム貯水池(全域) 湖沼生物Ａ イ 
(令和 4年 3月 30日 
青森県告示第 202号) 

中村川（全域） 生物Ａ イ 

日本海岸水域 

(平成 27年 11 月 13日 

青森県告示第 791号) 

赤石川（全域） 生物Ａ イ 

追良瀬川（全域） 生物Ａ イ 

吾妻川（全域） 生物特Ａ イ 

笹内川（全域） 生物Ａ イ 

今別川（全域） 生物Ａ イ 津軽半島北側水域 
(平成 27年 11 月 13日 
青森県告示第 791号) 長川（全域） 生物Ａ イ 

蟹田川（全域） 生物Ａ イ 陸奥湾西側水域 
(平成 27年 11 月 13日 
青森県告示第 791号) 高石川（全域） 生物Ａ イ 

新城川（全域） 生物Ａ イ 

(平成 29年 1 月 25日 

青森県告示第 40号) 

沖館川（全域及び支川） 生物Ａ イ 

堤川下流（横内川合流点から下流） 生物Ｂ イ 

横内川（全域） 生物Ａ イ 

野内川（全域） 生物Ａ イ 

小湊川（全域） 生物Ａ イ 

陸奥湾東側水域 

（平成 29年 1 月 25日 

青森県告示第 40号） 

野辺地川(全域) 生物Ａ イ 

田名部川(全域) 生物Ａ イ 

川内川（全域） 生物特Ａ イ 

宇曽利川（全域） 生物Ａ イ 

永下川（全域） 生物Ａ イ 

小荒川（全域） 生物Ａ イ 

土場川(全域) 生物Ｂ イ 

東通り水域 
（平成 29年 1 月 25日 

青森県告示第 40号） 

七戸川(七戸川全域及び支派川) 生物Ａ イ 

砂土路川(全域) 生物Ａ イ 

姉沼川(全域) 生物Ａ イ 

古間木川(全域) 生物Ｂ イ 

小川原湖(小川原湖全域及び高瀬川) 湖沼生物Ａ イ 
（平成 29年 1 月 25日 
青森県告示第 41号） 
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水 域 該当類型 
達 成 
期 間 

備考 

大畑川(全域) 生物特Ａ イ 

下北半島北側水域 

（平成 29年 1 月 25日 

青森県告示第 40号） 

奥戸川(全域) 生物Ａ イ 下北半島西側水域 

（平成 29年 1 月 25日 

青森県告示第 40号） 古佐井川(全域) 生物Ａ イ 

備考 「該当類型」とは、水質汚濁に係る環境基準について（昭和 46年 12 月 28 日 環境庁告示第 59号）別表第 2 の 1 の(1)

のイの表に掲げる類型をいう。 
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水質調査対象水域 
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４）要監視項目 

「水質汚濁に係る環境基準についての一部を改正する件及び地下水の水質汚濁に係る環境基準につ

いての一部を改正する件の施行等について（通知）」（平成 21年 11月 30日年環水大水発第 091130004

号、環水大土発第 091130005号） 
 

項    目 指 針 値 項    目 指 針 値 

クロロホルム 
トランス-1,2-ジクロロエチレン 

1,2-ジクロロプロペン 

ｐ-ジクロロベンゼン 

イソキサチオン 

ダイアジノン 

フェニトロチオン（ＭＥＰ） 

イソプロチオラン 

オキシン銅（有機銅） 

クロロタロニル（ＴＰＮ） 

プロピザミド 

ＥＰＮ 

ジクロルボス（ＤＤＤＰ） 

フェノブカルブ（ＢＰＭＣ） 

0.06 ㎎/L以下 

0.04 ㎎/L以下 

0.06 mg/L以下 

0.2  ㎎/L以下 

0.008 ㎎/L以下 

0.005 ㎎/L以下 

0.003 ㎎/L以下 

0.04 ㎎/L以下 

0.04 ㎎/L以下 

0.05  ㎎/L以下 

0.008 ㎎/L以下 

0.006 ㎎/L以下 

0.008 ㎎/L以下 

0.03  ㎎/L以下 

イプロベンホス（ＩＢＰ） 

クロルニトロフェン（ＣＮＰ） 

トルエン 

キシレン 

フタル酸ジエチルヘキシル 

ニッケル 

モリブデン 

アンチモン 

塩化ビニルモノマー 

エピクロロヒドリン 

全マンガン 

ウラン 

ペルフルオロオクタンスルホ

ン酸（PFOS）及びペルフルオ

ロオクタン酸（PFOA） 

0.008 ㎎/L以下 

－ 

0.6   ㎎/L以下 

0.4   ㎎/L以下 

0.06  ㎎/L以下 

－ 

0.07  ㎎/L以下 

0.02  ㎎/L以下 

0.002 ㎎/L以下 

0.0004㎎/L以下 

0.2   ㎎/L以下 

0.002 ㎎/L以下 

0.00005mg/L 以下

（暫定） 

※水質汚濁に係る人の健康の保護に関する環境基準等の施行等について（通知）（環水大水発第 

2005281 号 環水大土発第 2005282 号） 
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(２) 「ダイオキシン類による大気の汚染、水質の汚濁（水底の底質の汚染を含む。）及び土壌の汚染に

係る環境基準について」（平成 11年 12月 27日 環境庁告示第 68号） 
媒 体 環境上の条件 

水質（水底の底質を

除く。） 

年間平均値が 1pg-TEQ/L以下であること。 

備 考 

 １ 水質の汚濁（水底の底質の汚染を除く。）に係る環境基準は、公共用水域及び地下水について適用する。 

 ２ 基準値は、2,3,7,8－四塩化ジベンゾ-パラ-ジオキシンの毒性に換算した値とする。 

 

 

(３) 水質汚濁防止法における排水基準 

① 有害物質（「排水基準を定める省令」（昭和 46年６月 21日 総理府令第 35号）別表第１） 
項  目 許容限度 

カドミウム及びその化合物 カドミウム 0.03 mg/L 

シアン化合物 シアン 1 mg/L 
有機燐化合物 
（パラチオン、メチルパラチオン、メチルジメトン及びＥＰＮに限る） 

 1 mg/L 

鉛及びその化合物 鉛 0.1 mg/L 

六価クロム化合物 六価クロム 0.5 mg/L 

砒素及びその化合物 砒素 0.1 mg/L 

水銀及びアルキル水銀その他の水銀化合物 水銀 0.005 mg/L 

アルキル水銀化合物 検出されないこと。 

ＰＣＢ  0.003 mg/L 

トリクロロエチレン  0.1 mg/L 

テトラクロロエチレン  0.1 mg/L 

ジクロロメタン  0.2 mg/L 

四塩化炭素  0.02 mg/L 

1,2-ジクロロエタン  0.04 mg/L 

1,1-ジクロロエチレン  1 mg/L 

シス-1,2-ジクロロエチレン  0.4 mg/L 

1,1,1-トリクロロエタン  3 mg/L 

1,1,2-トリクロロエタン  0.06 mg/L 

1,3-ジクロロプロペン  0.02 mg/L 

チウラム  0.06 mg/L 

シマジン  0.03 mg/L 

チオベンカルブ  0.2 mg/L 

ベンゼン  0.1 mg/L 

セレン及びその化合物 セレン 0.1 mg/L 

ほう素及びその化合物 

海域以外に排出する場合 

ほう素 
10 mg/L 

海域に排出する場合 

ほう素 
230 mg/L 

ふっ素及びその化合物 

海域以外に排出する場合 

ふっ素 
8 mg/L 

海域に排出する場合 

ふっ素 
15 mg/L 

アンモニア、アンモニウム化合物、亜硝酸化合物及び硝酸化

合物 

アンモニア性窒素に 0.4 を
乗じたもの、亜硝酸性窒素及
び硝酸性窒素の合計量： 

100 mg/L 

1,4-ジオキサン  0.5 mg/L 

備 考 

 １ 「検出されないこと。」とは、第２条の規定に基づき、環境大臣が定める方法により排出水の汚染状態

を検定した場合において、その結果が当該検定方法の定量限界の下回ることをいう。 

 ２ 砒素及びその化合物についての排水基準は、水質汚濁防止法施行令及び廃棄物の処理及び清掃に関する

法律施行令の一部を改正する政令（昭和 49年政令第 363 号）の施行の際現にゆう出している温泉（温泉法

（昭和 23年法律第 125号）第２条第１項に規定するものをいう。以下同じ）を利用する旅館業に関する事

業場に係る排出水については、当分の間、適用しない。 
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② 生活環境項目（「排水基準を定める省令」（昭和 46年６月 21日 総理府令第 35号）別表第２） 
項  目 許容限度 

水素イオン濃度（pH） 5.8以上 8.6以下(ただし海域は 5.0～9.0) 

生物化学的酸素要求量（ＢＯＤ） 160 mg/L （日間平均 120mg/L） 

化学的酸素要求量（ＣＯＤ） 160 mg/L （日間平均 120mg/L） 

浮遊物質量 200 mg/L （日間平均 150mg/L） 

ノルマルヘキサン抽出物質含有量（鉱油類含有量） 5 mg/L  

ノルマルヘキサン抽出物質含有量（動植物油脂類含有量） 30 mg/L  

フェノール類含有量 5 mg/L  

銅含有量 3 mg/L  

亜鉛含有量 2 mg/L  

溶解性鉄含有量 10 mg/L  

溶解性マンガン含有量 10 mg/L  

クロム含有量 2 mg/L  

大腸菌群数 日間平均 3,000個/cm3 

窒素含有量 120 mg/L （日間平均 60 mg/L） 

燐含有量 16 mg/L （日間平均 8 mg/L） 

備 考 

１ 「日間平均」による許容限度は、１日の排出水の平均的な汚染状態について定めたものである。 

２ この表に揚げる排水基準は、１日当たりの平均的な排出水の量が 50ｍ3以上である工場又は事業所

に係る排出水について適用する。 

３ 水素イオン濃度及び溶解性鉄含有量についての排水基準は、硫黄鉱業（硫黄と共存する硫化鉄鉱を

掘採する鉱業を含む）に属する工場または、事業場に係る排出水については適用しない。 

４ 水素イオン濃度、銅含有量、亜鉛含有量、溶解性鉄含有量、溶解性マンガン含有量及びクロム含有

量についての排水基準は、水質汚濁防止法施行令及び廃棄物の処理及び清掃に関する法律施行令の

一部を改正する政令の施行の際現にゆう出している温泉を利用する旅館業に属する事業場に係る排

出水については、当分の間、適用しない。 

５ 生物化学的酸素要求量についての排水基準は、海域及び湖沼以外の公共用水域に排出される排出

水に限って適用し、化学的酸素要求量についての排水基準は、海域及び湖沼に排出される排出水に限

って適用する。 

６ 窒素含有量についての排水基準は、窒素が湖沼植物プランクトンの著しい増殖をもたらすおそれ

がある海域（湖沼であって水の塩素イオン含有量が 1 リットルにつき、9,000ミリグラムを超えるも

のを含む。以下同じ）として環境大臣が定める海域及びこれらに流入する公共用水域に排出される排

出水に限って適用する。 

７ 燐含有量についての排水基準は、燐が湖沼植物プランクトンの著しい増殖をもたらすおそれがあ

る湖沼として、環境大臣が定める湖沼、海洋植物プランクトンの著しい増殖をもたらすおそれがある

海域として、環境大臣が定める海域及びこれらに流入する公共用水域に排出される排出水に限って

適用する。 
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(４) 上乗せ基準（「水質汚濁防止法第３条第３項の規定に基づく排水基準を定める条例」（昭和 48 年

３月 30日 青森県条例第３号）） 

 

工場又は事業場の区分 

許 容 限 度 

生物化学的

酸素要求量 

（ＢＯＤ） 

（mg/L） 

化学的酸素

要求量 

（ＣＯＤ） 

（mg/L） 

浮遊物質量 

（ＳＳ） 

（mg/L） 

ノルマルヘキ

サン抽出物質

含有量（動植

物油脂類含有

量） 

（mg/L） 

フエノール

類含有量 

（mg/L） 

大腸菌群数 

（個/cm3） 

豚房施設に係るもの 160（120） 160（120） 200（150）   （3,000） 

食料品製

造業に係

る も の

（１） 

冷凍すり身製造業

及び生すり身製造

業に係るもの 

130（100） 100（80） 150（120） 20   

蒸留酒・混成酒製造

業、魚粉飼料製造業

（フィッシュソリ

ュブル製造業を含

む）及び有機質肥料

製造業に係るもの 

130（100） 100（80） 150（120）    

その他のもの 130（100） 100（80） 150（120） 10   

食料品製造業に係るもの（２） 30（20）  40（30） 10   

パルプ製造業に係るもの 140（110） 140（110） 80（60）    

紙製造業及び紙加工品製造業に

係るもの 
40（30） 40（30） 40（30）    

化学肥料製造業に係るもの 30（20） 30（20） 60（50）    

鉄鋼業、非鉄金属製造業及び金属

製品製造業に係るもの 
30（20） 30（20） 40（30）    

ガス供給業に係るもの 30（20） 30（20）   1  

旅館業に係るもの（十和田湖及び

これに流入する公共用水域に水

を排出するものに限る） 

60（50） 50（40） 40（30） 10 1  

と畜業に係るもの 80（60） 50（40） 60（50）    

し尿処理施設に係るもの 40（30） 40（30） 80（60）    

下水道終末処理施設に係るもの 30（20） 30（20） 80（60） 10 1  

その他のもの（畜房施設に係るも

の、旅館業に係るもの及び工場又

は事業場に係る汚水等を処理す

るものを除く。） 

60（50） 60（50） 80（60） 10 1  

① この表の（  ）内の数値に係る許容限度は、１日に排出される水の平均的な汚染状態について定めたものである。 

② 食料品製造業に係るもの(2)は、新井田川の長館橋より下流及びこれに流入する公共用水域（八戸市の区域に限る。）に水

を排出する工場･事業場（昭和 52年 1 月 12日現在、現に特定施設を設置しているもの、及び当該設置の工事に着手している

ものを除く。）から公共用水域へ排出される水について適用する。 

③ 食料品製造業に係るもの(1)は、この上乗せ基準が適用される公共用水域のうち、食料品製造業に係るもの(2)に係る公共用

水域を除く公共用水域へ排出される水について適用する。 

④ 上乗せ排水基準は、1 日当たりの平均的な排出水の量が 50 ㎥以上のものについて適用する。ただし、豚房施設について

は、1 日当たりの平均的な排出水の量が 50 ㎥未満のものについて適用する。 

⑤ ＢＯＤは、海域及び湖沼以外の公共用水域へ排出される水に限って適用する。ＣＯＤは、海域及び湖沼に排出される水に限

って適用する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

上乗せ基準設定水域図  
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(５) 窒素・燐規制対象湖沼及び海域 

  

① 湖沼（「排水基準を定める総理府令別表第２の備考６及び７の規定に基づく窒素含有量又は燐含

有量についての排水基準に係る湖沼」（昭和 60年５月 30日 環境庁告示第 27号）） 

 

第１ 窒素含有量についての排水基準に係る湖沼（窒素に係る特定湖沼） 

  浅瀬石川ダム貯水池(虹の湖)（黒石市及び南津軽郡平賀町）、飯詰ダム貯水池(不動湖)（五所

川原市）、姉沼（上北郡上北町）、田光沼（西津軽郡車力村）、市柳沼（上北郡六ケ所村）、内沼（上

北郡六ケ所村）、田面木沼（上北郡六ケ所村） 

 

  第２ 燐含有量についての排水基準に係る湖沼（燐に係る特定湖沼） 

   上堤二号ため池（青森市）、大堤（青森市）、下湯ダム貯水池(平成湖)（青森市）、鬼楢ダム貯

水池（弘前市）、砂沢上ため池（弘前市）、二庄内ダム貯水池(華の湖)（黒石市）、浅瀬石川ダム

貯水池(虹の湖))（黒石市及び南津軽郡平賀町）、飯詰ダム貯水池(不動湖)（五所川原市）、境ノ

沢ため池（五所川原市）、長橋ため池（五所川原市）、二ノ沢ため池（五所川原市及び北津軽郡

金木町）、一里小屋ため池（むつ市）、宇曽利山湖（むつ市）、早掛沼（むつ市及び下北郡東通村）、

長科下ため池（東津軽郡蓬田村）、大ため池（西津軽郡木造町）、大堤（西津軽郡木造町）、冷水

沼（西津軽郡木造町）、平滝沼（西津軽郡木造町）堀切ため池（西津軽郡木造町）、新小戸六ダム

貯水池（西津軽郡森田村）、六沢ため池（西津軽郡森田村）、切明沼（西津軽郡岩崎村）、牛潟大

ため池（西津軽郡車力村）、田光沼（西津軽郡車力村）、袴形池（西津軽郡車力村）、目屋ダム貯

水池(美山湖)（中津軽郡西目屋村）、早瀬野ダム貯水池（南津軽郡大鰐町）、熊沢ため池（南津

軽郡浪岡町）、浪岡ダム貯水池（南津軽郡浪岡町）、吉野田新ため池（南津軽郡浪岡町）、遠部ダ

ム貯水池（南津軽郡碇ケ関村）、久吉ダム貯水池(面影湖)（南津軽郡碇ケ関村）、小田川ダム貯

水池（北津軽郡金木町）、清久ため池（北津軽郡金木町）、藤枝ため池（北津軽郡金木町）、大沢

内ため池（北津軽郡中里町）、湯ノ沢ため池（北津軽郡中里町）、廻堰大ため池（北津軽郡鶴田

町）、大沼ため池（北津軽郡市浦村）、小泊ダム貯水池(遊仙湖)（北津軽郡小泊村）、十和田湖（上

北郡十和田湖町及び秋田県鹿角郡小坂町）、姉沼（上北郡上北町）、上野堤（上北郡上北町）、小

川原湖（上北郡上北町）、天間ダム貯水池（上北郡天間林村）間木堤（上北郡下田町）、市柳沼

（上北郡六ケ所村）、内沼（上北郡六ケ所村）、田面木沼（上北郡六ケ所村）、川内ダム貯水池(か

わうち湖)（下北郡川内町及び同郡佐井村）、大沼（下北郡東通村） 

 

② 海域（「排水基準を定める総理府令別表第２の備考６及び７の規定に基づく窒素含有量又は燐含

有量についての排水基準に係る海域」（平成５年８月 27日 環境庁告示第 67号）） 

 

  第１ 窒素含有量についての排水基準に係る海域（窒素に係る特定海域） 

陸奥湾  青森県下北郡佐井村焼山埼と東津軽郡平舘村平舘灯台を結ぶ線及び陸岸により囲

まれた海域 

 

第２ 燐含有量についての排水基準に係る海域（燐に係る特定海域） 

第１に掲げる海域 

 

（注）海域の範囲は、告示に記載の村名で表記。 
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(６) 水道法に基づく水道水質基準 

   

① 水道水質基準項目（水質基準に関する省令（平成 15年 5月 30日 厚生労働省令第 101号）） 

項目名 基準値 項目名 基準値 

一般細菌 100個/mL以下 

総トリハロメタン（クロロホルム、ジ
ブロモクロロメタン、ブロモジクロロ
メタン及びブロモホルムのそれぞれの
濃度の総和） 

0.1mg/L以下 

大腸菌 検出されないこと トリクロロ酢酸 0.03mg/L以下 

カドミウム及びその化合物 0.003 mg/L以下 ブロモジクロロメタン 0.03mg/L以下 

水銀及びその化合物 0.0005 mg/L以下 ブロモホルム 0.09mg/L以下 

セレン及びその化合物 0.01mg/L以下 ホルムアルデヒド 0.08mg/L以下 

鉛及びその化合物 0.01mg/L以下 亜鉛及びその化合物 1.0mg/L以下 

ヒ素及びその化合物 0.01mg/L以下 アルミニウム及びその化合物 0.2mg/L以下 

六価クロム化合物 0.02mg/L以下 鉄及びその化合物 0.3mg/L以下 

亜硝酸態窒素 0.04mg/L以下 銅及びその化合物 1.0mg/L以下 

シアン化物イオン及び塩化シアン 0.01mg/L以下 ナトリウム及びその化合物 200mg/L以下 

硝酸態窒素及び亜硝酸態窒素 10mg/L以下 マンガン及びその化合物 0.05mg/L以下 

フッ素及びその化合物 0.8mg/L以下 塩化物イオン 200mg/L以下 

ホウ素及びその化合物 1.0mg/L以下 カルシウム、マグネシウム等（硬度） 300mg/L以下 

四塩化炭素 0.002mg/L以下 蒸発残留物 500mg/L以下 

1,4-ジオキサン 0.05mg/L以下 陰イオン界面活性剤 0.2mg/L以下 

シス-1,2-ジクロロエチレン及びト

ランス-1,2-ジクロロエチレン 
0.04mg/L以下 

(4S,4aS,8aR)-オクタヒドロ-4,8a-ジメ
チルナフタレン-4a(2H)-オール(別名
ジェオスミン) 

0.00001mg/L以下 

ジクロロメタン 0.02mg/L以下 
1,2,7,7-テトラメチルビシクロ[2,2,1]
ヘプタン-2-オール(別名 2―メチル
イソボルネオール) 

0.00001mg/L以下 

テトラクロロエチレン 0.01mg/L以下 非イオン界面活性剤 0.02mg/L以下 

トリクロロエチレン 0.01mg/L以下 フェノール類 0.005mg/L以下 

ベンゼン 0.01mg/L以下 有機物（全有機炭素(TOC)の量） 3mg/L以下 

塩素酸 0.6mg/L以下 pH値 5.8以上 8.6以下 

クロロ酢酸 0.02mg/L以下 味 異常でないこと 

クロロホルム 0.06mg/L以下 臭気 異常でないこと 

ジクロロ酢酸 0.03mg/L以下 色度 5度以下 

ジブロモクロロメタン 0.1mg/L以下 濁度 2度以下 

臭素酸 0.01mg/L以下 

※水質基準に関する省令の一部改正等について（施行通知）（生食発 0330 第１号 令和２年３月 30 日） 
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② 水質管理目標設定項目（「水道水質に関する省令の制度及び水道法施行規則の一部改正等につい

て」（平成 15年 10月 10日健発第 1010004号）） 

 

（水質管理目標設定項目） 
項 目 目標値 

アンチモン及びその化合物 アンチモンの量に関して、0.02mg/L以下 

ウラン及びその化合物 ウランの量に関して、0.002mg/L以下(暫定) 

ニッケル及びその化合物 ニッケルの量に関して、0.02mg/Ｌ以下 

1,2-ジクロロエタン 0.004mg/L以下 

トルエン 0.4mg/L以下 

フタル酸ジ(2-エチルヘキシル) 0.08mg/L以下 

亜塩素酸 0.6mg/L以下 

二酸化塩素 0.6mg/L以下 

ジクロロアセトニトリル 0.01mg/L以下(暫定) 

抱水クロラール 0.02mg/L以下(暫定) 

農薬類注） 検出値と目標値の比の和として、１以下 

残留塩素 1mg/L以下 

カルシウム、マグネシウム等（硬度） 10mg/L以上 100mg/L以下 

マンガン及びその化合物 マンガンの量に関して、0.01mg/L以下 

遊離炭酸 20mg/L以下 

1,1,1-トリクロロエタン 0.3mg/L以下 

メチル-t-ブチルエーテル 0.02mg/L以下 

有機物等（過マンガン酸カリウム消費量） 3mg/L以下 

臭気強度（ＴＯＮ） 3以下 

蒸発残留物 30mg/L以上 200mg/L以下 

濁度 1度以下 

pH値 7.5程度 

腐食性（ランゲリア指数） -1程度以上とし、極力０に近づける 

従属栄養細菌 1mLの検水で形成される集落数が 2,000以下(暫定) 

1,1-ジクロロエチレン 0.1mg/L以下 

アルミニウム及びその化合物 アルミニウムの量に関して、0.1mg/L以下 

ペルフルオロオクタンスルホン酸（PFOS）及びペルフ

ルオロオクタン酸（PFOA） 

ペルフルオロオクタンスルホン酸（PFOS）及びペルフル

オロオクタン酸（PFOA）の量の和として 0.00005mg/L以

下（暫定） 

※水質基準に関する省令の一部改正等について（施行通知）（生食発 0330 第１号 令和２年３月 30 日） 

 
(注)農薬類（水質管理目標設定項目）の対象農薬リスト 

項 目 目標値 (mg/L) 項 目 目標値 (mg/L) 

1,3-ジクロロプロペン(D-D) 注 1) 0.05  チオジカルブ  0.08  

2,2-ＤＰＡ(ダラポン)  0.08  チオファネートメチル  0.3  

2,4-Ｄ(2,4-ＰＡ)  0.02  チオベンカルブ  0.02  

ＥＰＮ 注 2) 0.004  テフリルトリオン 0.002 

ＭＣＰＡ  0.005  テルブカルブ(ＭＢＰＭＣ)  0.02  

アシュラム  0.9  トリクロピル  0.006  

アセフェート  0.006  トリクロルホン(ＤＥＰ)  0.005  

アトラジン  0.01  トリシクラゾール  0.1  

アニロホス  0.003  トリフルラリン  0.06  

アミトラズ  0.006  ナプロパミド  0.03  

アラクロール  0.03  パラコート  0.005  

イソキサチオン 注 2) 0.005  ピペロホス  0.0009  

イソフェンホス 注 2) 0.001  ピラクロニル  0.01  

イソプロカルブ(ＭＩＰＣ) 0.01  ピラゾキシフェン  0.004  

イソプロチオラン(ＩＰＴ) 0.3  ピラゾリネート(ピラゾレート) 0.02  

イプフェンカルバゾン 0.002 ピリダフェンチオン  0.002  

イプロベンホス(ＩＢＰ) 0.09  ピリブチカルブ  0.02  

イミノクタジン  0.006  ピロキロン 0.05  

インダノファン  0.009  フィプロニル  0.0005  

エスプロカルブ  0.03  フェニトロチオン(ＭＥＰ) 注 2)  0.01  

エトフェンプロックス  0.08  フェノブカルブ(ＢＰＭＣ)  0.03  
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項 目 目標値 (mg/L) 項 目 目標値 (mg/L) 

エンドスルファン(ベンゾエピン) 注 3)  0.01  フェリムゾン  0.05  

オキサジクロメホン  0.02  フェンチオン(ＭＰＰ) 注 10)  0.006  

オキシン銅(有機銅)  0.03  フェントエート(ＰＡＰ)  0.007  

オリサストロビン注 4) 0.1  フェントラザミド  0.01  

カズサホス  0.0006  フサライド  0.1  

カフェンストロール  0.008  ブタクロール  0.03  

カルタップ 注 5)  0.08  ブタミホス 注 2)  0.02  

カルバリル(ＮＡＣ)  0.02  ブプロフェジン  0.02  

カルボフラン  0.0003  フルアジナム  0.03  

キノクラミン(ＡＣＮ)  0.005  プレチラクロール  0.05  

キャプタン  0.3  プロシミドン  0.09  

クミルロン  0.03  プロチオホス注 2) 0.007  

グリホサート 注 6)  2  プロピコナゾール  0.05  

グルホシネート  0.02  プロピザミド  0.05  

クロメプロップ  0.02  プロベナゾール  0.03  

クロルニトロフェン(ＣＮＰ) 注 7)  0.0001  ブロモブチド  0.1  

クロルピリホス 注 2)  0.003  ベノミル 注 11)  0.02  

クロロタロニル(ＴＰＮ)  0.05  ペンシクロン  0.1  

シアナジン  0.001  ベンゾビシクロン  0.09  

シアノホス(ＣＹＡＰ)  0.003  ベンゾフェナップ  0.005  

ジウロン(ＤＣＭＵ)  0.02  ベンタゾン  0.2  

ジクロベニル(ＤＢＮ)  0.03  ペンディメタリン  0.3  

ジクロルボス(ＤＤＶＰ)  0.008  ベンフラカルブ  0.02  

ジクワット  0.01  ベンフルラリン(ベスロジン)  0.01  

ジスルホトン(エチルチオメトン)  0.004  ベンフレセート  0.07 

ジチオカルバメート系農薬 注 8)  
0.005 
(二硫化炭素として) 

ホスチアゼート  0.005 

ジチオピル  0.009  マラチオン(マラソン) 注 2)  0.7  

シハロホップブチル  0.006  メコプロップ(ＭＣＰＰ)  0.05  

シマジン(ＣＡＴ)  0.003  メソミル  0.03  

ジメタメトリン  0.02  メタラキシル  0.2  

ジメトエート  0.05  メチダチオン(ＤＭＴＰ) 注 2) 0.004  

シメトリン  0.03  メトミノストロビン  0.04  

ダイアジノン 注 2)  0.003  メトリブジン  0.03  

ダイムロン  0.8  メフェナセット  0.02  

ダゾメット、メタム（カーバム） 

及びメチルイソチオシアネート 注 9)  

0.01（メチルイ

ソチオシアネー

トとして） 

メプロニル  0.1  

チアジニル  0.1  モリネート  0.005  

チウラム  0.02  （空白） （空白） 
注 1) 1,3-ジクロロプロペン(D-D)の濃度は、異性体であるシス-1,3-ジクロロプロペン及びトランス-1,3-ジクロロプロペン

の濃度を合計して算出すること。 
2) 有機リン系農薬のうち、EPN、イソキサチオン、イソフェンホス、クロルピリホス、ダイアジノン、フェニトロチオン

(ＭＥＰ)、ブタミホス及びマラチオン(マラソン)及びメチダチオン（DMTP）の濃度については、それぞれのオキソン体
の濃度も測定し、それぞれの原体の濃度と、そのオキソン体それぞれの濃度を原体に換算した濃度を合計して算出する
こと。 

3) エンドスルファン(ベンゾエピン)の濃度は、異性体であるα-エンドスルファン及びβ-エンドスルファンに加えて、
代謝物であるエンドスルフェート(ベンゾエピンスルフェート)も測定し、α-エンドスルファン及びβ-エンドスルファ
ンの濃度とエンドスルフェート(ベンゾエピンスルフェート)の濃度を原体に換算した濃度を合計して算出すること。 

4) オリサストロビンの濃度は、代謝物である（5Z）-オリサストロビンの濃度を測定し、原体の濃度と、その代謝物の濃
度を原体に換算した濃度を合計して算出すること。 

5) カルタップの濃度は、ネライストキシンとして測定し、カルタップに換算して算出すること。 
6) グリホサ-トの濃度は、代謝物であるアミノメチルリン酸(AMPA)も測定し、原体の濃度とアミノメチルリン酸(AMPA)の

濃度を原体に換算した濃度を合計して算出すること。 
7) クロルニトロフェン(CNP)の濃度は、アミノ体の濃度も測定し、原体の濃度とアミノ体の濃度を原体に換算した濃度を

合計して算出すること。 
8) ジチオカルバメ-ト系農薬の濃度は、ジネブ、ジラム、チウラム、プロピネブ、ポリカーバメート、マンゼブ(マンコ

ゼブ)及びマンネブの濃度を二硫化炭素に換算して合計して算出すること。 
9) ダゾメット及びメタム(カーバム)及びメチルイソシアネートの濃度は、メチルイソチオシアネート(MITC)として測定

すること。 
10) フェンチオン(MPP)の濃度は、酸化物である MPP スルホキシド、MPPスルホン、MPPオキソン、MPPオキソンスルホキ

シド及び MPPオキソンスルホンの濃度も測定し、フェンチオン(MPP)の原体の濃度と、その酸化物それぞれの濃度を原体
に換算した濃度を合計して算出すること。 

11) ベノミルの濃度は、メチル-2-ベンツイミダゾールカルバメート(MBC)として測定し、ベノミルに換算して算出するこ
と。  
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（要検討項目） 

項 目 目標値（mg/L） 項 目 目標値（mg/L） 

銀及びその化合物   - フタル酸ブチルベンジル  0.5（暫定） 

バリウム及びその化合物   0.7 ミクロキスチン-ＬＲ  0.0008（暫定） 

ビスマス及びその化合物   - 有機すず化合物  0.0006 （ 暫 定 ）

(TBTO) 

モリブデン及びその化合物   0.07 ブロモクロロ酢酸  - 

アクリルアミド  0.0005 ブロモジクロロ酢酸  - 

アクリル酸  - ジブロモクロロ酢酸  - 

17-β-エストラジオール  0.00008（暫定） ブロモ酢酸  - 

エチニル-エストラジオール  0.00002（暫定） ジブロモ酢酸  - 

エチレンジアミン四酢酸（ＥＤＴ

Ａ） 

 0.5 トリブロモ酢酸  - 

エピクロロヒドリン  0.0004（暫定） トリクロロアセトニトリル  - 

塩化ビニル  0.002 ブロモクロロアセトニトリル  - 

酢酸ビニル  - ジブロモアセトニトリル  0.06 

2,4-トルエンジアミン  - アセトアルデヒド  - 

2,6-トルエンジアミン  - ＭＸ  0.001 

N,N-ジメチルアニリン  - キシレン  0.4 

スチレン  0.02 過塩素酸   0.025 

ダイオキシン類  1pgTEQ/L（暫定） N-ニトロソジメチルアミン 

（ＮＤＭＡ） 
 0.0001 

トリエチレンテトラミン  - アニリン  0.02 

ノニルフェノール  0.3（暫定） キノリン  0.0001 

ビスフェノールＡ  0.1（暫定） 1,2,3-トリクロロベンゼン  0.02 

ヒドラジン  - ニトリロ三酢酸（ＮＴＡ）  0.2 

1,2-ブタジエン  - ペルフルオロヘキサンスルホ

ン酸（PFHXS） 

- 

1,3-ブタジエン  - （空白） （空白） 

フタル酸ジ（n-ブチル）  0.01 （空白） （空白） 
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(７) 水産用水基準（(社)日本水産資源保護協会、2013年） 

項 目 
基準値 

河 川 湖 沼 海域 

有機物 

（ＢＯＤ） 

・自然繁殖条件：3 以下 

（サケ・マス・アユ：2 以下） 

・生育の条件 ：5 以下 

（サケ・マス・アユ：3 以下） 

－ － 

有機物 

（ＣＯＤ） 
－ 

・自然繁殖条件：4 以下 

（サケ・マス・アユ：2 以下） 

・生育の条件 ：5 以下 

（サケ・マス・アユ：3 以下） 

・一般海域：1以下 

・ノリ養殖場や閉鎖性内湾

の沿岸域：2以下 

全窒素 

－ 

・コイ・フナ：0.1 以下 

・ワ カ サ ギ：0.6 以下 

・サケ・アユ：0.2 以下 

環境基準における 

・水産 1 種：0.3 以下 

・水産 2 種：0.6 以下 

・水産 3 種：1.0 以下 

・ノリ養殖の最低必要栄養塩

濃度：0.07～0.1(無機態窒

素) 

全リン 

－ 

・コイ・フナ：0.1 以下 

・ワ カ サ ギ：0.05 以下 

・サケ・アユ：0.01 以下 

環境基準における 

・水産 1 種：0.03 以下 

・水産 2 種：0.05 以下 

・水産 3 種：0.09 以下 

・ノリ養殖の最低必要栄養塩

濃度：0.007～0.014(無機態

リン) 

ＤＯ 一般：6 以上 

（サケ・マス・アユ：7 以上） 

・一般：6 以上 

・内湾漁場の夏季低層におい

て最低限維持：4.3(3) 

ｐＨ 6.7～7.5 7.8～8.4 

生息する生物に悪影響を及ぼすほどｐＨの急激な変化がないこと。 

ＳＳ 25以下（人為的に加えられる

懸濁物質は 5 以下） 

・忌避行動などの反応を起こ

させる原因とならないこと。 

・日光の透過を妨げ、水生植物

の繁殖、生長に影響を及ぼさ

ないこと。 

・サケ、マス、アユ：1.4以
上（透明度 4.5ｍ以上） 

・温水性魚類:3.0以下、（透

明度 1.0ｍ以上） 

人為的に加えられる懸濁物

質は 2 以下 

・海藻類の繁殖に適した水深 

において、必要な照度が保持

され、その繁殖と生長に影

響を及ぼさないこと。 

着 色 光合成に必要な光の透過が妨げられないこと。忌避行動の原因とならないこと。 

水 温 水産生物に悪影響を及ぼすほどの水温変化がないこと。 

大腸菌群数 100mL あたり 1,000MPN 以下であること。ただし、生食用のカキを飼育するためには 100mL

あたり 70MPN 以下であること。 

油分 水中には油分が検出されないこと。水面に油膜が認められないこと。 

有毒物質 有害物質の基準値は別表に掲げる物質ごとに同表の基準値の欄に掲げるとおりとする。 

（注）単位は mg/L（表中に単位を示しているもの及びｐＨを除く） 
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(８) 農業用水基準（「農業用水の要望水質（水稲）」（昭和 45年 農林省公害研究会）） 

項 目 基準値 

ｐＨ（水素イオン濃度） 

ＣＯＤ（化学的酸素要求量） 

ＳＳ（浮遊物質量） 

ＤＯ（溶存酸素量） 

Ｔ－Ｎ（全窒素） 

電気伝導率 

Ａｓ（砒 素） 

Ｚｎ（亜 鉛） 

Ｃｕ（銅） 

6.0～7.5 

  6   ppm  以下 

100   ppm  以下 

  5   ppm  以上 

  1   ppm  以下 

  0.3  mS/cm以下 

  0.05 ppm  以下 

  0.5 ppm  以下 

  0.02 ppm  以下 
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(９) 農薬に関する指針等 

 ①「ゴルフ場で使用される農薬による水質汚濁の防止に係る暫定指導指針」 

（平成２年５月 24日環境庁 水質保全局長通知） 

農 薬 名 
指針値 
(mg/L) 

 
（殺虫剤） 
イソキサチオン 
クロルピリホス 
ダイアジノン 
チオジカルブ 
トリクロルホン 
フェニトロチオン 
ペルメトリン 
ベンスルタップ 
 
（殺菌剤） 
イプロジオン 
イミノクタジンアルベシル酢塩及びイミノクタジン酢酸塩 
エトリジアゾール 
オキシン銅 
キャプタン 
クロロタロニル 
クロロネブ 
ジフェノコナゾール 
シプロコナゾール 
チウラム 
チオファネートメチル 
チフルザミド 
テトラコナゾール 
トリフルミゾール 
トルクロホスメチル 
バリダマイシン 
ヒドロキシイソキサゾール 
プロピコナゾール 
ベノミル 
ボスカリド 
ホセチル 
ポリカーバメート 

   
 

0.08 
0.02 
0.05 
0.8 
0.05 
0.03 
1 
0.9 

 
 

3                 
  0.06 
  0.04 
  0.4 
  3 
  0.4 
  0.5 
  0.3 
  0.3 
  0.2 
  3 
  0.5 
  0.1 
  0.5 
  2 

12 
  1 
  0.5 
  0.2 
  1.1 

23 
  0.3 

（除草剤） 
アシュラム 
エトキシスルフロン 
シクロスルファムロン 
シデュロン 
シマジン 
トリクロピル 
ナプロパミド 
フラザスルフロン 
プロピザミド 
ベンフルラリン 
MCPAイソプロピルアミン塩及び MCPAナトリウム塩 

  
  2 
  1 
  0.8 
  3 
  0.03 
  0.06 
  0.3 
  0.3 
  0.5 
  0.1 
  0.051 

（植物成長調整剤） 
トリネキサパックエチル 

  
0.15 

 注 1) 表に記載の指針値は以下の式から算出している。 
指針値 ＝ {ADI(mg/kg 体重/日)×53.3(kg)×0.1(ADI の 10%配分)／2(L/人/日)}×10 

2) 表に記載のない農薬であっても水濁基準値が設定されているものについては、その値の 
10倍値を指針値とする。 

3) 表に掲げた農薬の指針値についても、今後新たに水濁基準値が設定された場合にはその 
値 10倍値を指針値とする。 

なお、水濁基準値については、環境省のホームページ（http://www.env.go.jp/water/dojo/no 
yaku/odaku_kijun/kijun.html）に掲載しており、改定される場合もあるので、随時確認すること。 
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 ②「公共用水域等における農薬の水質評価指針」 

（平成６年４月 15日環境庁水質保全局長通知） 
 

農 薬 名 種 類 評価指針値 
（mg/L） 

イプロジオン 
イミダクロプリド 
エトフェンプロックス 
エスプロカルブ 
エディフェンホス 
カルバリル 
クロルピリホス 
ジクロフェンチオン 
シメトリン 
トルクロホスメチル 
トリクロルホン 
トリシクラゾール 
ピリダフェンチオン 
フサライド 
ブタミホス 
ブプロフェジン 
プレチラクロール 
プロベナゾール 
ブロモブチド 
フルトラニル 
ペンシクロン 
ペンスリド 
ペンディメタリン 
マラチオン 
メフェナセット 
メプロニル 
モリネート 

殺菌剤 
殺虫剤 
〃 

除草剤 
殺菌剤 
殺虫剤 

〃 
〃 

除草剤 
殺菌剤 
殺虫剤 
殺菌剤 
殺虫剤 
殺菌剤 
除草剤 
殺虫剤 
除草剤 
殺菌剤 
除草剤 
殺菌剤 

〃 
除草剤 

〃 
殺虫剤 
除草剤 
殺菌剤 
除草剤 

 0.3  以下 
 0.2  以下 
 0.08 以下 
 0.01 以下 
 0.006以下 
 0.05 以下 
 0.03 以下 
 0.006以下 
 0.06 以下 
 0.2  以下 
 0.03 以下 
 0.1  以下 
 0.002以下 
 0.1  以下 
 0.004以下 
 0.01 以下 
 0.04 以下 
 0.05 以下 
 0.04 以下 
 0.2  以下 
 0.04 以下 
 0.1  以下 
 0.1  以下 
 0.01 以下 
 0.009以下 
 0.1  以下 
 0.005以下 
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４．環境保全措置の例 

影響時期 環 境 保 全 措 置 

工 事 中 

・雨季の大規模な土工事の回避 

・保全対象位置より下流への排水口の移動 

・広範な裸地出現防止のための造成工事の段階施工 

・浮土の転圧 

・段階的内向盛土工法の採用 

・仮設沈砂池の設置 

・濁水処理施設の設置 

・汚濁拡散防止膜の設置 

・濁りの発生が少ない工法の選定 

・造成裸地の早期緑化 

・法面等のシート張り養生 

・苦情処理体制の整備 

施設等の存在

及び供用 

・有害物質の代替物質への転換等による使用の回避 

・水の浸透防止策の徹底、浸出水の処理の向上 

・排水の高度処理による汚濁負荷の低減 

・規模の縮小、生産工程の変更等による排出負荷の低減  

・農薬使用量の削減および分解速度の速い農薬の使用 

・汚染物質の厳格な管理 

・苦情処理体制の整備 

 

 

  



 

 

 

 

 

 

 

（２）水底の底質 

  



 

（２） 水底の底質  
            
  

１ 調査すべき情報 
  

（１）選定項目に係る環境要素

の現状に関する状況 

  
水底の底質の有害物質等含有量、性状

及び状況 

  
①  水質汚濁に係る環境基

準項目 
        
         

            
        

 
  

② 排水基準項目           
           
           ③  水質汚濁に係る要監視

項目            

      
  

      
           ④  水底土砂に係る判定基

準項目            

       
 

     
           ⑤ 硫化物、強熱減量、酸化

還元電位、含水率、粒度組
成その他必要と認められる
ものの状況 

     
（２）その他の情報 

  
イ 下水道終末処理場及び工場・事業

所の分布 

     
          

           

        
ロ 河川、湖沼又は海域の流況の状況     

  
２ 調査の基本的手法 

  
 

  
 

  
         

    
 

  
 

      

 
 

３ 調査地域 
  

          
            

 
 

４ 調査地点           
            

 
 

５ 調査期間等           
            

 
 

６ 予測の基本的手法 
  

 
  

         
            

 
 

７ 予測地域      
      

        
     

 
 

８ 予測地点 
  

 
  

         

       
 

     

 
 

９ 予測対象時期等 
  

（１）工事の実施においては、水

底の底質に係る環境影響が

最大になる時期 

         

           

            
     （２）土地又は工作物の供用に

おいては、定常状態になる時

期及び水底の底質に係る環

境影響が最大になる時期（最

大になる時期を設定すること

ができる場合に限る。）等、環

境影響を的確に把握できる

時期 

      
           
           
           

           

            

 
 

評価 
  

（１）評価する事項          
            

    
 

（２）評価の方法 
  

イ 影響の回避・低減に係る評価       
            
        ロ 国又は青森県等が実施する環境保

全施策との整合性 
   

           
            

 
 

事後調査 
  

（１）事後調査の項目 
  

イ 予測の不確実性の程度が大きいと

きに環境保全措置を講ずる場合 
        

           

    
 

（２）事後調査の手法        

       

 
ロ 効果に係る知見が不十分な環境保

全措置を講ずる場合 
    

    
 

（３）事後調査の期間等        
        ハ 工事の実施中及び土地又は工作物

の供用開始後に環境保全措置の内

容をより詳細なものにする場合 

   
       

 
    

           

            
        ニ 代償措置を実施する場合にその不

確実性の程度及び知見の充実の程

度を踏まえて事後調査が必要である

と認められる場合 

   
           
           

           

            

       
 ホ 環境保全措置の効果を確認するま

でに時間を要し、継続的な監視が必
要な場合 

   
 

            

       

 ヘ 予測の結果が国、県又は市町村に
よる環境の保全の観点からの施策に
よって定められた基準値又は目標値
と近接し、環境に影響を及ぼすおそれ
のある場合 
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（２）水底の底質 
技術指針別表３ 解 説 

１ 調査すべき情報 

 

 

 

 

 

 

 

（１）選定項目に係る環

境要素の状況に関する

情報 

 水底の底質の有害物

質等含有量、性状及び状

況 

 

①水質汚濁に係る環境

基準項目 

 

②排水基準項目 

 

 

 

③水質汚濁に係る要監

視項目 

 

 

 

 

④水底土砂に係る判定

基準項目 

 

 

 

 

⑤硫化物、強熱減量、酸

化還元電位、含水率、粒

度組成その他必要と認

められるものの状況 

 

（２）その他の状況 

  

 

 事業特性及び地域特性を勘案して、予測及び評価を行うために必要な

ものを選択する。 

地域特性等を把握する上で参照すべき関連法規、参考となる文献を参

考資料 1 に示す。 

地域特性等については時間的に変化するものであることに留意し、現

在の情報のみならず、過去の状況の推移及び将来の状況についても入手

可能な最新の文献、資料等により可能な範囲で把握する必要がある。 

 

（１）選定項目に係る環境要素の現状に関する情報 

 水底の底質の有害物質等含有量、性状及び状況 

 

 

 

 

 

①水質汚濁に係る環境基準が設定されている項目 

  「水質」に同じ 

   

②「水質汚濁防止法」（昭和 45 年 12 月 25 日 法律第 138 号）に基づ

く排水基準が設定されている項目 

  「水質」に同じ 

 

③「水質汚濁に係る環境基準についての一部を改正する件及び地下水

の水質汚濁に係る環境基準についての一部を改正する件の施行等

について（通知）」（平成 21 年 11 月 30 日 環水大水発第 091130004

号、環水大土発第 091130005 号）に定める要監視項目 

  「水質」に同じ 

 

④「海洋汚染及び海洋災害の防止に関する法律施行令第５条第 1 項に

規定する埋立場所等に排出しようとする金属等を含む廃棄物に係

る判定基準を定める総理府令」（昭和 48 年２月 17 日 総理府令第 6

号）に定める水底土砂に係る判定基準が設定されている項目 

  参考資料３のとおり 

 

⑤硫化物、強熱減量、酸化還元電位、含水率、粒度組成その他必要と

認められるものの状況 

 

 

 

（２）その他の状況 

事業特性及び地域特性を勘案して、予測及び評価を行うために必要な

ものを選択する。 
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技術指針別表３ 解 説 
イ 下水道終末処理場

及び工場・事業所の分布 

 

 

ロ 河川、湖沼又は海域

の流況の状況 

イ 下水道終末処理場及び工場・事業所の分布 

主要な発生源の状況として、下水道終末処理場及び工場・事業所の分

布を調査する。 

 

ロ 河川、湖沼又は海域の流況の状況 

・河川の水象（流量、流速、流達時間、河床形状、感潮域の範囲、水系

等） 

・湖沼及び貯水池の水象（水位、貯水量、湖流、流出入水量、滞留時間、

鉛直安定度、湖盆形状等） 

・海域の水象（潮位、潮流・沿岸流、河川流入量・交流量、鉛直安定度、

拡散係数、海域形状、海底地形等） 

２ 調査の基本的手法 

 現地調査及び文献そ

の他の資料による情報

の収集並びに当該情報

の整理及び解析 

 調査の基本的な手法は、現地調査及び文献その他の資料による情報の

収集並びに当該情報の整理及び解析により行うこととする。 

（１）既存資料の整理・解析による場合 

 底質等について資料が整備されている場合においては、これを整理・

解析する。なお、既存資料の例を参考資料１に示す。 

（２）現地調査による場合 

 底質等について資料が整備されていない場合においては、次に掲げる

告示等に定める方法に準拠して現地調査を実施する。 

・「底質調査方法」（環境省 水・大気環境局、平成 24 年８月） 

・「海洋汚染及び海上災害の防止に関する法律施行令第５条第１項に規

定する埋立場所等に排出しようとする廃棄物に含まれる金属等の検

定方法」（昭和 48 年２月 17日 環境庁告示第 14 号） 

・「底質の処理・処分等に関する指針について（通知）」（平成 14年８月

21日 年環水管第 211 号） 

３ 調査地域 

 流域又は水域の特性

及び水底の底質の変化

の特性を踏まえ、水底の

底質に係る環境影響を

受けるおそれがあると

認められる地域 

底質に係る調査地域は、調査対象の特性により、各汚濁物質の収支、

拡散範囲、流況変化の範囲等を考慮して設定する。 

 

４ 調査地点 

 流域又は水域の特性

及び水底の底質の変化 

の特性を踏まえ、調査地

域における水底の底質

に係る環境影響を予測

し、及び評価するために

必要な情報を適切かつ

効果的に把握できる地

点 

 河川においては、合流点、水質基準点、変化点等を考慮し、また、海

域や湖沼においては、湾や岬等の地形を考慮しつつ、メッシュ状に調査

地点を配置する場合が多い。 

 現地調査を実施する場合の調査地点は以下のような項目の条件に合

致することを確認した上で用いる。 

・地域を代表する地点 

対象水域を代表させる点としては、流量や流況が安定し、かつ他の特定

の汚染源による影響の少ない地点を選定する。過去からの経緯等を把握

するためには環境基準点を選定すると良い。また、湖沼や海域において

は、メッシュ状の調査地点を配置し、底質の面的な分布を調査すること

が多い。 
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技術指針別表３ 解 説 
 ・特に影響を受けるおそれのある地点 

事業により特に影響を受けるおそれのある地点として、汚染物質の排

出地点や、流況変化の大きい事業直下流などを選定する。 

・特に保全すべき対象等の存在する地点 

特に保全すべき対象として、水道用水その他の取水地点や漁場など、

主に水域利用の観点から重要な地点を選定する。 

・現在汚染等が進行しつつある場所 

近隣の別発生源により現在汚染が進行しつつあると考えられる箇所

などは、当該事業による影響とその他の影響を区分するため、事業実施

前の状況を把握する。 

５ 調査期間等 

 流域又は水域の特性

及び水底の底質の変化

の特性を踏まえ、調査地

域における水底の底質

に係る環境影響を予測

し、及び評価するために

必要な情報を適切かつ

効果的に把握できる期

間、時期及び時間帯 

（１）公共用水域の底質 

調査期間は原則として１年以上、年間４季・各季１回以上とする。底

質の季節的変化が少ない場合は、適宜調査回数を減じてもよい。調査は

水質の調査に合わせて実施し、水底の堆積物に影響を及ぼすおそれのあ

る洪水時を避け、流況変動の少ない比較的流れの安定した時期に実施す

る。 

    

（２）水象の状況 

調査期間は原則として１年程度とし、調査時期・頻度は水質の状況調

査に準ずる。なお、海域の流況の調査期間は、気象の状況及び河川水の

流入状況を考慮し、大潮時を含め、適切に把握し得る期間とする。 

６ 予測の基本的手法 

 事例の引用又は解析 

底質の予測は、類似事例と比較検討して予測する方法が考えられる。

その際、汚染物質の底質への排出量、排出のプロセス等の予測条件を示

すことが必要になる。 

生活系、工場系、事業場系、畜産系、土地利用系等の汚濁負荷原単位

については、「環境アセスメントの技術」（（社）環境情報科学センター、

1999 年）等の資料を参照とすることとする。 

なお、事業が複数の計画案を持つ場合は、各案についての予測結果を

比較表にまとめて示す。また、想定される環境保全措置について、行わ

ない場合と行った場合の影響予測を対比して示す。 
また、予測の不確実性の程度が大きい場合、効果に係る知見が不十分

な環境保全措置を講ずる場合等において、環境影響の重大性に応じて、

事後調査を実施する。 

７ 予測地域 

 調査地域のうち、流域

又は水域の特性及び水

底の底質の変化の特性

を踏まえ、水底の底質に

係る環境影響を受ける

おそれがあると認めら

れる地域 

現況の調査地域の範囲に準じ、対象事業の実施により底質が一定以上

変化する区域とする。 
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技術指針別表３ 解 説 
８ 予測地点 

 流域又は水域の特性

及び水底の底質の変化

の特性を踏まえ、予測地

域のおける水底の底質

に係る環境影響を的確

に把握できる地点 

予測地域の中から、環境影響を的確に把握できる地点とし、現況調査

地点、環境基準点、利水地点、その他適切な地点とする。 

９ 予測対象時期等 

（１）工事の実施におい

ては、水底の底質に係る

環境影響が最大になる

時期 

 

（２）土地又は工作物の

存在及び供用において

は、定常状態になる時期

及び水底の底質に係る

環境影響が最大になる

時期（最大になる時期を

設定することができる

場合に限る。）等、環境

影響を的確に把握でき

る時期 

 

 工事中にあっては、水質汚濁物質が底質に及ぼす影響が最大となる時

点とする。 

 

 

 

供用開始後にあっては対象事業の活動が通常の状態に達した時期、及

び水底の底質に係る環境影響が最大になる時期（最大になる時期を設定

することができる場合に限る。）等、環境影響を的確に把握できる時期

とする。なお、施設等を段階的に供用するものについては、原則として

それぞれの時点とする。 

 

 

 

 

 

 【環境保全措置】 

環境保全措置は、対象事業の計画策定の過程又は環境影響評価の結果

を基に、事業者により、実行可能な範囲内で対象事業の実施に伴う底質

への影響を可能な限り回避、低減するための措置を検討する。また、こ

の結果として、対象事業の実施による影響の回避、低減の程度をできる

だけ明らかにする。環境保全措置の一例を、参考資料４に示す。 

（１）保全方法の検討 

環境保全措置の検討に当たっては、方法書で示した環境保全の考え

方、事業特性、地域特性、影響予測結果等に基づき、保全措置の検討項

目、検討目標、検討手順、検討方針を設定する。 

 

（２）検討結果の検証 

環境保全措置の複数案について、比較検討し、実行可能なよりよい技

術が取り入れられているか否か、対象事業の底質環境に与える影響がで

きる限り回避、低減されているか否かを予測、検証する。 

 

（３）検討結果の整理 

検討結果の整理では、その内容、効果、不確実性について、明らかにし、

整理する。 
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技術指針別表３ 解 説 
 【評 価】 

（１）評価する事項 

 評価する事項は、予測した事項とする。 

 

（２）評価の方法 

イ 影響の回避、低減に係る評価 

調査及び予測の結果並びに環境保全措置を検討した結果を踏まえ、対

象事業の実施に伴う底質への影響が可能な限り回避、低減されているか

どうか及びその程度について評価する。 

 

ロ 国又は青森県等が実施する環境保全施策との整合性 

調査及び予測の結果が、国又は青森県等が実施する環境保全の観点か

らの施策による基準や目標と整合が図られているかどうかについて評

価する。なお、現況が既に環境基準等を上回っている場合は、事業によ

り現況をさらに悪化させないよう回避、低減されているか、また、その

程度について評価を行う。 
国又は青森県等が実施する環境保全施策に基づく基準等には、次に示

すようなものがあり、これらと対比して評価する。また、関係市町村に

環境目標等がある場合は、これも参考にする。 

 ・「ダイオキシン類による大気の汚染、水質の汚濁（水底の底質の汚

染を含む。）及び土壌の汚染に係る環境基準について」（平成 11 年

12 月 27 日 環境庁告示第 68号）に基づく環境基準 

・海洋汚染等及び海上災害の防止に関する法律施行令第 5 条第 1 項に

規定する埋立場所等に排出しようとする金属等を含む廃棄物に係

る判定基準を定める省令」（昭和 48年２月 17日 総理府令第 6号） 

・「底質の暫定除去基準」（昭和 50 年 10 月 28日 環水管第 119 号）に

基づく暫定除去基準値 

・「底質の処理・処分等に関する暫定指針」(昭和 49年５月 30 日付け

環水管第 113 号) 

・「青森県環境計画」（青森県）に基づく目標及び施策 

  

【事後調査】 

（１）事後調査の必要性 

事後調査は、次に掲げる場合に行うものとする。 

イ 予測の不確実性の程度が大きいときに環境保全措置を講ずる場合 

・予測手法が研究段階あるいは、開発途上にあり、検証した事例が少

ないなど不確実な場合 

・予測を行った時点では、発生源に係る緒元や稼動条件の詳細が未定

で、概略の条件に基づいて発生源を設定した場合 

 

ロ 効果に係る知見が不十分な環境保全措置を講ずる場合 

・水質汚濁物質の除去装置の効率等が不確実な場合や、技術の適用事

例が少ない場合 

・工事中の影響を軽減するための技術が不確実な場合や、適用事例が
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技術指針別表３ 解 説 
少ない場合 

・底質による水質浄化機能等に係る効果が不確実な場合 

 

ハ 工事の実施中及び土地又は工作物の供用開始後において環境保全

措置の内容をより詳細なものにする場合 
 

ニ 代償措置を講ずる場合であって、当該代償措置による効果の不確実

性の程度及び当該代償措置に係る知見の充実の程度を踏まえ、事後調

査が必要であると認められる場合 
 

ホ 環境保全措置の効果を確認するまでに時間を要し、継続的な監視が

必要な場合 
 
ヘ 予測の結果が国、県又は市町村による環境の保全の観点からの施策

によって定められた基準値又は目標値と近接し、環境に影響を及ぼす

おそれのある場合 
 

（２）事後調査の項目 

事後調査項目は、事後調査を実施する必要性に応じて、適切に設定す

る。 

事後調査の項目及び手法は、必要に応じ専門家の助言を受けること等

により、客観的かつ科学的根拠に基づき選定する。 
 

（３）事後調査の手法 

 事後調査の手法は、現況の調査手法に準ずる。  
 

（４）事後調査の期間等 

工事の実施に係る事後調査の時期は、工事の実施期間中とし、定期的

に実施する。 

土地又は工作物の存在及び供用に係る事後調査期間は、施設等の稼動

状況の変動を考慮して、施設等の稼動が定常に達した後少なくとも数年

程度とし、定期的に実施する。また、中間的な時期に予測を行った場合

には、その時期も事後調査の対象とする。 

 

（５）事後調査結果の検討と検討 

事後調査の結果は、予測・評価の結果と比較検討する。これらの結果

が著しく異なる場合は、その原因を検討・究明する。 

また、事後調査結果を検討した結果、底質への影響が大きいと判断さ

れる場合は、新たな環境保全措置を検討し、実施する。 

事後調査の終了並びに事後調査の結果を踏まえた環境保全措置の実

施及び終了の判断に当たっては、必要に応じ専門家の助言を受けること

その他の方法により客観的かつ科学的な検討を行うよう留意する。 
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＜参考資料＞ 

 

１．関連法規及び参考となる文献 

関
連
法
規 

底質関連法律 ○環境基本法（平成 5年 11月 19日 法律第 91号） 

○水質汚濁防止法（昭和 45年 12月 25日 法律第 138号） 

○水道法（昭和 32年 6月 15日 法律第 177号） 

○青森県公害防止条例（昭和 47年３月 25日 青森県条例第２号） 

参
考
と
な
る
文
献
及
び
資
料 

調    査 ＜文献調査＞ 

○環境白書（青森県） 

○公共用水域及び地下水の水質測定結果（青森県） 

○水環境総合情報サイト（環境省水・大気環境局）（https://water-

pub.env.go.jp/water-pub/mizu-site/index.asp） 

○市町村の公害の概要等 

＜現地調査＞ 

○「底質調査方法」（環境省水・大気環境局、平成 24年８月） 

○「海洋汚染及び海上災害の防止に関する法律施行令第５条第１項に規定

する埋立場所等に排出しようとする廃棄物に含まれる金属等の検定方

法」（昭和 48年環境庁告示第 14号） 

○ダイオキシン類に係る底質調査測定マニュアル（環境省水・大気環境局

水環境課、平成 21年 3月） 

予    測 ○環境アセスメントの技術（（社）環境情報科学センター、1999 年）中央

法規出版 

○環境アセスメント技術ガイド（（一社）日本環境アセスメント協会、2017

年 3月） 

そ  の  他 ○内湾・内海の水環境（環境庁水環境研究会、1996年）ぎょうせい 

○ダム事業における環境影響評価の考え方（河川事業環境影響評価研究

会、2000年）ダム水源地環境整備センター 

○水環境の科学（Ｅｄｗａｅｄ Ａ．Ｌａｗｓ、1996年）技法堂出版 

○水環境基礎科学（宗宮功・津野洋、1997年）コロナ社 
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２．県内における公共用水域の底質測定地点 

水 域 名 測 定 地 点 

 

岩 木 川 

 幡龍橋 

乾橋 

津軽大橋 

十三湖 1.中央 

 沖 館 川  沖館橋 

 堤 川  石森橋 

 田 名 部 川  下北橋 

 

馬 淵 川 

 櫛引橋 

尻内橋 

大橋 

 新 井 田 川  湊橋 

 市 柳 沼  中央 

 田 面 木 沼  中央 

 小 川 原 湖  G中央 

 内 沼  中央 

 姉 沼  中央 

 十 和 田 湖  
St.１ 休屋前面 

St.９ 子ノ口前面 

 世 増 ダ ム 貯 水 池  ダムサイト 

 陸 奥 湾  

St.１ 青森港（西） 

St.２ 青森港（東） 

St.３ 堤川１㎞沖 

St.10 野辺地港中央 

St.14 大湊港（芦崎） 

St.15 大湊港(田名部川河口） 

 むつ小川原港（１）  鷹架沼 St.３ 

 むつ小川原港（２）  尾駮沼 St.２ 

 

 

八 戸 前 面 

海   域 

 

 

St.１ 第一工業港 

St.２ 第一工業港 

St.６ 第三工業港 

St.７ 第二工業港 

St.８ 第二工業港 

出典：環境白書令和３年版、青森県、2021年 11月 
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３．環境基準等 

 

(1) 底質の暫定除去基準（昭和 50年 10月 28日 環水管第 127号） 
 

① 水銀を含む底質の暫定除去基準 

 水銀を含む底質の暫定除去基準 

値（底質の乾燥重量当たり）は、 

海域においては次式により算出し 

た値（Ｃ）以上とし、河川及び湖 

沼においては 25ppm以上とする。 

 ただし、潮汐の影響を強く受け 

る河口部においては海域に準ずる 

ものとし、沿岸流の強い海域にお 

いては河川及び湖沼に準ずるもの 

とする。 

 

 

 

 △Ｈ＝平均潮差（ｍ） 

  Ｊ＝溶出率 

  Ｓ＝安全率 

(1) 平均潮差（ｍ）は、当該水域の平均潮差とする。 

  ただし、潮汐の影響に比して副振動の影響を強

く受ける海域においては、平均潮差に代えて次式

によって算出した値とする。 

 

 

 

(2) 溶出率は、当該水域の比較的高濃度に汚染され

ていると考えられる４地点以上の底質について、

「底質調査方法」の溶出試験により溶出率を求め、

その平均値を当該水域の底質の溶出率とする。 

(3) 安全率は、当該水域及びその周辺の漁業の実態

に応じて、次の区分により定めた数値とする。な

お、地域の食習慣等の特殊事情に応じて安全率を

更に見込むことは差し支えない。 

 １）漁業が行われていない水域においては、10と

する。 

 ２）漁業が行われている水域で、底質及び底質に

付着している生物を摂取する魚介類（エビ、カ

ニ、シャコ、ナマコ、ボラ、巻貝類等）の漁獲量

の総漁獲量に対する割合がおおむね１／２以下

である水域においては、50とする。 

 ３）２）の割合がおおむね１／２を超える水域に

おいては、100とする。 

 

 

  ② ＰＣＢを含む底質の暫定除去基準 

 ＰＣＢを含む底質の暫定除去基準値（底質の乾燥重量当たり）は、10 ppm以上とする。 

 なお、魚介類のＰＣＢ汚染の推移をみて更に問題があるような水域においては、地域の

実情に応じたより厳しい基準値を設定するよう配慮すること。 

 

( )ppm0.18
Ｓ

１
・

Ｊ

△Ｈ
・Ｃ＝

平均周期（分）

（分）
幅（ｍ）△Ｈ＝副振動の平均振

6012×
×
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(2) 海洋汚染及び海上災害の防止に関する法律に基づく水底土砂判定基準 

（昭和 48年２月 17日 環境庁告示第 14号） 

項    目 判定基準 

アルキル水銀化合物  検出されないこと  

水銀又はその化合物  0.005 mg/L 以下  

カドミウム又はその化合物  0.1   mg/L 以下  

鉛又はその化合物  0.1   mg/L 以下  

有機燐化合物  1    mg/L 以下  

六価クロム化合物  0.5   mg/L 以下  

ひ素又はその化合物  0.1   mg/L 以下  

シアン化合物  1    mg/L 以下  

PCB  0.003 mg/L 以下  

銅又はその化合物  3    mg/L 以下  

亜鉛又はその化合物  2    mg/L 以下  

ふっ化物  15   mg/L 以下  

トリクロロエチレン  0.3   mg/L 以下  

テトラクロロエチレン  0.1   mg/L 以下  

ベリリウム又はその化合物  2.5   mg/L 以下  

クロム又はその化合物  2    mg/L 以下  

ニッケル又はその化合物  1.2   mg/L 以下  

バナジウム又はその化合物  1.5   mg/L 以下  

有機塩素化合物  40   mg/kg 以下  

ジクロロメタン  0.2   mg/L 以下  

四塩化炭素  0.02  mg/L 以下  

1，2-ジクロロエタン  0.04  mg/L 以下  

1，1-ジクロロエチレン  0.2   mg/L 以下  

シス-1，2-ジクロロエチレン  0.4   mg/L 以下  

1，1，1-トリクロロエタン  3     mg/L 以下  

1，1，2-トリクロロエタン  0.06  mg/L 以下  

1，3－ジクロロプロペン  0.02  mg/L 以下  

チウラム  0.06  mg/L 以下  

シマジン  0.03  mg/L 以下  

チオベンカルブ  0.2   mg/L 以下  

ベンゼン  0.1   mg/L 以下  

セレン又はその化合物  0.1   mg/L 以下  

1,4-ジオキサン  0.5   mg/L 以下  

ダイオキシン類  10    pg/L 以下  

 注）判定基準は、検出液についての値 

出典：海洋汚染及び海上災害の防止に関する法律施行令第五条第一項に規定する埋立場所等に排出しようとす

る金属等を含む廃棄物に係る判定基準を定める省令、昭和 48年総理府令第 6号 
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(3) ダイオキシン類による大気の汚染、水質の汚濁（水底の底質の汚染を含む。）及び土壌の汚染に係

る環境基準について（平成 11年 12月 27日 環境庁告示第 68号） 

媒体 環境上の条件 

水底の底質 150pg-TEQ/g以下であること。 

備 考 

 １ 水底の底質の汚染に係る環境基準は、公共用水域の水底の底質について適用する。 

 ２ 基準値は、2,3,7,8－四塩化ジベンゾ-パラ-ジオキシンの毒性に換算した値とする。 

 

(4) 水産用水基準（平成 24年、(公財)日本水産資源保護協会） 

項目 
基準値 

河川 湖沼 海域 

底質 

河川及び湖沼では、有機物などによる汚泥床、みずわたなどの発生をおこさないこと。 

海域では乾泥として CODOH(アルカリ性法)20mg/g乾泥以下、硫化物は 0.2mg/g乾泥以下、

ノルマルヘキサン抽出物 0.1%以下であること。微細な懸濁物が岩面、礫、または砂利な

どに付着し、種苗の着生、発生あるいはその発育を妨げないこと。 

海洋汚染及び海上災害の防止に関する法律に定められた溶出試験により得られた検液中

の有害物質のうち水産用水基準で基準値が定められている物質については、基準値の 10

倍を下回ること。ただしカドミウム、PCBについては溶出試験で得られた検液中の濃度が

それぞれの化合物の検出下限値を下回ること。 

ダイオキシン類の濃度は 150pgTEQ/gを下回ること。 

 

 

４．環境保全措置の例 

 

 

 

  

影響時期 環 境 保 全 措 置 

工 事 中 

・土壌中に有害物質等が含まれている場合には、それらの飛散や流出の防止 

・底泥の浚渫や覆砂による環境改善及び有機物などの溶出防止 

・土木工事の各段階での調整池（沈砂池）の設置 

・調整池（沈砂池）の適切な維持管理及び濁水処理施設の設置 

・造成後の切盛土法面の速やか緑化 

・工事水域での汚濁防止膜の展開 

施設等の

存在及び

供用 

・汚水処理の高度処理化 

・工場等における最良な排水処理方法の選択 

・有害物質の代替物質への転換 

・生産工程の変更等による排水負荷の低減 

・農薬使用時期の検討、使用量の低減及び毒性・残留性が小さく分解の速い農薬の使用 



 

 

 

 

 

 

 

（３）地下水の水質及び水位 

  



 

 

（3） 地下水の水質及び水位  
            
  

１ 調査すべき情報 
  （１）選定項目に係る環境要素の

現状に関する状況 

  
イ 地下水の水質の状況 

  ①  地下水の水質汚濁に係
る環境基準項目 

        
          
            
        

 
  

② 排水基準項目           
            
           ③  水質汚濁に係る要監視

項目            
            
           

④ 水道水質基準項目            
            
           

⑤ 水質理目標管設定項目            
            
           ⑥ 塩分又は塩化物イオン、

水温、透視度又は透明度、
色相、濁度、電気伝導度そ
の他必要と認められるもの
の状況 

           

            
        

ロ 地下水の水位の状況 
  

① 地下水の水位           
            
           ②  地下水の賦存状態及び

賦存量            

            
           

③ 地下水の流動状況            
            
           

④ 地下水の涵養量            
            
        

ハ 湧水の状況 
  

① 湧水の水質   
２ 調査の基本的手法 

       
           
           

② 湧水の分布   
３ 調査地域 

        
           
           ③ 湧水量その他必要と認め

られるものの状況   
４ 調査地点   

（２）その他の情報 
  

イ 地下水の利用の状況（揚水量等） 
  

      
            
  

５ 調査期間等      
ロ 地質の状況 

  
① 地質区分及び分布状況     

            
  

６ 予測の基本的手法 
     ハ 河川の水位及び流量の状況その

他必要と認められるものの状況 

  
② 地質構造         

           
  

７ 予測地域 
     

 
  

          
           

 
 

８ 予測地点 
  

          
            

 
 

９ 予測対象時期等 
  （１）工事の実施においては、地

下水の水質及び水位に係る
環境影響が最大になる時期 

         

           

            
     （２）土地又は工作物の供用にお

いては、定常状態になる時期
及び地下水に係る環境影響
が最大になる時期（最大にな
る時期を設定することができる
場合に限る。）等、環境影響を
的確に把握できる時期 

      
           
           
           

           

            
  

評価 
  

（１）評価する事項          
            

    
 

（２）評価の方法 
  

イ 影響の回避・低減に係る評価       
            
        ロ 国又は青森県等が実施する環境保

全施策との整合性 
   

           
            

 
 

事後調査 
  

（１）事後調査の項目 
  

イ 予測の不確実性の程度が大きいと

きに環境保全措置を講ずる場合 
        

           
     

（２）事後調査の手法        

       

 
ロ 効果に係る知見が不十分な環境保

全措置を講ずる場合 
    

     
（３）事後調査の期間等        

        ハ 工事の実施中及び土地又は工作

物の供用開始後に環境保全措置の

内容をより詳細なものにする場合 

   

       
 

    
           
            
        ニ 代償措置を実施する場合にその不

確実性の程度及び知見の充実の程

度を踏まえて事後調査が必要である

と認められる場合 

   
           
           

           

            
        ホ 環境保全措置の効果を確認するま

でに時間を要し、継続的な監視が必
要な場合 

   
           
           
            
        ヘ 予測の結果が国、県又は市町村に

よる環境の保全の観点からの施策
によって定められた基準値又は目標
値と近接し、環境に影響を及ぼすお
それのある場合 
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（３）地下水の水質及び水位 

技術指針別表第３ 解 説 

１ 調査すべき情報 

（１）選定項目に係る

環境要素の状況に関す

る情報 

 

 

 

 

 

イ 地下水の水質の状

況 

 

①地下水の水質汚濁に

係る環境基準項目 

 

 

 

 

 

 

 

 

②排水基準項目 

 

③水質汚濁に係る要監

視項目 

 

④水道水質基準項目 

 

⑤水質管理目標設定項

目 

 

⑥塩分又は塩化物イオ

ン、水温、透視度又は

透明度、色相、濁度、

電気伝導度その他必要

と認められるものの状

況 

 

 

 調査項目は、対象事業の種類及び規模並びに地域特性等を考慮し、以下

に掲げる項目の中から予測及び評価を行うために必要なものを適切に選

定し、選定した項目の状況について把握する。 

地域特性等を把握する上で参照すべき関連法規及び参考となる文献を

参考資料１に示す。 

地域特性等については時間的に変化するものであることに留意し、現在

の情報のみならず、過去の状況の推移及び将来の状況についても入手可能

な最新の文献、資料等により可能な範囲で把握する必要がある。 

 

事業計画地及びその周辺における地下水の水質について、濃度等の状況

を把握する。 

 

(ⅰ)「環境基本法」（平成５年法律第９１号）に基づく「地下水の水質

汚濁に係る環境基準」（平成９年３月 13 日 環境庁告示第 10号）が設

定されている項目 

  参考資料４(１)のとおり。 

(ⅱ)「ダイオキシン類対策特別措置法」（平成 11年７月 16 日 法律第 105

号）に基づく「ダイオキシン類による大気汚染、水質の汚濁及び土壌

の汚染に係る環境基準」（平成 11 年 12月 27 日 環境庁告示第 68 号）

が設定されている項目 

参考資料４(２)のとおり。 

 

「３－１－２ 水質 (１)水質」の参考資料３(３)を参照のこと。 

 

「３－１－２ 水質 (１)水質」の参考資料３(１)４）を参照のこと。  

 

 

 「３－１－２ 水質 (１)水質」の参考資料３(６)①を参照のこと。 

 

 「３－１－２ 水質 (１)水質」の参考資料３(６)②を参照のこと。 

 

 

 「その他必要と認められるもの」としては、「地下浸透基準」（平成元年

環境庁告示第 39号）がある。 

  参考資料４(３)のとおり。 

また項目としては、例えば主要溶存イオン成分（Ｎａ＋、Ｋ＋、Ｃａ２＋、

Ｍｇ２＋、ＨＣＯ３
－、ＳＯ４

２－）、ＮＨ４
＋、油分などが挙げられる。 

事業計画地及びその周辺における地下水の水位等の状況について把握

する。 

 



 

- 地下水 2 - 

技術指針別表第３ 解 説 

ロ 地下水の水位の状

況 

①地下水の水位 

 

 

 

 

②地下水の賦存状態及

び賦存量 

 

 

 

 

③地下水の流動状況 

 

 

 

 

 

 

④地下水の涵養量 

 

 

 

 

 

 

ハ 湧水の状況 

 

①湧水の水質 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

既存の井戸等を利用した地下水位の一斉測定や長期観測に関するデータ

を既存資料調査や現地調査の実施により取得し、地下水位の空間的分布や

経時的状況を把握する。地下水位の対比に際しては、それぞれ同一の帯水

層の地下水位同士を用いるよう留意する必要がある。 

 

 地下水の水位の状況と地質の状況（地質構造や帯水層分布等）を対比さ

せて地下水の賦存状態（裂か水、地層水、宙水等）を検討し、対象とする

地下水が自由地下水、被圧地下水又は自由・被圧の両地下水に及ぶのかを

把握する。また対象とする帯水層の層厚、透水性等のデータと合わせて、

賦存量の把握を行う。 

 

地下水の水位の分布や地下水の流動（流向・流速）に関するデータを既

存資料調査や現地調査の実施により取得し、地下水の流動状況を把握する。

地下水が複数の帯水層に賦存しているような場合には、帯水層ごとに流動

傾向が異なる場合があるため、取得したデータの扱いに注意する。また、

付近に多量の地下水を揚水する施設がある場合、揚水設備が稼動中には流

動傾向が定常的なものとは異なる場合があるので注意を要する。 

 

 気象条件、地盤条件等から地下水涵養量とその機構を把握する。土地利

用が変わり地表の流出率が変化したり、局所的な揚水を行った場合、地下

水の涵養量（供給量）が変化し、地下水位を変動させる可能性がある。降

雨量、降雪量、蒸発散量等の気象データと、土地利用状況、浸透率・浸透

能等の地盤データ、①地下水位、②地下水の賦存量、③地下水の流動状況

等から地下水の涵養量を把握する。 

 

 湧水の現況や経時変化について把握する。 

 

湧水の水質について現況や経時変化を把握する。分析項目は「イ 地下

水の水質の状況」に示した項目に準じ、湧水の形態や利用状況等に応じて

適切に選定する。例えば次のような場合には、主に以下に示す項目を中心

に選定する。 

・湧水が公共用水域に流入している場合等：イ①、②、③、⑥に示した

項目 

・湧水が水道水源として利用されている場合等：イ④、⑤、⑥に示した

項目 

・湧水と地下水（井戸水）、湧水と表流水との連通性を確認する場合：イ

⑥に示した項目 
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技術指針別表第３ 解 説 

②湧水の分布 

 

 

 

③湧水量その他必要と

認められるものの状況 

 

 

（２）その他の情報 

イ 地下水の利用の状

況（揚水量等） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ロ 地質の状況 

 

 

①地質区分及び分布状

況 

 

 

 

②地質構造 

 

 

 

 

 

 

 

資料調査や聞き取り調査、現地確認調査等により湧水の分布状況を把握

する。必要に応じて、過去に分布していたが現在は枯渇している湧水につ

いても分布状況を把握する。 

 

必要に応じて、湧水量や湧水口の標高、湧出形態、枯渇時期、降雨、降

雪との相関等について把握する。湧出形態は、背後の地質構造と対比し、

例えば地層（帯水層）水型、裂か水型等に分類する。 

 

 事業に伴う地下水利用への影響及び保全策等を検討するため、事業計画

地及びその周辺における地下水（湧水、温泉も含む）利用状況の実態を把

握する。 

 主な調査項目の例を以下に示す。 

・揚水施設の所有者名 

・井戸の位置・形状（天端標高、深さ、口径、スクリーン位置、測水の

可否等） 

・用途 

・揚水施設の状況（揚水設備の種類、能力、揚水時期・稼働時間） 

・揚水量 

・水位（静水位、動水位） 

・水質・水温等（現況及び変化の有無） 

・取水障害発生の有無、障害の状況 

・他の水利用（公共上水道等）の有無 

 

 地下水の賦存状態を規定している地層分布及び地質構造について把握す

る。 

 

帯水層の性状（層厚、粒度分布、含水状態、透水性）や空間的広がり（範

囲、連続性）を把握するために、既存資料（地質図、ボーリング柱状図等）

の収集整理及び必要に応じた現地調査（地質踏査、ボーリング調査等）の

実施によって地質の区分及び分布状況について把握する。 

 

帯水層構造や表流水・地下水・湧水の連通性等を把握するため、既存資

料の収集整理、必要に応じた現地調査の実施により地質構造を把握する。

主な地質構造としては、帯水層区分、地層の走向・傾斜、整合・不整合、

断層、褶曲、割れ目（節理）、貫入等地下水の賦存、流動、湧水の湧出等

に係る項目が挙げられる。 
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技術指針別表第３ 解 説 

ハ 河川の水位及び流

量の状況その他必要と

認められるものの状況 

地下水や湧水と河川水との関連性について把握するため、「水象」の環

境要素で得られる河川の水位及び流量の状況のほか、必要に応じて適切な

地点での河川の水位及び流量の状況について、資料調査や現地測定等によ

り把握する（利得河川、損失河川、天井川、伏流水等）。 

「その他必要と認められるもの」としては、降水量、降雨の水質、水田

の堪水深、地下構造物の分布、雨水貯留浸透施設の分布等が挙げられる。 

２ 調査の基本的手法 

現地調査及び文献そ

の他の資料による情報

の収集並びに当該情報

の整理及び解析 

イ 地下水の水質の状況 

地下水の水質の状況は、国、県又は市町村の実施した調査資料及び現地

調査によって、経時変化及び環境基準の適合状況等をとりまとめる。 

既存資料の整理・解析による場合、既存資料としては、参考資料１に示

したもののほか、 

・環境白書（青森県） 

・公共用水域及び地下水の水質測定結果（青森県） 

・青森県の水道（青森県） 

などが挙げられる。 

 現地調査によって水質に係る測定を行う場合には、既存の井戸及び観測

井等を利用して採水して実施する。必要に応じて河川、湖沼からも採水し

て行う。地下水の調査方法を参考資料２に示す。 

測定方法は、次に掲げる方法から項目に応じて適切なものを選定する。 

・「地下水の水質汚濁に係る環境基準について」（平成９年３月 13 日 環

境庁告示第 10 号）に定める方法 

・「水質汚濁に係る人の健康の保護に関する環境基準の測定方法及び要監

視項目の測定について」（平成５年環水規第 121 号） 

・「ダイオキシン類による大気の汚染、水質の汚濁及び土壌の汚染に係る

環境基準について」（平成 11 年 12 月 27 日 環境庁告示第 68 号）に定

める方法 

・「水質基準に関する省令」（平成４年５月 30 日 厚生省令第 69 号）に

定める方法 

・「水質汚濁防止法施行規則第６条の２の規定に基づく環境庁長官が定

める検定方法」（平成元年８月 21 日 環境庁告示第 39号）に定める方

法 

 

ロ 地下水の水位の状況 

地下水の水位の状況は、既存井戸等における測定等で把握するが、適切

な井戸が存在しない場合には、必要に応じて観測井を設け、静水位及び動

水位（揚水時の地下水位）を観測する。地下水の調査方法を参考資料２に

示す。 
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ハ 湧水の状況 

国、県又は市町村の実施した調査資料及び現地調査によって、現況及び

経時変化をとりまとめる。 

 現地調査で湧水の状況を把握する場合は、聞き取りあるいは現地踏査に

より湧水の位置及び湧出形態を把握し、必要に応じて湧出量、水質、水温

等を測定分析する。 

 

ニ 地下水の利用の状況 

地下水の利用の状況は、既存資料調査を基本とし、必要に応じて現地確

認あるいはアンケート調査等により把握する。揚水量は主な用途別に整理

する。また用途については飲用の有無に留意し整理する。どの帯水層の地

下水を利用しているかに留意することが重要である。 

地下水揚水量調査及び地下水利用実態調査について参考資料２に示す。 

  

ホ 地質の状況 

地質の状況は、既存の地質図やボーリング柱状図等の資料類をもとに把

握し、必要に応じて現地調査を実施する。現地調査は、地質踏査、物理探

査、ボーリング調査、揚水試験あるいは現場透水試験等を実施する。 

 

へ 河川の水位及び流量の状況その他必要と認められるものの状況 

国、県又は市町村の実施した調査資料、あるいは必要に応じて現地測定

を行い把握する。 

３ 調査地域 

地下水の水質及び水

位に係る環境影響を受

けるおそれがあると認

められる地域 

 

調査地域は、地質の特性及び選定項目についての拡散の特性を踏まえ、

対象事業の実施に伴って地下水の水質及び水位に係る環境影響を受ける

おそれがあると認められる地域とする。 

周辺の地形・地質及び土壌条件等を考慮し、事業特性（工法、掘削深度、

期間等）及び対象とする地下水の賦存状態（帯水層分布、被圧状況等）、

流動傾向、周辺の地下水利用状況等に応じて、環境に与える影響の内容及

び程度に配慮して設定する。 

４ 調査地点 

調査地域における地

下水の水質及び水位に

係る環境影響を予測

し、及び評価するため

に必要な情報を適切か

つ効果的に把握できる

地点 

 調査地点は、調査地域における地下水の水質及び水位に係る環境影響を

予測し、及び評価するために必要な情報を適切かつ効果的に把握できる地

点とする。 

地質の特性及び地下水の地域特性を踏まえ、調査地域内における地下水

の水質及び水位、地質・帯水層、地下水の利用、河川の水位等の状況を的

確に把握できるよう適切に配置する。 
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５ 調査期間等 

調査地域における地

下水の水質及び水位に

係る環境影響を予測

し、及び評価するため

に必要な情報を年間を

通じ、適切かつ効果的

に把握できる期間、時

期及び時間帯（必要に

応じて観測結果の変動

が少ないことが想定さ

れる時期に開始するよ

うに期間を設定する。） 

 調査期間等は、調査地域における地下水の水質及び水位に係る環境影響

を予測し、及び評価するために必要な情報を年間を通じ、適切かつ効果的

に把握できる期間、時期及び時間帯とする。 

 調査期間は通年の地下水状況を把握できるよう設定する。原則として 1

年以上とし、調査時期は豊水期、渇水期を含め年間４季・各季 1 回以上と

する。なお、降水状況が通常と極端に異なる場合や地下水の水質や水位に

異常な変化が見られた場合等は、調査期間の延長あるいは適正なデータ補

正を施す等して、予測に際しての精度の向上に努める必要がある。 

調査を実施する時間帯は、調査地点付近で大量の揚水や汚濁した水の放

流を伴う施設が稼動しているなど、地下水の水質及び水位が定常状態から

大きく逸脱する可能性の高い時間帯を避けて、設定する。 

６ 予測の基本的手法 

事例の引用又は解析 

対象事業の実施に伴う地下水の水質及び水位の状況の変化の程度を予

測する。 

予測にあたっては、対象事業の種類及び規模並びに地質・地下水の特性

を踏まえ、類似する事例の引用又は解析手法を用いて行うものとする。 

・水理公式による簡易計算 

・タンクモデル等による流出解析 

・シミュレーション手法等による地下水流動、水収支、物質移動等の数

値解析 

・モデル実験 

・経験式による予測 

・類似する事例を引用し推定する方法 

一般に、これらの手法を用いて地下水の流動形態（流向・流速等）ある

いは水収支を把握し、地下水位の分布状況および変化を予測する。水質の

予測は、把握された地下水流動形態に基づき対象物質の移動方向・移動速

度等を想定し、希釈効果等を加味して濃度分布を予測する。シミュレーシ

ョン手法等を用いて水質の予測を行う場合は、構築した地下水流動モデル

を用い、対象物質や地質の特性（溶解・比重・分散・吸着・生化学的変化

等の程度）に応じて項を追加し、濃度分布を求める。 

予測手法の選定にあたっては、必要となる諸条件や得られる結果の精

度、適用範囲等が異なる点に充分留意し、選定した予測手法を用いる必要

性についても検討した上で適切な手法を選択するよう心掛けることが重

要である。 

なお、事業が複数の計画案を持つ場合は、各案についての予測結果を比

較表にまとめて示す。また、想定される環境保全措置について、行わない

場合と行った場合の影響予測を対比して示す。 

また、予測の不確実性の程度が大きい場合、効果に係る知見が不十分な 



 

- 地下水 7 - 

技術指針別表第３ 解 説 

 環境保全措置を講ずる場合等において、環境影響の重大性に応じて、事後

調査を実施する。 

予測の主な方法について参考資料３に示す。 

７ 予測地域 

調査地域のうち、地

下水の水質及び水位に

係る環境影響を受ける

おそれがあると認めら

れる地域 

予測地域は、調査地域のうち地質の特性及び選定項目の拡散等の特性を

踏まえて、地下水の水質及び水位に係る環境影響をうけるおそれがあると

認められる地域とする。 

 

８ 予測地点 

予測地域における地

下水の水質及び水位に

係る環境影響を的確に

把握できる地点 

予測地点は、予測地域における地下水の水質及び水位に係る環境影響を

的確に把握できる地点とする。原則として調査地点（井戸、湧水地点等）

の中から選定するものとし、必要に応じてその他適切な地点を追加する。 

 

９ 予測対象時期等 

（１）工事の実施にお

いては、地下水の水質

及び水位に係る環境影

響が最大になる時期 

 

（２）土地又は工作物

の供用においては、定

常状態になる時期及び

地下水に係る環境影響

が最大になる時期（最

大になる時期を設定す

ることができる場合に

限る。）等、環境影響を

的確に把握できる時期 

 

予測対象時期は、工事の実施においては、工事の実施により発生する地

下水の水質及び水位に係る環境影響が最大になる時期とする。 

 

 

 

予測対象時期は、土地又は工作物の供用においては、対象事業の実施に

より発生する地下水の水質及び水位の変動が一定期間を経過して、定常状

態になる時期、及び地下水に係る環境影響が最大になる時期（最大になる

時期を設定することができる場合に限る。）等、環境影響を的確に把握で

きる時期とする。 

 

 【環境保全措置】 

 環境保全措置は、対象事業の計画策定の過程又は環境影響評価の結果を

基に、事業者により、実行可能な範囲内で、対象事業の実施に伴う地下水

の水質及び水位への影響を可能な限り回避、低減するための措置を検討す

る。また、この結果として、対象事業の実施による影響の回避、低減の程

度をできるだけ明らかにする。 

環境保全措置の一例を参考資料５に示す。 

（１）保全方法の検討 

環境保全措置の検討に当たっては、方法書で示した環境保全の考え方、

事業特性、地域特性、影響予測結果等に基づき、保全措置の検討項目、検 
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 討目標、検討手順・方針を設定する。環境保全措置の具体例を参考資料６

に示す。 

 

 

 

 

（２）検討結果の検証 

環境保全措置の複数案について、比較検討し、実行可能なよりよい技術

が取り入れられているか否か、対象事業の地下水環境に与える影響ができ

る限り回避、低減されているか否かを予測、検証する。 

 

（３）検討結果の整理 

検討結果の整理では、その内容、効果、不確実性について明らかにし、

整理する。 

 

【評 価】 

 環境保全措置の検討を行った場合には、その検討結果を踏まえ、対象事

業の実施による地下水の水質及び水位への影響が、事業者によって、実行

可能な範囲内で、できる限り回避又は低減されているか否か、さらに必要

に応じその他の方法により、環境保全への配慮が適正になされているか評

価する。 

（１）評価する事項 

 評価する事項は、予測した項目とする。 

 

（２）評価の方法 

イ 影響の回避、低減に係る評価 

 調査及び予測の結果並びに環境保全措置を検討した場合の結果を踏ま

え、対象事業の実施に伴う地下水の水質及び水位への影響が可能な限り回

避、低減されているか否か及びその程度について評価する。 

 

ロ 国又は青森県等が実施する環境保全施策との整合性 

調査及び予測の結果が、国又は青森県等が実施する環境保全の観点から

の施策による基準や目標と整合が図られているかどうかについて評価す

る。なお、現況が既に環境基準等を上回っている場合は、事業により現況

をさらに悪化させないよう回避、低減されているか、また、その程度につ

いて評価を行う。 

国又は青森県等が実施する環境保全施策に基づく基準等には、次のよう

なものがあり、これらと対比して評価する。 

・「水質汚濁に係る環境基準について」（昭和 46年 12 月 28 日 環境庁告

示第 59 号）及び「ダイオキシン類による大気の汚染、水質の汚濁及

び土壌の汚染に係る環境基準について」（平成 11 年 12 月 27 日 環境

庁告示第 68 号）に基づく環境基準 
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 ・水質汚濁防止法（昭和 45 年 12 月 28 日 法律第 138 号）に基づく排水

基準 

・土壌汚染対策法（平成 14年５月 22 日 法律第 53号）に定める基準 

・「水質汚濁に係る環境基準についての一部を改正する件及び地下水の

水質汚濁に係る環境基準についての一部を改正する件の施行等につ

いて（通知）」（平成 21 年 11月 30 日 環水大水発第 091130004 号、

環水大土発第 091130005号）に基づく要監視項目 

・「水質基準に関する省令」（平成４年５月 30 日 厚生省令第 69 号）に

基づく水質基準及び「水道水質に関する省令の制度及び水道法施行規

則の一部改正等について」（平成 15 年５月 30 日 健発第 11010004 号）

で設定されている水質管理目標設定項目 

・「ダイオキシン類対策特別措置法」（平成 11 年７月 16 日 法律第 105

号）及び「青森県公害防止条例」（昭和 47 年３月 25日 青森県条例第

2号）に基づく規制基準 

・「青森県環境計画」（青森県）に基づく目標及び施策 

 

 

 

 

 

 

【事後調査】 

（１）事後調査の必要性 

事後調査は、次に掲げる場合に行うものとする。 

イ 予測の不確実性の程度が大きいときに環境保全措置を講ずる場合 

・予測手法が研究段階あるいは開発途上にあり、検証した事例が少ない

など不確実な場合 

・予測を行った時点では、発生源に係る諸元や稼動条件の詳細が未定で、

概略の予測条件を設定した場合 

 

ロ 効果に係る知見が不充分な環境保全措置を講ずる場合 

・有害物質等の除去装置の効率が不確実な場合や、技術の適用事例が少

ない場合 

 

ハ 工事の実施中及び土地又は工作物の供用開始後において環境保全措

置の内容をより詳細なものにする場合 

 

ニ 代償措置を講ずる場合であって、当該代償措置による効果の不確実性

の程度及び当該代償措置に係る知見の充実の程度を踏まえ、事後調査が

必要であると認められる場合 

 

ホ 環境保全措置の効果を確認するまでに時間を要し、継続的な監視が必

要な場合 
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ヘ 予測の結果が国、県又は市町村による環境の保全の観点からの施策に

よって定められた基準値又は目標値と近接し、環境に影響を及ぼすおそ

れのある場合 

 

（２）事後調査の項目 

事後調査項目は、事後調査を実施する必要性に応じて適切に設定する。 

事後調査の項目及び手法は、必要に応じ専門家の助言を受けること等に

より、客観的かつ科学的根拠に基づき選定する。 

 

（３）事後調査の手法 

事後調査の手法は原則として、現況の調査手法に準ずる。 

  

（４）事後調査の期間等 

工事の実施に係る事後調査の時期は、工事の実施期間中とし、定期的に

実施する。 

土地又は工作物の存在及び供用に係る事後調査の期間は、施設等の稼動

状態の変動を考慮して、施設等の稼動が定常に達した後、少なくとも数年

程度とし、定期的に実施する。また、中間的な時期の予測を行った場合に

は、その時期も事後調査の対象とする。 

 

（５）事後調査結果の検討と実施 

事後調査の結果は、予測・評価の結果と比較検討する。これらの結果が

著しく異なる場合は、その原因を検討、究明する。 

また、事後調査結果を検討した結果、地下水の水質及び水位への影響が

大きいと判断された場合は、新たな環境保全措置を検討し、実施する。 

事後調査の終了並びに事後調査の結果を踏まえた環境保全措置の実施

及び終了の判断に当たっては、必要に応じ専門家の助言を受けることその

他の方法により客観的かつ科学的な検討を行うよう留意する。 
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＜参考資料＞ 

１．関連法規及び参考となる文献例 

関連法規等 

 

 

 

 

○環境基本法（平成5年11月19日 法律第 91号） 

○ダイオキシン類対策特別措置法（平成 11年7月 16日 法律第 105号） 

○水質汚濁防止法（昭和45年12月 25日 法律第 138号） 

○国土調査法（昭和26年６月１日 法律 180号） 

○気象業務法（昭和27年６月２日 法律 165号） 

○青森県公害防止条例（昭和47年３月 25日 青森県条例第２号） 

○青森県環境計画（青森県） 

参考となる文献 

 

 

○環境白書（青森県） 

○公共用水域及び地下水の水質測定結果（青森県） 

○青森県の水道（青森県） 

○環境アセスメントの技術（（社）環境情報科学センター、1999年） 

○地下水調査及び観測指針（案）（建設省河川局監修、1993年） 

○大気・水・環境負荷の環境アセスメント（Ⅱ）（環境省総合環境政策局、2001年） 

○地下水位年表（国土交通省河川局） 

○深井戸台帳（国土交通省土地局） 

○深井戸資料台帳（内閣府） 

○環境アセスメント技術ガイド（（一社）日本環境アセスメント協会、2017年3月） 
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２．地下水の調査方法 

（１）地下水位の変動図（例） 
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（２）地下水揚水量調査のフロー 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

    

 

 

（３）民家の井戸を利用した地下水利用実態調査票（例） 

 
井戸番号  調査年月日 平成 年 月 日 

井  

戸  

緒  

元 

井 戸 型 式 1.掘ぬき井戸（密閉井戸・開放井戸） 

2.ボーリング井戸 

3.打込み井戸 

4.湧水（横井戸） 

住 所                                      番地 

(ふりがな) 

氏 名 

電

話 

 

（  ） 

職   業 １.農業 ２.自営業 ３.会社員 ４.公務員 

５.その他（       ） 

項 目 内容及び実態 井 戸 構 造 

 

①井戸内径  ㎝  ②井戸外径  ㎝ 

③井戸高   ㎝  ④地盤高     m  

⑤井戸深度  m  ⑥実測水位   m 

井                                     

戸 

利 
 

用 
 

状 
 

況 

井戸所在地 番地 

種類 １.個人 ２.共同（   世帯   宅） 

用途 １.飲料用 ２.雑用 ３.不使用  

４.その他 

    １の時、他の利用状況（      ） 

調査時の 

可能性 

採水 １.可能    ２.不可能 

測水 １.可能    ２.不可能 

揚水機種類 １.手押ポンプ 

２.電動ポンプ（地上、水中） 

３.つるべ 

４.自噴 

５.その他（            ） 

使用人員 名（大人 名、小人 名、乳児 名） 

地下水位の状

況 

１.水量は多く涸れたことがない 

２.季節によって涸れることがある 

３.最近涸れやすくなった 

４.その他（                ） その他 

 

① 推定井戸年数     年 

② 深井戸    a.有  b.無 地下水質の状

況 

１.生水で利用している 

２.沸騰してから利用している 

３.水質が悪く利用していない 

４.その他（               ） 

 

上水道の普及

状況 

１.上水道は入っていない 

２.上水道と併用 

  a上水道が主 b地下水が主 
現況見取図  備      考 

下水道の普及

状況 

１.下水施設あり 

２.し尿類の自家処理あり 

３.普及していない 

  aくみ取り b堆肥利用 

  cその他（                ） 

  

井戸周辺の地形 １.沖積地 ２.河川に近い（30m以内）沖積地又は

洪積地 ３.段丘 ４.扇状地 ５.丘陵 ６.山地 

７.山間低地  

８.その他（             ） 

出典：「地下水調査及び観測指針（案）」（建設省河川局監修、1993年）山海堂 

 

  

調査対象
の検討 

 

事前調査 
(メール調査) 

 

実態調査
の実施 集計作業 データベース化 

(井戸一覧表) 

対象地域の設定 

対象事務所の選定等 

 

井戸有無に関するメー

ル調査（アンケート、聞
き込み、踏査） 

 

訪問調査形式 
訪問調査 揚水量 

井戸諸元 

井戸分布 

調査項目、調査形式等 

 

調査票作成 

回 収 

 
チェック 

メッシュ記入・井戸分布図 

 
集計方法の
検討 

 

プログラム
作成 

統計・解析処
理 
 

 地域的揚水量 

帯水層別揚水量 

地下水の歴史 

地下水位変動状況 

揚水特性 

地下水需要分析 

 

集計整理 

（表現）方法 

解析目的・データ

べースの検討 

出典：「公害と防止対策 地下水と地盤沈下対策」（環境庁水質保全局企画課編、1978年）白亜書房 
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３．予測方法 

 

（１）地下水流動解析の一般的フロー 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：「地下水調査及び観測指針（案）」（建設省河川局監修、1993年）山海堂 

 

 

 

 

 

 

 

  

目 的 

地下水調査結果 

解析モデルの作成 

   ・境界域の設定         分水嶺 

                   河川 

                   山地境界 

                   下限境界 

   ・モデルの選定         三次元モデル 

                   準三次元モデル 

                   断面ニ次元モデル 

               平面二次元モデル 

                   一次元モデル 

 

   ・要素分割           多角形要素 

                   直方体要素など 

 

  条件設定 

     ・初期条件      地下水位 

     ・境界条件      水位境界 

               流量境界 

     ・外的条件      降水 

               揚水量 

               注水量 

               その他 

 

水文地質構造等 

      モデルの内挿検定 

          同定計算      地下水位 

                   表流水流量 

                   湧水量など 

 

モデルの妥当性 

 

  予測計算 

     ・将来計画の条件 

     ・対策工の条件 

 

地下水の開発・管理 

・保全等の検討 

Yes 

No 
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（２）地下水流動解析モデルの特性比較表（１） 

モデル 適 用 条 件 基 礎 方 程 式 

一次元モデル 一方向のみの流れについて適用され

る。帯水層の水頭低下に伴う加圧層の圧

密沈下予測によく用いられる。 

 

 

平面二次元モデル 近似的に鉛直方向の流れがなく、水平

方向の流れで代表できる条件に適用され

る。比較的広域な地下水流動を平面的に

とらえる場合に適している。 

 

 

断面二次元モデル 断面の垂直方向には水の出入りがない

こと及び、多層構造の場合各層の流れの

方向は平面的に同一方向であるとの仮定

のもとに適用される。 

複数の層構造からなる帯水層の水頭変

化の状況を解明することに適している。

特に地下掘削に伴う地下水障害の問題や

その対策工の検討を行う場合、多層構造

を取り扱うことが多くこの断面二次元モ

デルがよく使われる。水路、河川堤防、道

路といった長い構造物と周辺地下水の問

題を取り扱うのに適している。 

 

 

準三次元 

モデル① 

 半透水性の加圧層を
考慮した多層構造を取

り扱う方法 

複数の帯水層と半透水性の加圧層から

なる地盤構成の地下水の流動を解析する

ときに用いられる。 

帯水層内は水平方向のみの流動であ

り，加圧層内は水平方向の流動は無視す

る仮定に基づく。 

地盤沈下や地下水開発を検討する場合

に適している。 

 

 

 

 
 

 

ここに、(K’/b’）・（h-H）は半透水性の加圧層を通じた漏水
量であり、加圧層からの絞り出しがある場合は、さらに絞り

出し量 Sqの項を加える必要がある。 

準三次元 

 モデル② 
 地盤の水理定数を地

下水位の関数として多

層構造を取り扱う方法 

鉛直方向の流動が微小であるとして無

視する Dupuit－Forchheimer の仮定のも

とに、多層の透水層からなる帯水層での

地下水流動を解析するときに用いられ

る。複数の透水層の水理定数（透水量係

数、貯留係数）を地下水位の関数として求

め、解析を行う方法である。 

このモデルは地下水位が低下し、被圧

帯水層から不圧帯水層になったり、基盤

まで地下水位が低下するような場合、透

水量係数や貯留係数が帯水層の状態に応

じて変化するため，水理定数を地下水位

の関数として変化させるモデルとしてあ

る。平面二次元解析に比べて多層構造の

水理定数を考慮している点で優れてい

る。広域の地下水流動を平面的にとらえ

る場合でしかも地下水位の変動量が大き

い場合に適している。 

 

 

 
 

 

 
 

 

 
 複数の帯水層の透水量係数 Tを地下水位（水頭）hの関

数として、以下のように求める。 

T(h)=K1・b1+K2・K3・b2+K3・b3+… 
また、貯留係数 Sは同様に以下のように求める。 

S(h)=SS1・b1+SS2・b2+SS3・b3+… 
ここに 
K1，K2，K3    ：帯水層1,2,3の透水係数 

b1，b2，b3    ：帯水層 1,2,3の層厚 

SS1，SS2，SS 3  ：帯水層1,2,3の比貯留係数 
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地下水流動解析モデルの特性比較表（２） 

モデル 適 用 条 件 基 礎 方 程 式 

準三次元 

モデル③ 
 鉛直スライス法 

三次元の領域を断面二次元でスライス

に分割し、スライス内は独立に飽和－不
飽和断面二次元解析法により解析を行う

方法である。スライス間はダルシー則に

従った二次元要素を用いて流量を求め、
その流量を用いて断面二次元解析に反映

させ、何回か交互に繰り返す手法をとっ

ている。 
岩盤の割れ目が卓越している場や断層

破砕帯が存在する場での地下水流動を取

り扱う場合にこのモデルの特徴が生かさ
れる。トンネル掘削に伴う三次元的湧水

問題などを検討する場合に有利である。 

 

 

 
 

 

 
 

ここに、jの添え字は j番目のスライスを表わす。 

 
     スライス内は飽和－不飽和二次元浸透流解析 

     hj     ：圧力水頭 

     Kj（hj)  ：不飽和透水係数 
         （＝Ks・Kr（h）） 

     Ks      ：飽和透水係数 

     Kr(h)    ：比透水係数 
     Cj（hj） ：比水分容量（∂θ／∂h） 

     θ    ：体積含水率 

     α    ：不飽和領域＝0、飽和領域＝1 
     Ssj    ：比貯留係数（∂n／∂h） 

     n     ：間隙率 

     Wj     ：スライスの厚さ 
     Qj      ：j番目のスライス内及び前後の流量 

 

三次元モデル 三次元領域のすべてに適用されるもの
である。 

ただし，情報量が膨大となるので経済

的にも技術的にも負担は大きい。 

 

 
Kxx ：X方向の透水係数 

Kyy ：Y方向の透水係数 

Kzz ：Z方向の透水俵数 
S ：貯留係数 

Ss ：比貯留係数 

h ：地下水位（水頭） 
H ：上部帯水層の水頭 

W ：涵養量または揚水量 

Txx ：X方向の透水量係数（＝Kx・b） 
Tyy ：y方向の透水量係数（＝Kr・b） 

b ：帯水層の層厚 

K' ：半透水層の透水係数 
b' ：半透水層の層厚 

 

 
出典：「地下水調査及び観測指針（案）」（建設省河川局監修、1993年）山海堂 
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（３）各事業における影響要因と周辺地下水への影響の例 

事業区分 影響要因 周辺地下水への影響 

道路・鉄道 

工事の 

実 施 

掘削工事、トンネル

掘削、掘割工事等 

地下水の排水による水位低下 

地中連続璧等による水位の上昇・低下 

存在及 

び供用 

トンネル、掘割道

路、盛土等 

トンネル湧水等による水位低下 

地下水流動の遮断による水位上昇・低下 

ダム・河川 

工事の 

実 施 

掘削工事、排水工事

等 

地下水排水による地下水位低下 

堰止による地下水位の上昇・低下 

存在及 

び供用 ダム、堰、放水路 

堤体上流域の地下水位上昇・堤体下流域の地下水位低下 

流量変化による水循環の変化 

地下水温の変化 

その他の 

開発事業注） 

工事の 

実 施 

掘削工事、排水工事

等 

地下水の排水による水位低下 

地中連続璧等による水位の上昇・低下 

存在及び

供用 
土地被覆変化 

大規模な地形変形による地下水流動や水質の変化 

地下水涵養量の変化による水循環の変化 

注）飛行場、埋立て、干拓、廃棄物最終処分場、土地区画整理、住宅市街地開発、工業団地、新都市整備、 

流通業務基盤整備、流通業務団地造成事業等 

出典：大気・水・環境負荷の環境アセスメント（Ⅱ）、環境省総合環境政策局編、2001年 

 

 

（４）地下水挙動に影響を与える可能性のある工事内容の例 

種   別 工   種 

土    工 掘削（床掘）工、盛土（埋戻）工 

杭 打 工 ・ 引 抜 工 打撃工・振動工 

基   礎   工 場所杭打工 

ト ン ネ ル 工 

橋 梁 下 部 工 
圧気ケーソン工、圧気シールド工 

仮   設    工 水替工、遮水性山留め工、地中連続璧等、仮締切り工、中間杭、棚杭 

地 盤 改 良 工 載荷工、排水工、薬液注入工、締固め工、地下水位低下工 

ア ン カ ー 工 グランドアンカー 

地  盤  調  査 地質調査（ボーリング） 

出典：大気・水・環境負荷の環境アセスメント（Ⅱ）、環境省総合環境政策局編、2001年 
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４．環境基準等 

（１）地下水の水質汚濁に係る環境基準（平成９年３月13日環境庁告示第 10号） 

項   目 基 準 値 測 定 方 法 

カドミウム 0.003mg／L以下 日本工業規格（以下「規格」という。）K0102の 55.2、55.3又は 55.4

に定める方法 

全シアン 検出されないこと。 規格 K0102の 38.1.2及び 38.2に定める方法、規格K0102の38.1.2

及び 38.3に定める方法又は規格 K0102の 38.1.2及び 38.5に定め

る方法 

鉛 0.01mg／L以下 規格 K0102の 54に定める方法 

六価クロム 0.02mg／L以下 規格 K0102の 65.2に定める方法（ただし、規格 K0102の 65.2.6に

定める方法により塩分の濃度の高い試料を測定する場合にあって

は、規格K0170-7の 7の a)又は b)に定める操作を行うものとする。） 

砒素 0.01mg／L以下 規格 K0102の 61.2、61.3又は 61.4に定める方法 

総水銀 0.0005mg／L以下  昭和 46年 12月環境庁告示第59号（水質汚濁に係る基準について）

（以下「公共用水域告示」という。）付表 1に掲げる方法 

アルキル水銀 検出されないこと。 公共用水域告示付表2に掲げる方法 

ＰＣＢ 検出されないこと。 公共用水域告示付表3に掲げる方法 

ジクロロメタン 0.02mg／L以下 規格 K0125の 5.1、5.2又は 5.3.2に定める方法 

四塩化炭素 0.002mg／L以下 規格 K0125の 5.1、5.2、5.3.1、5.4.1又は 5.5に定める方法 

塩化ビニルモノマー 0.002mg／L以下 付表に掲げる方法 

1,2－ジクロロエタン 0.004mg／L以下 規格 K0125の 5.1、5.2、5.3.1又は 5.3.2に定める方法 

1,1－ジクロロエチレン 0.1mg／L以下 規格 K0125の 5.1、5.2又は 5.3.2に定める方法 

1,2－ジクロロエチレン 0.04mg／L以下 シス体にあっては規格K0125の 5.1、5.2又は 5.3.2に定める方法、

トランス体にあっては、規格K0125の 5.1、5.2又は 5.3.1に定める

方法 

1,1,1－トリクロロエタン 1mg／L以下 規格 K0125の 5.1、5.2.5.3.1、5.4.1又は 5.5に定める方法 

1,1,2－トリクロロエタン 0.006mg／L以下 規格 K0125の 5.1、5.2、5.3.1、5.4.1又は 5.5に定める方法 

トリクロロエチレン 0.01mg／L以下 規格 K0125の 5.1、5.2、5.3.1、5.4.1又は 5.5に定める方法 

テトラクロロエチレン 0.01mg／L以下 規格 K0125の 5.1、5.2、5.3.1、5.4.1又は 5.5に定める方法 

1,3－ジクロロプロペン 0.002mg／L以下 規格 K0125の 5.1、5.2又は 5.3.1に定める方法 

チウラム 0.006mg／L以下 公共用水域告示付表4に掲げる方法 

シマジン 0.003mg／L以下 公共用水域告示付表5の第 1又は第 2に掲げる方法 

チオベンカルブ 0.02mg／L以下 公共用水域告示付表5の第 1又は第 2に掲げる方法 

ベンゼン 0.01mg／L以下 規格 K0125の 5.1、5.2又は 5.3.2に定める方法 

セレン 0.01mg／L以下 規格 K0102の 67.2、67.3又は 67.4に定める方法 

硝酸性窒素及び亜硝酸性窒素 10mg／L以下 硝酸性窒素にあっては規格 K0102 の 43.2.1、43.2.3、43.2.5 又は

43.2.6 に定める方法、亜硝酸性窒素にあっては規格 K0102 の 43.1

に定める方法 

ふっ素 0.8mg／L以下 規格 K0102 の 34.1 若しくは 34.4 に定める方法又は規格 K0102 の

34.1c)（注(6)第三文を除く。）に定める方法（懸濁物質及びイオン

クロマトグラフ法で妨害となる物質が共存しない場合にあっては、

これを省略することができる。）及び公共用水域告示付表６に掲げる

方法 

ほう素 1mg／L以下 規格Ｋ0102の 47.1､ 47.3又は 47.4に定める方法 

1,4-ジオキサン 0.05mg／L以下 公共用水域告示付表7に掲げる方法 

 備考 

 1 基準値は年間平均値とする。ただし、全シアンに係る基準値については、最高値とする。 

 2 「検出されないこと」とは、測定方法の欄に掲げる方注により測定した場合において、その結果が当該方法の定量限界を下回

ることをいう。 

 3 硝酸性窒素及び亜硝酸性窒素の濃度は、規格 K0102の 43.2.1、43.2.3、43.2.5又は 43.2.6により測定された硝酸性イオンの

濃度に換算係数 0.2259を乗じたものと規格 K0102の 43.1により測定された亜硝酸性イオンの濃度に換算係数 0.3045を乗じた

ものの和とする。 

 4 1，2―ジクロロエチレンの濃度は、規格K0125の 5.1、5.2又は 5.3.2により測定されたシス体の濃度と規格K0125の 5.1、5.2

又は 5.3.1により測定されたトランス体の濃度の和とする。 
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（２）ダイオキシン類による大気の汚染、水質の汚濁（水底の底質の汚染を含む。）及び土壌の汚染に係る環境基

準について（平成 11年 12月 27日環境庁告示第 68号） 

媒  体 基  準  値 測 定 方 法 

水質（水底の底質

を除く。） 

年間平均値１pg-TEQ／L 以下 

 

日本工業規格 K0312に定める方法 

 備 考 

 １ 水質の汚濁（水底の底質の汚染を除く。）に係る環境基準は、公共用水域及び地下水について適用する。 

２ 基準値は、2,3,7,8−四塩化ジベンゾ−パラ−ジオキシンの毒性に換算した値とする。 
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（３）地下浸透基準 (水質汚濁防止法施行規則（昭和 46年６月 19日総理府・通商産業省令第２号）第 6条の 2) 

水質汚濁防止法第８条の「特定地下浸透水が有害物質を含むもの」の要件は，「水質汚濁防止法施行規則
第六条の二の規定に基づく環境大臣が定める検定方法」（平成元年 8月 21 日 環境庁告示第 39 号）におい
て、有害物質の種類ごとに環境大臣が定める方法により特定地下浸透水の有害物質による汚染状態を検定し
た場合において、当該有害物質が検出されることとする。 

有害物質の種類 検 定 方 法 浸透基準 

カドミウム及びその化合物 日本工業規格 K0102(以下｢規格｣という｡)55 に定める方法(ただし､
規格 55･1に定める方法にあっては規格55の備考 1に定める操作を
行うものとする｡) 

カドミウム0.001 mg/L 

 

シアン化合物 規格 38.1.2及び38.2に定める方法又は規格38.1.2及び 38.3に定
める方法 

シアン0.1 mg/L 

有機燐化合物(パラチオン､メ
チルパラチオン､メチルジメト
ン及びEPNに限る。) 

昭和 49年 9月環境庁告示第 64号[環境大臣が定める排水基準に係
る検定方法](以下｢排水基準告示｣という｡)付表1に掲げる方法 

0.1 mg/L 

鉛及びその化合物 規格 54に定める方法(ただし､54.1に定める方法にあっては規格 54
の備考1に定める操作を､54.3に定める方法にあっては規格54の備
考3に定める操作を行うものとする｡) 

鉛 0.005 mg/L 

六価クロム化合物 規格 65.2.1に定める方法(着色している試料又は六価クロムを還元
する物質を含有する試料で検定が困難なものにあっては､規格 65の
備考15のb)(第1段を除く｡)及び規格65.1に定める方法) 

六価クロム 0.04 mg/L 

砒素及びその化合物 規格61に定める方法 砒素0.005 mg/L 

銀及びアルキル水銀その他の
水銀化合物 

昭和 46年 12月環境庁告示第 59号[水質汚濁に係る環境基準につい
て](以下｢環境基準告示｣という｡)付表1に掲げる方法 

水銀 0.0005 mg/L 

アルキル水銀化合物 環境基準告示付表2及び排水基準告示付表3に掲げる方法 アルキル水銀 0.0005 mg/L 

ポリ塩化ビフェニル 環境基準告示付表3に掲げる方法 0.0005 mg/L  

トリクロロエチレン 日本工業規格K0125の5.1､5.2､5.3.2､5.4.1又は5.5に定める方法 0.002 mg/L 

テトラクロロエチレン 日本工業規格K0125の5.1､5.2､5.3.2､5.4.1又は5.5に定める方法 0.0005 mg/L 

ジクロロメタン 日本工業規格K0125の5.1､5.2､5.3.2又は5.4.1に定める方法 0.002 mg/L 

四塩化炭素 日本工業規格K0125の5.1､5.2､5.3.2､5.4.1又は5.5に定める方法 0.0002 mg/L 

塩化ビニルモノマー 平成9年3月環境庁告示第10号（地下水の水質汚濁に係る環境基準

について）付表に掲げる方法 

0.0002 mg/L 

1,2-ジクロロエタン 日本工業規格K0125の5.1､5.2､5.3.2又は5.4.1に定める方法 0.0004 mg/L 

1,1-ジクロロエチレン 日本工業規格K0125の5.1､5.2､5.3.2又は5.4.1に定める方法 0.002 mg/L 

シス-1,2-ジクロロエチレン 日本工業規格K0125の5.1､5.2､5.3.2又は5.4.1に定める方法 0.004 mg/L   

1,1,1-トリクロロエタン 日本工業規格K0125の5.1､5.2､5.3.2､5.4.1又は5.5に定める方法 0.0005 mg/L 

1,1,2-トリクロロエタン 日本工業規格K0125の5.1､5.2又は5.3.1に定める方法 0.0006 mg/L 

1,3-ジクロロプロペン 日本工業規格K0125の5.1､5.2､5.3.2又は5.4.1に定める方法 0.0002 mg/L 

チウラム 環境基準告示付表4に掲げる方法 0.0006 mg/L 

シマジン 環境基準告示付表5の第1又は第2に掲げる方法 0.0003 mg/L 

チオベンカルブ 環境基準告示付表5の第1又は第2に掲げる方法 0.002 mg/L 

ベンゼン 日本工業規格K0125の5.1､5.2､5.3.2又は5.4.2に定める方法 0.001 mg/L 

セレン及びその化合物 規格67.2又は67.3に定める方法 セレン0.002 mg/L 

アンモニア、アンモニウム化合

物、亜硝酸化合物及び硝酸化合

物  

アンモニア又はアンモニウム化合物にあっては規格42.2､42.3、42.5
又は 42.6 に定める方法により検定されたアンモニウムイオンの濃
度に換算係数 0.7766 を乗じてアンモニア性窒素の量を検出する方
法、亜硝酸化合物にあっては規格43.1に定める方法により検定され
た亜硝酸イオンの濃度に換算係数 0.3045 を乗じて亜硝酸性窒素の
量を検出する方法、硝酸化合物にあっては規格43.2.5に定める方法
により検定された硝酸イオンの濃度に換算係数 0.2259 を乗じて硝
酸性窒素の量を検出する方法 

アンモニア又はアンモニウ
ム化合物にあっては、アンモ
ニア性窒素0.7 mg/L、亜硝酸
化合物にあっては、亜硝酸性
窒素 0.2 mg/L、硝酸化合物
にあっては、硝酸性窒素0.2 
mg/L 

ほう素及びその化合物 規格47に定める方法又は環境基準告示付表7に掲げる方法 ほう素0.2 mg/L 

ふっ素及びその化合物 規格34に定める方法又は規格34.1 C)(注(6)第三文を除く｡)に定め
る方法及び環境基準告示付表6に掲げる方法 

ふっ素0.2 mg/L 

1,4-ジオキサン 環境基準告示付表7に掲げる方法 0.005mg/L 

注)この表の中欄に掲げる検定方法により左欄に掲げる有害物質を検定した場合において、｢当該有害物質が検出されること｣とは、同
表の右欄に掲げる値以上の有害物質が検出される場合である。 

  



 

- 地下水 資料 11 - 

（４）土壌汚染対策法に係る地下水基準  

（土壌汚染対策法施行規則(平成 14年 12月 26日 環境省令第 29号) 別表第 1） 

特定有害物質の種類 地下水基準 

カドミウム及びその化合物 １リットルにつきカドミウム 0.01 ミリグラム以下であ

ること。 

六価クロム化合物 １リットルにつき六価クロム 0.05 ミリグラム以下であ

ること。 

2-クロロ-4,6-ビス(エチルアミノ)-1,3,5-トリアジ

ン 

（シマジン） 

１リットルにつき 0.003ミリグラム以下であること。 

シアン化合物 シアンが検出されないこと。 

N,N-ジエチルチオカルバミン酸S-4-クロロベンジル 

（チオベンカルブ） 
１リットルにつき 0.02ミリグラム以下であること。 

四塩化炭素 １リットルにつき 0.002ミリグラム以下であること。 

1,2-ジクロロエタン １リットルにつき 0.004ミリグラム以下であること。 

1,1-ジクロロエチレン １リットルにつき 0.1ミリグラム以下であること。 

シス-1,2-ジクロロエチレン １リットルにつき 0.04ミリグラム以下であること。 

1,3-ジクロロプロペン １リットルにつき 0.002ミリグラム以下であること。 

ジクロロメタン １リットルにつき 0.02ミリグラム以下であること。 

水銀及びその化合物 １リットルにつき水銀0.0005ミリグラム以下であり、か

つ、アルキル水銀が検出されないこと。 

セレン及びその化合物 １リットルにつきセレン 0.01 ミリグラム以下であるこ

と。 

テトラクロロエチレン １リットルにつき 0.01ミリグラム以下であること。 

テトラメチルチウラムジスルフィド 

（チウラム） 
１リットルにつき 0.006ミリグラム以下であること。 

1,1,1-トリクロロエタン １リットルにつき１ミリグラム以下であること。 

1,1,2-トリクロロエタン １リットルにつき 0.006ミリグラム以下であること。 

トリクロロエチレン １リットルにつき 0.03ミリグラム以下であること。 

鉛及びその化合物 １リットルにつき鉛0.01ミリグラム以下であること。 

砒素及びその化合物 １リットルにつき砒素0.01ミリグラム以下であること。 

ふっ素及びその化合物 １リットルにつきふっ素 0.8 ミリグラム以下であるこ

と。 

ベンゼン １リットルにつき 0.01ミリグラム以下であること。 

ほう素及びその化合物 １リットルにつきほう素１ミリグラム以下であること。 

ポリ塩化ビフェニル 検出されないこと。 

有機りん化合物（パラチオン、メチルパラチオン、メ

チルジメトン及びＥＰＮに限る。以下同じ。） 
検出されないこと。 
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５．環境保全措置の例 

影響時期 環境保全措置 

工事中 ①水質汚濁に対する防止策 

・不透水シートの敷設や矢板等による遮水壁の設置。 

・地盤を不透水性に改良すること等による有害物質等の地下浸透防止。 

・沈砂池、排水処理施設、集水施設等の設置による有害物質等の流出防止。 

・有害物質等の使用削減及び含有害物質等の資材の利用削減。 

②水位変動に対する防止策 

・地下水位低下工法の代替工法（水中工法、地中連続壁工法、地盤改良等）を選択する。 

・地中連続壁工法・矢板内での地下水位低下工法の実施。 

・復水（リチャージ）工法の採用（復水後の水質に注意）。 

施設等の存在

及び供用 

①地中構造物設置に伴う地下水流動阻害の防止策 

・地中構造物が自由（不圧）地下水層（帯水層）を部分的に遮断する場合には、充分な通水面

積が確保されるよう留意する。地下水位変動の許容範囲を超えて帯水層を遮断する場合又は

完全に遮断する場合には構造物の底部に地下水連通パイプ等の通水設備を設ける。 

・表層が難透水層であり、構造物がその中に位置する場合には、特に地下水流動の遮断に関す

る問題は生じないが、構造物がその下位の帯水層に及ぶ場合には前項と同様の措置を取る。 

②開発事業に伴う浸透能低下の防止策 

・開発に伴う地下浸透能の低下を予防するため、可能な限り森林や水田等を保全するととも

に、緑地の整備を図る。 

・浸透トレンチ、浸透マス、透水性舗装等の雨水浸透施設を設置する。 

 

 

 



 

 

 

 

 

 

 

（４）水象 

  



（４） 水象   
             
  

１ 調査すべき情報 
  

（１）選定項目に係る環境要素

の現状に関する状況 

  
 河川、湖沼又は海域の状況 

  
① 河川の状況         

           
           

② 湖沼の状況            
            
           

③ 海域の状況   
            
     

（２）その他の情報 
  

イ 水利用の状況 
  

① 利水の状況          

            
        

ロ 降水量等の気象の状況、地形・地質

の状況、植生、土地利用の状況その

他必要と認められるものの状況 

  
② 水面の利用の状況           

           
           
            
  

２ 調査の基本的手法 
  

 
  

 
  

         

    
 

  
 

      

 
 

３ 調査地域 
  

          
            

 
 

４ 調査地点           
            

 
 

５ 調査期間等           
            

 
 

６ 予測の基本的手法 
  

 
  

         
            

 
 

７ 予測地域      
      

        
     

 
 

８ 予測地点 
  

 
  

         

       
 

     

 
 

９ 予測対象時期等 
  

（１）工事の実施においては，水

象に係る環境影響が最大に

なる時期 

         

           

            
     （２）土地又は工作物の存在及

び供用においては、定常状態
になる時期及び水象に係る
環境影響が最大になる時期
（最大になる時期を設定する
ことができる場合に限る。）
等、環境影響を的確に把握
できる時期 

      
           
           
           

           

            

 
 

評価 
  

（１）評価する事項          
            

    
 

（２）評価の方法 
  

イ 影響の回避・低減に係る評価       
            
        ロ 国又は青森県等が実施する環境保

全施策との整合性 
   

           
            

 
 

事後調査 
  

（１）事後調査の項目 
  

イ 予測の不確実性の程度が大きいと

きに環境保全措置を講ずる場合 
        

           

    
 

（２）事後調査の手法        

       

 
ロ 効果に係る知見が不十分な環境保

全措置を講ずる場合 
    

    
 

（３）事後調査の期間等        
        ハ 工事の実施中及び土地又は工作物

の供用開始後に環境保全措置の内

容をより詳細なものにする場合 

   
       

 
    

           

            
        ニ 代償措置を実施する場合にその不

確実性の程度及び知見の充実の程

度を踏まえて事後調査が必要である

と認められる場合 

   
           
           

           

            
        ホ 環境保全措置の効果を確認するま

でに時間を要し、継続的な監視が必
要な場合 

   

           

            
        ヘ 予測の結果が国、県又は市町村に

よる環境の保全の観点からの施策に
よって定められた基準値又は目標値
と近接し、環境に影響を及ぼすおそれ
のある場合 
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（４）水象 

技術指針別表３ 解 説 

１ 調査すべき情報 

 

 

 

 

 

 

 

 

（１）選定項目に係る環境

要素の状況に関する情報 

河川、湖沼又は海域の状況 

 

①河川の状況 

河川の位置、規模、流域、

断面構造等 

河川の流量及び流域の

雨水等の流出・浸透の状況 

②湖沼の状況 

湖沼の位置、面積、水深、

流域等 

湖沼の水位、貯水量、流

入出量、滞留日数等 

流域の雨水等の流出・浸

透の状況 

③海域の状況 

 海域形状、海底地形、潮

位、潮流・沿岸流、流入河

川の状況等 

 鉛直安定度、拡散係数等 

次に掲げる項目の中から、事業特性及び地域特性を勘案して、予測

及び評価を行うために必要なものを選択する。 

地域特性等を把握する上で参照すべき関連法規、参考となる文献を

参考資料 1 に示す。 

地域特性等については時間的に変化するものであることに留意し、

現在の情報のみならず、過去の状況の推移及び将来の状況についても

入手可能な最新の文献、資料等により可能な範囲で把握する必要があ

る。 
 

（１）選定項目に係る環境要素の現状に関する情報 

 河川、湖沼又は海域の状況 

 

 

①河川の状況 

河川の位置、規模、流域、断面構造等 

河川の流量及び流域の雨水等の流出・浸透の状況 

利得河川、損失河川、天井川、伏流水等 

 

②湖沼の状況 

湖沼の位置、面積、水深、流域等 

湖沼の水位、貯水量、流入出量、滞留日数等 

流域の雨水等の流出・浸透の状況 

   

 

 

③海域の状況 

海域形状、海底地形、潮位、潮流・沿岸流、流入河川の状況等 

鉛直安定度、拡散係数等 

 

（２）その他の情報 

イ 水利用の状況 

①利水の状況 

 上下水道、農業用水、工

業用水等の取水位置、用

途、規模等 

②水面の利用の状況 

 漁業権の状況（設定位

置、季節、漁獲量、漁業組

合の状況等） 

 

ロ 降水量等の気象の状

況、地形・地質の状況、植 

（２）その他の情報 

イ 水利用の状況 

①利水の状況 

  上下水道、農業用水、工業用水等の取水位置、用途、規模等 

   

 

②水面の利用の状況 

  漁業権の状況（設定位置、季節、漁獲量、漁業組合の状況等） 

 

 

 

ロ 降水量等の気象の状況、地形・地質の状況、植生、土地利用の状

況その他必要と認められるものの状況 
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生、土地利用の状況その他

必要と認められるものの

状況 

・気象の状況：対象事業の実施区域等の降水量の状況（月別平均降水

量、年間総降水量、降雨日数、確率降雨強度、降雨強度式等） 

・植生の状況：雨水等の流出及び浸透に影響を及ぼす植物の生育状況 

２ 調査の基本的手法 

 現地調査及び文献その

他の資料による情報の収

集並びに当該情報の整理

及び解析 

 調査の基本的な手法は、文献その他の入手可能な資料及び現地調査

による情報収集並びに当該情報の整理及び解析とする。 

（１）水域の状況 

文献その他の入手可能な資料により、水域（河川、湖沼等）の現状

を調査する。現地調査は、「水質調査方法」、「海洋観測指針」に定める

方法又はその他適切な方法による。 

 

（２）気象の状況 

文献その他の入手可能な資料により、気象（気温、降水量等）の状

況を調査する。現地調査は、「地上気象観測指針」、「船舶気象観測指針」

に定める方法又はその他適切な方法による。 

 

（３）地形及び地質等の状況 

文献その他の入手可能な資料により、地形及び地質等の状況を調査

する。現地調査は、地質についてはボーリング調査、物理探査等の方

法、土質については、「土質調査法」、「地盤調査法」（いずれも地盤工

学会）等に準拠する方法による。 

 

（４）その他必要事項 

文献その他の入手可能な既存資料から、事業特性に応じ、必要事項

について、数年間の観測結果を収集する。 

３ 調査地域 

 水象の特性を踏まえ、水

象に係る環境影響を受け

るおそれがあると認めら

れる地域 

水域、気象、地形及び地質等の特性を踏まえ、水象に係る環境影響

を受けるおそれがあると認められる地域とし、流量や水位の変化が想

定される下流側の地域を中心に文献調査等で把握した水系、地形・地

質、利水及び水面利用等の条件を考慮する。なお、対象事業実施区域

の上流側は、集水域に留意して適宜含める。 

４ 調査地点 

 水象の特性を踏まえ、調

査地域における河川の流

量、湖沼の水位並びに海域

の流向及び流速に係る環

境影響を予測し、及び評価

するために必要な情報を

適切かつ効果的に把握で

きる地点 

水域、気象、地形及び地質等の特性を踏まえ、調査地域における水

象に係る環境影響を予測し、及び評価するために必要な情報を適切か

つ効果的に把握できる地点とし、調査項目（流量、水位、降水量等）

の特性、重点化の程度や予測手法に応じて設定する。 
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５ 調査期間等 

 水象の特性を踏まえ、調

査地域における河川の流

量、湖沼の水位並びに海域

の流向及び流速に係る環

境影響を予測し、及び評価

するために必要な情報を

年間を通じ、適切かつ効果

的に把握できる期間及び

時期（水象の種類に応じ四

季変化について、考慮する

ものとし、必要に応じて観

測結果の変動が少ないこ

とが想定される時期に開

始するように期間を設定

する。） 

調査期間は、年間を通じた状況を把握できるように設定する。また、

調査時期は、豊水又は、渇水等の季節変動等を考慮する。なお、海域

水象については年間の季節変動等を把握できる期間とする。 

６ 予測の基本的手法 

 数理モデルによる理論

計算、水理模型実験又は事

例の引用若しくは解析 

（１）予測項目 

 対象事業の実施により変化する流況、水位等の水象とする。 

 

（２）予測方法 

事業特性、地域特性を勘案して、次に掲げる予測方法から適切なも

のを選択し、又は組み合わせる。 

・数理モデルを用いた予測式による方法 

・水理模型実験による方法 

・類似事例から推定する方法 

・その他適切な方法 

また、予測方法は、予測条件を明らかにした上で、適用条件、予測

制度等に応じて、最も信頼性の高い方法を選択し、予測する。 

なお、流況の予測方法（モデル等）には次のようなものがある。 

・河川の低水流量：タンクモデルなど 

・河川の洪水流量：合理式、貯留関数、タンクモデル、多次元浸透

流モデルなど 

・湖沼・海域の流況：ボックスモデル、密度流モデル、模型実験 

さらに、予測にあたっては、次の項目について留意する。 

 ・開発に伴う流出係数の変化による影響を把握する（河川）。 

 ・工事中の対象事業の実施区域からの溢水を勘案する（河川）。 

・選択した予測方法の妥当性についても検証する。 

なお、事業が複数の計画案を持つ場合は、各案についての予測結果

を比較表にまとめて示す。また、想定される環境保全措置について、

行わない場合と行った場合の影響予測を対比して示す。 
また、予測の不確実性の程度が大きい場合、効果に係る知見が不十

分な環境保全措置を講ずる場合等において、環境影響の重大性に応じ 
て、事後調査を実施する。 
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７ 予測地域 

 調査地域のうち、水象の

特性を踏まえ、河川の流

量、湖沼の水位並びに海域

の流向及び流速に係る環

境影響を受けるおそれが

あると認められる地域 

調査地域のうち、水域、気象、地形及び地質等の特性を踏まえ、水

象に係る環境影響を受けるおそれがあると認められる地域 

 

８ 予測地点 

 予測地域における河川

の流量、湖沼の水位並びに

海域の流向及び流速に係

る環境影響を的確に把握

できる地点 

水域、気象、地形及び地質等の特性を踏まえ、予測地域における水

象に係る環境影響を的確に把握できる地点 

 

９ 予測対象時期等 

（１）工事の実施において

は、水象に係る環境影響が

最大になる時期 

 

（２）土地又は工作物の存

在及び供用においては、定

常状態になる時期及び水

象に係る環境影響が最大

になる時期（最大になる時

期を設定することができ

る場合に限る。）等、環境

影響を的確に把握できる

時期 

 

工事中にあっては、河川等の流量に及ぼす影響が最大となる時点と

する。供用開始後の予測時点は、施設が定常稼働の状態に達した後、

河川等の流量の変化の程度を適切に把握し得る時点とする。 

 

供用開始後にあっては対象事業の活動が通常の状態に達した時期、

及び水象に係る環境影響が最大になる時期（最大になる時期を設定す

ることができる場合に限る。）等、環境影響を的確に把握できる時期と

する。なお、施設等を段階的に供用するものについては、原則として

それぞれの時点とする。 

 

 

 【環境保全措置】 

 環境保全措置は、対象事業の計画策定の過程又は環境影響評価の結

果を基に、事業者により、実行可能な範囲内で対象事業の実施に伴う

水象への影響を可能な限り回避・低減するための措置を検討する。ま

た、この結果として、対象事業の実施による影響の回避・低減の程度

をできるだけ明らかにする。環境保全措置の一例を、参考資料 3 に示

す。 

 （１）保全方法の検討 

環境保全措置の検討に当たっては、方法書で示した環境保全の考え

方、事業特性、地域特性、影響予測結果等に基づき、保全措置の検討

項目、検討目標、検討手順、検討方針を設定する。 

 

（２）検討結果の検証 

環境保全措置の複数案について、比較検討し、実行可能なよりよい

技術が取り入れられているか否か、対象事業の水質環境に与える影響

ができる限り回避、低減されているか否かを予測、検証する。 
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 （３）検討結果の整理 

検討結果の整理では、その内容、効果、不確実性について、明らか

にし、整理する。 

 

【評 価】 

（１）評価する事項 

 評価する事項は、予測した事項とする。 

 

（２）評価の方法 

イ 影響の回避、低減に係る評価 

調査及び予測の結果並びに環境保全措置を検討した結果を踏まえ、

対象事業の実施に伴う水質への影響が可能な限り回避、低減されてい

るかどうか及びその程度について評価する。 

 

ロ 国又は青森県等が実施する環境保全施策との整合性 

調査及び予測の結果が、国又は青森県等が実施する環境保全の観点

からの施策による指標や目標と整合が図られているかどうかについて

評価する。 

 

【事後調査】 

（１）事後調査の必要性 

事後調査は、次に掲げる場合に行うものとする。 

イ 予測の不確実性の程度が大きいときに環境保全措置を講ずる場合 

・予測手法が研究段階あるいは、開発途上にあり、検証した事例が

少ないなど不確実な場合 

・予測を行った時点では、発生源に係る諸元や稼動条件の詳細が未

定で、概略の条件に基づいて発生源を設定した場合 

 

ロ 効果に係る知見が不十分な環境保全措置を講ずる場合 

・工事中の影響を軽減するための技術が不確実な場合や、適用事例

が少ない場合 

 

ハ 工事の実施中及び土地又は工作物の供用開始後において環境保全

措置の内容をより詳細なものにする場合 
 

ニ 代償措置を講ずる場合であって、当該代償措置による効果の不確

実性の程度及び当該代償措置に係る知見の充実の程度を踏まえ、事

後調査が必要であると認められる場合 

 

ホ 環境保全措置の効果を確認するまでに時間を要し、継続的な監視

が必要な場合 
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 ヘ 予測の結果が国、県又は市町村による環境の保全の観点からの施

策によって定められた基準値又は目標値と近接し、環境に影響を及

ぼすおそれのある場合 
 

 （２）事後調査の項目 

事後調査項目は、事後調査を実施する必要性に応じて、適切に設定

する。 

事後調査の項目及び手法は、必要に応じ専門家の助言を受けること

等により、客観的かつ科学的根拠に基づき選定する。 
 

（３）事後調査の手法 

事後調査の手法は、現況の調査手法に準ずる。 

 

（４）事後調査の期間等 

工事の実施に係る事後調査の時期は、工事の実施期間中とし、定期

的に実施する。 

土地又は工作物の存在及び供用に係る事後調査期間は、施設等の稼

動状況の変動を考慮して、施設等の稼動が定常に達した後少なくとも

数年程度とし、定期的に実施する。また、中間的な時期に予測を行っ

た場合には、その時期も事後調査の対象とする。 

 

（５）事後調査結果の検討と実施 

事後調査の結果は、予測・評価の結果と比較検討する。これらの結

果が著しく異なる場合は、その原因を検討・究明する。 

また、事後調査結果を検討した結果、水象への影響が大きいと判断

される場合は、新たな環境保全措置を検討し、実施する。 

事後調査の終了並びに事後調査の結果を踏まえた環境保全措置の実

施及び終了の判断に当たっては、必要に応じ専門家の助言を受けるこ

とその他の方法により客観的かつ科学的な検討を行うよう留意する。 
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＜参考資料＞ 

１.関連法規及び参考となる文献 

関
連
法
規 

水象関連法律 ○環境基本法（平成 5年 11月 19日 法律第 91号） 

○河川法（昭和 39年 7月 10日 法律第 167号） 

○水産資源保護法（昭和 26年 12月 17日 法律 313号） 

○自然公園法（昭和 32年 6月 1日 法律第 161号） 

○水質汚濁防止法（昭和 45年 12月 25日 法律第 138号） 

○国土調査法（昭和 26年６月１日 法律 180号） 

○気象業務法（昭和 27年６月２日 法律 165号） 

参
考
と
な
る
文
献
及
び
資
料 

調    査 ＜文献調査＞ 

○地形図（国土地理院） 

○地勢図（国土地理院） 

○土地利用図（国土地理院） 

○土地条件図（国土地理院） 

○土地分類図（内閣府） 

○土地分類基本図（内閣府） 

○都市計画図類（各自治体の都市計画部署） 

○取水施設台帳（各自治体の利水管理部署） 

○沿岸海域地形図（国土地理院） 

○漁業権設定状況（各自治体の管理部署） 

○環境白書（青森県） 

○各市町村史誌 

○下北半島の自然（青森県立郷土館 2001） 

＜観測値資料＞ 

○公共用水域及び地下水の水質測定結果（青森県） 

○公共用水域水質測定結果（環境省、各年） 

○地下水実態調査報告書等（各自治体の環境保全部署） 

○気象月報等（気象庁） 

○陸奥湾海況情報（青森県） 

○定線海洋観測結果表（青森県 各年） 

＜現地調査＞ 

○「水質調査方法」（昭和 46年９月 30日 環水管第 30号） 

○「気象業務法施行規則（昭和 27年運輸省令第 101号」又は「地上気象観測

指針」（平成 5年気象庁） 

○「海洋観測指針」（日本海洋学会） 

予    測 ○環境アセスメントの技術（（社）環境情報科学センター、1999 年）中央法

規出版 

○環境アセスメント技術ガイド（（一社）日本環境アセスメント協会、2017

年 3月） 

○「水理公式集」（土木学会水理委員会水理公式集改訂小委員会、1999 年）

土木学会 

そ  の  他 ○内湾・内海の水環境（環境庁水環境研究会、1996年）ぎょうせい 

○青森県環境計画(青森県) 

○ダム事業における環境影響評価の考え方（河川事業環境影響評価研究会、

2000年）ダム水源地環境整備センター 

○水環境の科学（Ｅｄｗａｅｄ Ａ．Ｌａｗｓ、1996年）技法堂出版 

○水環境基礎科学（宗宮功・津野洋、1997年）コロナ社 
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２．河川及び湖沼等の流出予測モデル等 

区 分 モデル 特 徴 適用条件 

短期流出モデ 
(最大洪水流量の
予測) 

合理式 ・ある強度の雨が流域に一様に、
洪水到達時間の間降ったとき
のピーク流量を求める。 

・ピーク流量を、流域面積、ピー
ク流出係数、洪水到達時間内の
平均有効降雨強度で表した式。 

・洪水到達時間を求める手法に
は、等流流速法、土研式、角屋
式がある。 

・中小河川、下水道等で、洪
水調節施設を含まない場
合の排水計画に一般的に
用いられている。 

・一般的に強度が時間的に変
化する雨に対しては、この
式は厳密には成立せず、近
似式である。 

(洪水時の地表流、
中間流の予測） 

タンクモデル ・流域をタンクに置き換え、雨量
をタンクに流入させるとき、タ
ンクの側壁に設けられた孔か
ら流れ出す流量が流域末端か
らの流出量となるようにした
もの。 

・複数個のタンクを直列、並列に
連結して複雑な流出機構に適
合させることができる。 

・タンクの流出孔での浸透係
数、流出孔の位置、初期水
深を定数として与える。 

・これらの定数は試行錯誤的
に決定するため、タンクの
数が多いと複雑となり、一
般的には直列２段又は３
段の構造を用いる場合が
多い。 

貯留関数法 ・流域内の降雨による流出を、流
れの連続式と運動方程式によ
り非線形として扱うモデルで
ある。 

・降雨量と流出量の関係より
モデルの定数を同定する
必要がある。 

Kinamatic 
waveモデル 
 
浸透流モデル 

・流域内で雨水の流れを追跡し、
流域末端から流出する流量を
算出する。 

・開水路の非定常流に用いられる
基本式を運動波（ Kinamatic 
wave）に近似した方程式を用い
る。 

・流域の地形、地質、植生等の特
性をパラメーターとして組み
込める。 

・このモデルは、主に山腹斜
面、河道が急勾配の流域に
適用する。 

Dynamic wave
モデル 

・Kinamatic waveモデルと同様、
流域末端から流出する流量を
算出する。 

・開水路の非定常流を近似せずに
そのまま用いる。 

・流域の地形、地質、植生等の特
性をパラメーターとして組み
込める。 

・このモデルは、主に低平地
流域に適用する。 

 

  



- 水象 資料 3 - 

区 分 モデル 特 徴 適用条件 

(洪水時の中間流

の予測） 

浸透流モデル ・流域内の土壌への雨水の浸透、

大気への蒸散による流下斜面

の下端での流出量を算定する。 

・森林による樹冠遮断、蒸発・蒸

散、土壌内での水の移動等、降

雨が流出に至る過程が評価で

きる。 

・Richardsの不飽和浸透方程式を

二次化して用いる二次元モデ

ルと、そのまま用いる三次元モ

デルがある。 

・二次元モデルは、斜面流下

方向、土壌垂直方向への二

次元化のため、流域斜面の

横方向の起伏が一様で横

方向への浸透が少ない場

合に適用する。 

・三次元モデルは、流域の起

伏が複雑で雨水が流域斜

面の横方向にも浸透する

場合に適用する。 

長期流出モデル 

(低水流量の予測） 

タンクモデル ・短期流出のタンクモデルと基本

的に同じであるが、洪水流出が

１サイクル内の現象が対象で

あるのに対し、長期流出ではハ

イドログラフ全体の波形や低

水部の解析が可能である。 

・モデル自体に雨水の保留機

構を持っているため、特に

有効雨量の算定の必要が

ない。 

・直列４段（表面流出、中間

流出、地下水流出、下部帯

水層）のタンクで表現する

例が多い。 

 

３．環境保全措置の例 

影響時期 環 境 保 全 措 置 

工 事 中 

・造成計画等の変更による流域改変の回避 

・造成計画等の変更による河川および湖沼等の水域または水辺改変の最小化 

・水のかん養機能等に留意した造成計画の変更 

・止水壁の設置 

・代替帯水層の設置 

・苦情処理体制の整備 

施設等の存在

及び供用 

・水位変動の少ない施設計画 

・有害物質の代替物質使用の検討 

・調整池による洪水流量の抑制 

・雨水の貯留・浸透施設の設置等による減少する浸透能の補完 

・節水等による取水量等の削減 

・調整池、排水路等を活用した水域、水辺等の造成 

・改変した河川・湖沼等の復元・再生 

・法面等における適切な排水、遮水工等の実施 

・透水性舗装の実施 

・湧水代替水源の確保 

・苦情処理体制の整備 
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